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序     文 
 

JICA は 2003 年以来、ベトナム社会主義共和国において中小企業技術支援センタープロジェ

クトを実施し、専門家の派遣及び本邦での研修を通じて、ハノイ中小企業技術支援センター

（SME Technical Assistance Center：TAC）の中小企業（Small and Medium Enterprise：SME）

の技術力向上に資する各種支援業務実施能力の向上について支援を行ってきました。 

今回、プロジェクトの終了まで半年を残すのみとなったことから、終了時評価調査を実施し

ました。今回調査では、これまでの活動の進捗を整理し、プロジェクト目標等の達成状況を確

認したうえで、残りの期間における活動の方向性の検討、及びプロジェクト終了後の自立発展

性の確保に向けた提言等を取りまとめることを目的としました。  

本報告書は、同調査の協議結果等を取りまとめたものです。プロジェクトの実施、及び調査

団派遣にご協力いただいた日本・ベトナム社会主義共和国双方の関係各位に深くお礼を申し上

げ、今後も引き続き最大限のご支援をいただけるようお願いする次第です。  

 
平成 20 年 5 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

産業開発部長 新井 博之 
 



 

地図（ベトナム社会主義共和国全土） 
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地図（ベトナム社会主義共和国北部 30 州） 
 

 

 

 



 

写     真 
 

 
TAC のサービス・ユーザー企業 

 
瀧内団員による TACスタッフへの講義 

 
ミニッツ署名式 



 

略  語  表 
 

5S Sort, Set in Order, Shine, Standardize, 
Sustain 

整理、整頓、清掃、清潔、躾 
（Seiri, Seiton, Seiso, Seiketsu, Shitsuke）

AFTA ASEAN Free Trade Area アセアン自由貿易圏 

ASMED Agency for Small Medium Enterprises 
Development 

中小企業庁 

BDS Business Development Service ビジネス･ディベロップメント･サービ

ス（経営資源強化支援） 

CNC Computer Numerical Control コンピュータ数値制御 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

FDI Foreign Direct Investment 海外直接投資 

F/S Feasibility Study フィージビリティ･スタディ1 

JBA Japan Business Association 日本商工会議所 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JETRO Japan External Trade Organization 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェ

トロ） 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（協議議事録） 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On-the-Job Training オンザジョブ・トレーニング（実地訓

練） 

PD Project Director プロジェクト･ディレクター 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PEB Project Executive Board プロジェクト執行会議 

PO Plan of Operation 業務実施計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

R&D Research and Development 研究開発 

SME Small and Medium Enterprise 中小企業 

SMEDEC Small and Medium Enterprise 
Development Support Center（under 
STAMEQ） 

中小企業振興支援センター 

STAMEQ Directorate for Standards and Quality  標準化品質総局 

SV Senior Volunteer シニア・ボランティア 

                                                        
1 本報告書においてベトナム側が準備を進めるとしている F/S は、ベトナム社会主義共和国政府内で承認が必要とされる TAC の本格

稼動のための事業計画を意味する。 



 

TAC SME Technical Assistance Center 
（under MPI/ASMED） 

中小企業技術支援センター 

TOT Training of Trainers トレーナー研修 

UNIDO United Nations Industrial Development 
Organization 

国際連合工業開発機関 

VCCI Vietnam Chamber of Commerce and 
Industry 

ベトナム商工会議所 

VJCC Vietnam-Japan Human Resources 
Cooperation Center 

ベトナム日本人材協力センター 

VNCPC Vietnam Cleaner Production Centre ベトナム・クリーナープロダクショ
ン・センター 

VPC Vietnam Productivity Center（under 
STAMEQ） 

ベトナム生産性センター 

WTO World Trade Organization 世界貿易機関 
 

                                                        



 

評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：中小企業技術支援センタープロジェクト

分野：民間セクター 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部第一グループ 協力金額（評価時点）：9,001万円 

（R/D）：2006年8月14日～ 

2008年8月13日

先方関係機関：ハノイ中小企業技術支援センター

（SME Technical Assistance Center：TAC）、計画投

資省（Ministry of Planning and Investment：MPI）、
中小企業庁（Agency for Small Medium Enterprises 
Development：ASMED） 

（延長）： 日本側協力機関：経済産業省、独立行政法人産業

技術総合研究所、各都道府県の公設試験場等 

 

協力期間 

（F/U）： 他の関連協力：開発調査「ヴィエトナム国中小企

業振興計画調査」（1999年） 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）の中小企業（Small and Medium 
Enterprise：SME）支援体制は資金、技術をはじめとして様々な面でいまだ十分とはいえず、

産業技術支援の分野においては、地場のSMEが製品開発や品質管理についての技術情報や研

究機会を得ることが難しい状況にある。このような状況の下、ベトナム政府は「中小企業の

振興に係る政令90号（Decree 90）」においてSME振興政策を制定し、そのなかの産業技術支

援の一環として「TAC」の設置が規定された。同センターはSMEに対する①各種研修、②技

術相談及び指導、③研究開発（Research and Development：R&D）、④情報提供、⑤開放試験

室設置、⑥調査研究等の機能を果たすことが期待されているものの、2005年3月時点でハノ

イ市、ホーチミン市、ダナン市の3ヵ所に合計約20名の職員を配置し設立準備を行っている

状況で、いまだ実質的な機能を果たすには至っていなかった。こうした状況下、ベトナム政

府からのハノイ中小企業技術支援センター（以下、「TACハノイ」と記す）の立ち上げに関す

る支援要請を受けて、JICAはTACハノイがSMEの技術力向上に資する各種支援業務を部分的

に開始することを目的とした技術協力プロジェクトを2006年8月より実施している。 

 

１－２ 協力内容 

 長期専門家派遣（チーフアドバイザー／TAC運営管理、中小企業連携／業務調整）、短期専

門家派遣〔産業技術指導（機械金属材料、加工）、一般加工技術〕、及び本邦における研修を

通じて、SMEに対する基礎的な技術サービスの提供に関する技術移転をTACハノイに対して

行う。 

 （１）上位目標 

TACハノイが顧客のニーズに沿った中小企業向け基礎的サービスを提供する。 

 

 （２）プロジェクト目標 

中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始する。 

 

 （３）成 果 

  （ア）TACハノイの運営管理の改善が図られる。 

  （イ）TACハノイ技術者の中小企業に対する一定の技術指導能力が向上する。 



 

  （ウ）TACハノイが多様な産業技術と事業提携の情報を発信する。 

  （エ）TACハノイが中小企業相互や関係機関との事業提携について調整を行う。 

 

 （４）投 入（評価時点） 

日本側：総投入額 9,001万円 

長期専門家派遣 2名 機材供与 302万円 

短期専門家派遣 4名 ローカルコスト負担 478万円 

研修員受入 12名  その他 0円 

相手国側： 

カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）配置  
 20名  ローカルコスト負担（事務室光熱水料等） 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野、氏名、所属・職位） 

団長／総括 吉田 栄  独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構 （ Japan International 
Cooperation Agency：JICA）経済開発部 技術審議役 

公設試運営 瀧内 直祐  長崎県 工業技術センター 専門研究員 

評価分析 岩瀬 信久  有限会社アイエムジー 

評価管理 久保 英士  JICA 経済開発部 中小企業チーム 

調査期間 2008年3月3日～15日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （１）プロジェクト目標の達成見込み 

調査時点で、以下（２）（ア）（エ）のとおりTACハノイの各サービスはそれぞれ一定

の利用件数に達している。また、TACハノイの知的支援業務に対する利用者の満足度に

ついても、アンケート回答者の80％以上が高い満足を示しており、関係者からの質問

表・面接調査でも実地でのコンサルティングや研修等のTACハノイのサービスに利用者

から高い満足が示された。以上2つの設定指標が今後もプロジェクト活動により順調に

継続推移することで、プロジェクト目標を達成することが見込まれる。 

ただし、プロジェクトの途中で当初プロジェクト目標のなかで想定していた建物竣工

後の本格稼動の目途が立たないなどから、本格稼働を前提として記載をプロジェクト目

標から削除しており、当初期待された成果に到達することは不可能である（以下３－４

参照）。 

 

 （２）成果の達成度 

以下のとおり、成果を達成する可能性は高い。 

  （ア）上部組織であるASMEDの指示に基づく研修等を3,000名以上に対して実施し、ま

た、592名に対する実地研修、268回の巡回指導を行う等、着実にASMEDからの指

示に対応するとともに、独自の活動を展開しており、TACハノイの運営管理の改善

が図られている。 

  （イ）TACハノイの技術者は当初の2名から6名に増加し、SMEへの巡回指導におけるオ

ンザジョブ・トレーニング（On-the-Job Training：OJT）やベトナム・日本での研修

等を通じて技術指導能力が向上した。他方で、効果的な技術コンサルティング等を

実施するに十分な能力を有する技術者は多くなく、また、技術者の数は当初期待さ

れた人数よりも依然少ない。 

 



 

  （ウ）TACハノイはEメール送付、広報資料発行、ベトナム語と英語双方でのウェブサ

イト運営によって情報サービス活動を拡大しており、その結果TACのウェブサイト

へのアクセス件数が累積で5万6,400に達しているのをはじめ、産業技術と事業提携

に関する情報の蓄積と発信に係る体系的な管理が行われようとしている。 

  （エ）地場SMEと海外直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）企業との事業提携を促

進するデータベースを確立し、そのネットワークを65社のSME、19社のFDI企業、

35の関連団体に拡大した。本プロジェクトにおいて30の地場製造企業を日系企業に

紹介し、商談が成立したケースも現れている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （１）妥当性 

高い妥当性を有していると評価される。 

プロジェクト・ゴールは、ベトナム政府の10ヵ年国家開発戦略、社会・経済開発5ヵ

年計画等と合致している。また、設立まもないTACの組織・職員や、管理・要素技術の

不足や研修、コンサルティング、ビジネス連携、情報サービス等の機会の不足を感じて

いる地場SMEのニーズに合致している。他方で、管理技術と要素技術に関し、TACが様々

な支援をどの程度行うかについてベトナム政府内で議論が続いている状況で、この要因

がなければ、妥当性は一層高いものとなったと考えられる。 

 

 （２）有効性 

中程度の有効性をもつと評価される。 

プロジェクト目標を達成する高い可能性を有しているが、建物竣工後の本格稼動の目

途が立たなくなったことにより、本格稼働を前提としていた当初のプロジェクト目標を

より小さな規模の内容に修正したのちの目標の達成にとどまるものであり、当初の目標

に鑑みれば、有効性の水準が減少したと判断される。TACハノイの指導員はその基礎的

な能力を形成したと評価されるが、プロジェクトの初期設計においては最低10名の技術

者がTACに配置されることを想定していたことに鑑みれば、技術スタッフの数は依然と

して少ない。また、TACの提供する情報サービスやビジネス・リンケージのデータベー

スは順調に拡大しているが、より効果的かつ積極的な広報活動を求める声もある。 

 

 （３）効率性 

中程度の効率性をもつと評価される。 

専門家やC/Pに対する聞き取りの結果、専門家の専門分野、資質、派遣タイミングは

プロジェクト成果を達成するのに十分に適切だったと評価されるが、前専門家の逝去に

よる約4ヵ月間の総括/運営計画担当の長期専門家の不在は一定程度、効率性を阻害した

とする意見もあった。同様に、延べ12名に対するC/P研修もプロジェクトの期待される

効果とインパクトを生じさせるのに十分効率的だったと評価されるが、SMEから期待さ

れるサービスの水準と重要性に鑑みて、技術者の数と現在の能力に専門家は懸念を表明

している。MPI/ASMEDはTACの管理のために、プロジェクト執行会議（Project Executive
Board：PEB）を設置し、PEBの適切な指導の下で、TACは技術、企画、研修・コンサル

ティング、総務の4つの部からなる組織構造を形成し、プロジェクトのより円滑な実施

に貢献した。他方、TAC側の不十分な準備とスペース不足や、日本の納入業者が日本政

府より輸出禁止の行政処分を受けたことから機材供与の中止や遅延を発生させた。ま

た、当初、専門家の執務スペースがTACの中になかった点はコミュニケーションを阻害

した。 

 



 

 （４）インパクト 

TACのサービスを受けた企業が実際の企業管理・運営の活動において整理、整頓、清

掃、清潔、躾（Sort, Set in Order, Shine, Standardize, Sustain：5S）・カイゼン等にかかわ

る様々な知識とノウハウを応用し始めている。これらの実践の成果を、各企業の実際の

生産品質や経営効率の向上という点での上位目標の達成という形で見いだすには時期

尚早であるが、肯定的な兆しは発現しつつあるということができ、終了時評価時点では

限定的なインパクトを実現していると評価される。 

ただし、プロジェクト終了後3～5年における上位目標の達成は、プロジェクト終了後

に「TACハノイが存続し、一定の人員・予算が確保される」という外部条件が満たされ

る必要があり、特にベトナム政府によるTACの戦略的位置づけと詳細な業務範囲の明確

化が重要となる。 

 

 （５）自立発展性 

本プロジェクトは特に制度面を中心に、自立発展性にかかわる脆弱性を有すると評価

される。 

TACが現在の水準のサービスを提供する限りは、ほぼ十分な組織的能力を有している

と判断される。しかし、SMEの技術支援ニーズに対応するためにTACが基礎的インフラ、

予算、人材をどのように増加させるべきかについて依然ベトナム政府内で議論の最中で

あり、本プロジェクトの成果を自立発展させていくための制度的な仕組みは、特にMPI
とASMEDにとっての課題として残されている。TACは、具体的な技術分野において、

どのような水準の中核技術者を育成すべきであるかの問題を含めた中期運営計画を策

定し、MPIとASNEDの強いコミットメントとともに、TACがその管理・運営能力を継続

的に強化していくことが必要である。 

技術面では本プロジェクトは中程度の自立発展性を有すると評価される。TAC技術者

の何人かはプロジェクト終了までに日本人専門家なしでもSMEへの効果的な技術支援

サービスを提供できるようになることに自信を示している。また、プロジェクト期間中

にも、日本企業や他の関連機関との協働を通じてTAC技術者の能力を発展・向上させて

いく仕組みが、開発されようとしている。さらに、カリキュラムや教材、指導マニュア

ル、ウェブサイト等は将来にわたっても継続的に維持・改善されていくことも重要とな

る。 

現在、MPIとASMEDがTACと本プロジェクトに対して適切な額の予算を供給している

ことから、一定程度の財務的な自立発展性を有すると思われるが、財務面からの自立発

展性についてもまた、TACにかかわる明確なビジョンと長期戦略に依存している。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （１）計画内容に関すること 

SMEに対する巡回指導等、現場に足を運んでSMEのニーズの把握や情報収集を実施

し、その結果をプロジェクトの活動に反映・活用したことが効果発現に貢献した。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

プロジェクトの枠組み外の投入となるが、シニア・ボランティア（Senior Volunteer：
SV）5名がTACを通じて相手先SMEに対する5S、カイゼン等の生産性向上の実地指導を

行ったことは、TACの技術者に対するOJTの効果もあり、プロジェクトの効果発現に大

きく貢献した。 

 



 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （１）計画内容に関すること 

ベトナム政府内の省庁再編の影響等もあり、TACの所管官庁やビジョンが不透明とな

り、TACの組織戦略の策定や大型機材の導入等がTACの上部組織であるASMEDで認めら

れず、当初プロジェクト目標のなかで想定していた建物竣工後の本格稼動の目途が立た

ず、プロジェクトの内容を縮小する形でプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix：PDM）を改訂した。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

上記（１）と関連して、大型機材の導入がベトナム側に留保され、また他の機材につ

いても日本の納入業者の禁輸措置に伴う調達の遅延が生じた。また、プロジェクト当初、

TACの技術者が2名しかいなかったこと、専門家の執務スペースがTACの外にありC/Pと
の円滑なコミュニケーションが阻害されたこと、チーフアドバイザーの逝去により後任

専門家の着任まで空白期間が生じたこと等も効率的・効果的な実施に負の影響を与え

た。 

 

３－５ 結 論 

TACハノイの各サービスはそれぞれ一定の利用件数に達しており、TACハノイの知的支援

業務に対する利用者の満足度についても、高い満足が示されており、プロジェクト目標を達

成することが見込まれる。本プロジェクトはベトナム政府の政策とターゲット・グループの

ニーズ、日本政府の支援政策に合致しており妥当性は高い。有効性については、プロジェク

ト期間中にプロジェクト目標をより小さな規模の内容に修正したことから、当初の目標に鑑

みれば、中程度の有効性をもつと評価される。投入の内容やタイミングはプロジェクト成果

を達成するのに十分適切だったが、C/Pの配置、機材供与の中止や遅延が生じたことから中

程度の効率性と評価される。インパクトに関しては、TACのサービスを受けた企業が実際の

企業管理・運営の活動において様々な知識とノウハウを応用し始めており、実際の生産品質

や経営効率の向上の発現には時間を有するが、終了時評価時点では限定的なインパクトを実

現している。技術面では一定の自立発展性を有するが、本プロジェクトの成果を自立発展さ

せていくための制度的な仕組みは、特にMPIとASMEDにとっての課題として残されている。

 

３－６ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

TACが本プロジェクト終了までに完全なオーナーシップを発揮して技術支援活動を実施し

ていけるようにするために、プロジェクトの残り期間中にTACハノイが次の対応を取るよう

に提言した。 

 （１）プロジェクト終了後も水準の高い技術支援サービス提供を確保するために、TACの

技術者と職員の技術・管理面の能力を更に向上させる可能な限りの努力を継続するこ

と。 

 （２）プロジェクト終了後に日本人専門家なしに効果的なビジネス連携活動を継続実施で

きるように、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）（ Japan External Trade 
Organization：JETRO）、ベトナム日本人材協力センター（Vietnam-Japan Human Resources 
Cooperation Center：VJCC）、ベトナム生産性センター〔Vietnam Productivity Center（under 
STAMEQ）：VPC〕、ベトナム・クリーナープロダクション・センター（Vietnam Cleaner 
Production Centre：VNCPC）等の関連機関との協力と協働にかかわる努力を強化する

ことで、ベトナムSMEと海外直接投資企業、特に日系進出企業との効果的なビジネス

連携活動をさらに進めること。 

 



 

 （３）プロジェクト終了までに、技術者の分野・数・質、職員配置、技術者と職員の能力

向上計画、必要となる施設と機材等を含めた包括的なTAC中期管理・運営計画の第

1次素案を策定し、MPIに提出すること。 

 （４）プロジェクト終了までに、TAC全体の組織としての技術能力を自立発展・強化する

ために、研修、コンサルティング、ビジネス連携支援活動にかかわる教材を蓄積・維

持するための体系的な手法を整備すること。 

 （５）TACウェブサイトの更なる効率的活用を含めた効果的な広報活動計画を策定すると

ともに、様々な啓発・促進活動を強化すること。 

 

３－７ 教 訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 

 （１）C/P機関の位置づけ 

C/P機関の政府内での位置づけや組織のビジョンが流動的になると、プロジェクトの

活動全体に大きな影響を及ぼす。政策的な枠組みのみならず、中長期的な観点でみた当

該組織の位置づけの妥当性、政府の組織再編の傾向、相手政府内の幹部の考え方や関係

を可能な限り情報収集したうえで案件の形成・審査を行うとともに、必要に応じてPDM
の外部条件等に整理しておくことが重要である。また、プロジェクト実施中も、組織の

再編等に関する情報について注意を払い、状況に応じて想定される可能性を踏まえた対

応方針を準備することが求められる。 

 

 （２）ボランティアとの連携 

プロジェクトと連携して要請され、現場の最前線で行われたシニア・ボランティアの

活動はプロジェクトの効果発現に貢献した。専門家、ボランティアそれぞれの強みを活

かす形で連携をデザインすることは両スキームの活動に相乗効果をもたらすことにつ

ながる。 

 

 

 



終了時評価調査結果要約表（英文） 
I. Outline of the Project 
Country ： The Socialist Republic of 
Vietnam Viet Nam 

Project title：Project for the Reinforcement of 
the Small and Medium Enterprises Technical 
Assistance Center in Hanoi 

Issue/Sector：Private Sector Cooperation scheme： Technical Cooperation
Project 

Division in charge ：  Economic 
Development Dept. 

Total cost：90 million JPY (as of March 2008) 

Partner Country’s Implementing 
Organization： 

 
Period of 
Cooperati
on 

(R/D): August 2006 – August 
2008  

Supporting Organization in Japan：Small and 
Medium Enterprises Technical Assistance 
Center in Hanoi 

Related Cooperation：Study on the Promotion of the Small and Medium Scale Industrial 
Enterprises in Socialist Republic of Vietnam 
１ Background of the Project 
Under the rapidly changing global business environment for the Vietnamese industries 
accelerated by an enactment of AFTA and accession to WTO, the Government of Vietnam 
has aimed to develop further the country’s small and medium enterprise (SME) sector 
and to provide more efficient business environment for the private sector.  Ministry of 
Planning and Investment (MPI), particularly the Agency for Small and Medium 
Enterprise Development (ASMED) under the MPI, has launched and supported a number 
of initiatives for SME promotion as well as many legislative proposals for the creation of 
better business environment.  The Government Decree 90 enforced in November 2001 
has stipulated the definition of SME, establishment of ASMED and TAC, and so forth. 
 
Development of competitive, local SMEs who can supply parts and components to major 
foreign direct investment (FDI) manufacturing companies located in the country is a 
crucial issue for the country’s SME promotion.  However, it is still difficult for the 
Vietnamese manufacturing SMEs to obtain necessary information and technical 
assistance services in order for them to improve their capacity for product development 
and quality control.  TAC Hanoi was established in order to provide various services to 
the Vietnamese SMEs in improving their industrial technology.  Although TAC’s 
technical assistance support including training, consulting, business linkage, information 
service, R&D, and equipment service, was expected to contribute to improving the 
competitiveness of SMEs, the newborn center had a limited capacity.  Under these 
circumstances, Vietnam and Japan agreed that technical cooperation project aiming at 
developing and upgrading the organization’s capability in providing basic technical 
services for SMEs would be implemented through the Japan International Cooperation 
Agency (JICA). 
 
 
２ Project Overview 
（１）Overall Goal  TAC Hanoi provides basic technical services for SMEs to comply 

with customers' needs. 
（２）Project Purpose TAC Hanoi partly starts to provide services for SMEs in improving 

industrial technology. 
（３）Outputs   

Output 1: TAC Hanoi’s management and administration are improved. 



Output 2: Basic capacity of TAC Hanoi’s instructors for technical consultation and 
training is developed. 

Output 3: TAC Hanoi disseminates various kinds of information on industrial 
technology and business linkage. 

Output 4: TAC Hanoi coordinates between SMEs themselves and other related 
organizations in order to establish business linkage. 

（４）Inputs 
Japanese side： 

Long-term Expert: 2 Equipment: 3 million Yen 
Short-term Expert: 4 Local cost: 4.8 million Yen 
Trainees received: 12 Others  

                                                         Total Cost   90 million Yen        
 

Vietnamese Side： 
Counterpart: 20 Equipment 
Land and Facilities  Local Cost: 2,050 million VND 
Others                                            Total Cost  2,425 million VND 

 
II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 
 

Mr. Sakae Yoshida (Team Leader) 
Executive Technical Advisor to the Director General 
Economic Development Department, JICA 

Mr. Naosuke Takiuchi (Operation of Industrial Technology Center) 
Specialist Researcher, Industrial Technology Center of Nagasaki 

Mr. Nobuhisa Iwase (Evaluation Analysis) 
Partner, IMG Inc. 

Mr. Eiji Kubo (Evaluation Management) 
Small and Medium Enterprise Team 
Economic Development Department, JICA 

Period of 
Evaluation 

 4 March, 2008 – 14 March, 2008 Type of Evaluation ： Terminal 
Evaluation 

III. Results of Evaluation 
１ Summary of Evaluation Results 
（１）Relevance  
The Project is evaluated as having high relevance.   
The Project goals are relevant with the country’s 10-Year Strategic plan toward 2010 and 
the 5-Year Plan for Socio-Economic Development (2006-2010). Also, they are relevant with 
the needs of the TAC, which was newly established, as well as of SMEs, which still lack 
both managerial and elemental technology and also feel that they do not have enough 
opportunities to receive such effective assistance as training, consulting, business linkage 
activities and information service. 
On the other hand, to what extent TAC should provide different types of assistance for 
management and elemental technology, particularly in fields of machinery, electricity and 
electronics, has been still in discussion in MPI and ASMED, which may have decreased 
the level of TAC’s relevance as the implementing agency to a certain extent. 
 
（２）Effectiveness 
The Project is evaluated as having medium-scale of effectiveness. 
Having achievements in the past one and a half years, the Project has a high potential to 
achieve its Project purpose. At the same time, because the prospects of TAC’s full 
operation after the construction of the building became obscurer than it had been 



originally expected in the Project Objective, the Objective was revised to make the details 
of the Project to a lower scale than its original design. From the original viewpoint, the 
level of the effectiveness is evaluated to have been decreased. A very basic capacity of TAC 
Hanoi’s instructors is evaluated to develop. However, the number of technical staff is 
evaluated to be still smaller than an expected level, taking into account of the fact that at 
least 10 engineers were expected to assign at TAC at the initial Project design.   
Also, TAC has successfully increased its information service activities and strengthened 
the database of SMEs to promote business linkages among local SMEs and FDIs, while 
there were some voices that TAC should provide more effective and proactive public affair 
activity among TAC services users and related organization. 
 
（３）Efficiency 
The Project is evaluated as having medium efficiency. 
Quality, specialty and timing of dispatched experts were adequate enough to contribute to 
achieving the Project outputs. However, there were some opinions that an absence of the 
Chief Advisor for almost 4 months due to a sad accident of the former Expert had 
hampered the efficiency to a certain extent. The counterpart trainings in Japan are 
evaluated to be efficient enough to bring about expected effectiveness and impact of the 
Project. However, Experts express some concerns about the number and the current 
capacity of TAC engineers, taking into account of the level and importance of services 
expected by SMEs. 
MPI/ASMED has established Project Executive Board (PEB) for TAC management, and 
with an appropriate guidance by PEB, TAC has efficiently established its organizational 
structure that consists of such 4 departments as Technology, Planning, Training and 
Consulting, and Administration, which contributed to smooth implementation of the 
Project. Insufficient preparation and space of TAC for proper installation and 
administrative problems by a Japanese vendor brought about both suspension and delay 
of some equipment provisions by Japan. Office space for Experts was not provided at the 
initial stage of the Project, which largely hampered the efficiency by a lack of frequent 
communication between C/Ps and Experts.  
 
（４）Impact 
Many recipient SMEs of the TAC services seem to have already been practicing various 
skills and knowledge in 5S/Kaizen and other management technology in their real 
managerial and operational activities. Although it is too early to see positive results of 
these practices to the actual successful improvement of their product quality and 
performance of their businesses in a concrete manner, the Project is evaluated as 
achieving a limited scale of impact at the timing of the Final Evaluation.  
However, to achieve the overall goal in several years after the Projcet completion, 
assuring condition of an important assumption, “TAC Hanoi continues to exist and its 
staff and budget are ensured at a certain level”, on PDM, is necessary and, particularly it 
is important for the Vietnamese Government to clarify the strategic positioning and 
detailed responsibilities of TAC. 
 
（５）Sustainability 
The Project is evaluated as having vulnerability in its sustainability, particularly in 
institutional aspect.  
TAC has an almost enough organizational capability, as long as it provides the current 
level of services both in terms of volume and quality. However, the detailed orientation for 
increasing a basic infrastructure, budget and human resources of TAC in order to match 
with the existing technical assistance needs among SMEs is under discussion and is 



expected to become clearer. The institutional mechanism to sustain the Project 
achievement will remain crucial, particularly for MPI and ASMED. 
TAC should formulate its medium-term management plan that includes the issue of 
which core engineers and consultants in such concrete areas as machinery, electricity and 
electronics should be developed along with detailed training implementation plan at TAC 
and, with a strong commitment by MPI and ASMED, strengthen its managerial and 
operational capacity in a continuous manner. 
From the technical point of view, the Project seems to have a medium-scale of 
sustainability. A couple of C/Ps have a confidence that they will be capable of conducting 
effective technical assistance services to SMEs without Experts by the end of the Project. 
Also, the mechanism of how developed capacities of TAC engineers could be sustained and 
even improved has been in development by working together with Japanese companies 
and other relevant organizations.  Further, developed curricula and course materials for 
training, instruction manuals for consulting, other intellectual properties and Website are 
important to be maintained and improved continuously in the future.  
Because MPI and ASMED currently supplies appropriate amount of the budget to TAC 
and the Project, there seems to be a certain level of financial sustainability. However, 
ensuring the sustainability of the Project even from the financial point of views will 
depend on the long-term strategy with a clear vision for TAC by the MPI and ASMED for 
continuing and expanding the Project activities by its own efforts. 
 
２．Factors that promoted realization of effects 
（１）Factors concerning to Planning 
To grasp the needs and information of SMEs through the field-oriented activities such as 
the circuit-visits to SMEs and to reflect the results in the Project activities have promoted 
realization of the effects. 
 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
Through TAC, 5 Senior Volunteers, which were the input out of this Project framework, 
demonstrated advisory services on productivity enhancement such as 5S/Kaizen for SMEs 
on the ground. This also worked as OJT for TAC engineers and contributed significantly 
to realizing the Project effects. 
 
３．Factors that impeded realization of effects  
（１）Factors concerning to Planning 
Due to the effects of the overall restructuring efforts of the Vietnamese government, the 
supervisory ministry and vision of TAC became unclear. Under this situation, the draft of 
the organization strategy, introduction of large machinery, and some of other main 
activities were suspended by ASMED, which made the prospects of TAC’s full operation 
after the construction of the building obscurer than it was originally expected in the 
Project Objective. Finally, it wounded up with the revision of the PDM to modify the 
design of the Project to a lower scale than the original. 
 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
Relating to the situation described in (1) above, introduction of heavy machinery was 
suspended by the Vietnamese side, and some of the other equipment provided by Japan 
were delayed because of administrative problems by the Japanese vendor. Also, the 
following at the initial stage of the Project had negative effect on efficient and effective 
project implementation: TAC had only two engineers; TAC had office space for the 
Experts out of its building, which hampered smooth communication between them and 
C/Ps; a sad accident of the former Chief Advisor brought about absence of the Project 



leader for several months until the successor took up the post.  
 
４．Conclusion 
The Project has made progresses and the project purpose is about to achieve by the end of 
the Project. But at the same time, it is a fact that some important assumptions to 
effectively implement the Project have not been fulfilled. MPI and ASMED are required to 
show clear commitment and put additional efforts in ensuring the sustainability of the 
Project achievement. Among others, a clear vision, overall strategy and action plan for 
TAC should further be considered and officially finalized for preparing the Project 
completion in order to ensure the sustainability of the Project. 
 
５．Recommendations 
Taking the above analysis into consideration, the Final Evaluation Teams recommend the 
following for the remaining period of the Project in order for TAC to carry out technical 
assistance activities with full ownership after the Project completion: 
 
1) To continue the most available efforts in upgrading technological and managerial 

skills of TAC engineers and staff in order to assure for providing a quality-level 
technical assistance services after the termination of the Project. 

 
2) To further promote effective business linkage activities between Vietnamese SMEs 

and FDIs, particularly with the Japanese, through increasing efforts for cooperation 
and collaboration with such relevant organizations as JETRO, VJCC, VPC and 
VN-CPC in order to secure efficient implementation of these services without 
Japanese Experts after the termination of the Project. 

 
3) To develop the first draft of a comprehensive TAC’s medium-term management and 

operational plan that includes specification of necessary field, number and quality of 
engineers, staff allocation, capacity development plan for engineers and staff, and 
required facility and equipment, which is to be reported to the MPI. 

 
4) To prepare systematic method of accumulation and maintenance of developed 

materials for training, consulting and business linkage support activities in order to 
prepare for sustaining and strengthening technical capacity of TAC as an 
organization. 

 
5) To formulate an effective public affair activity plan including more efficient use of TAC 

Website and to strengthen various promotional activities. 
 
６．Lessons Learned 
(1) Positioning of the counterpart organization 
When the positioning or vision of the counterpart organization in the government 
becomes unclear, it could affect overall the activities of the Project significantly. In 
formulating or appraising the Project, it would be required to collect information as much 
as possible on not only policy framework but also the reasonability of the organizational 
position in the mid or long term, the trend of the governmental reorganization, and 
thoughts of the relevant top officials and their relationships. At the same time, it would 
be important to put that information as assumptions on the PDM, if necessary. Also, in 
implementing the Project, it would be required to pay attention to the information about 
the reorganization movement and prepare options against possible situations. 
(2) Collaboration with volunteer schemes 



Activities in the front line by Senior Volunteers, which were requested in coordination 
with the Project, contributed to the realization of the Project effects. To design 
collaboration between experts and volunteers so that each of them could capitalize on 
their strength can bring about synergy effects on the both activities. 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 派遣経緯 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では「2010年までの10ヵ年戦略」や

「第7次5ヵ年計画(2001～2005年)」「第8次5ヵ年計画(2006～2010年)」の下、市場経済化、工

業化、近代化を推進し、近年7％を上回る高い経済成長率を継続して達成しているが、一方で

はアセアン自由貿易圏（ASEAN Free Trade Area：AFTA）発効や世界貿易機関（World Trade 
Organization：WTO）加盟など自由貿易圏への加盟の流れのなかで、更なるビジネス環境整備、

海外資本の動員等による国際競争力の強化が求められている。このような状況のなか、製造業

における外国資本の誘致はベトナム政府にとって最重要課題のひとつとなっており、現地で部

品を供給できる地場中小企業（Small and Medium Enterprise：SME）の育成が急務となっている。

しかしながら、ベトナムのSME支援体制は様々な面でいまだ十分とはいえず、産業技術支援の

分野においては、地場のSMEが製品開発や品質管理についての技術情報や研修機会を得ること

が難しい状況にある。 

このような状況の下、ベトナム政府は「中小企業の振興に係る政令90号（Decree 90）」にお

いてSME振興政策を制定し（2001年11月）、計画投資省（Ministry of Planning and Investment：
MPI）内に中小企業庁（Agency for Small Medium Enterprises Development：ASMED）を設置し、

また、産業技術支援の一環として「中小企業技術支援センター（SME Technical Assistance 
Center：TAC)」を設置することが規定された2。同センターはSMEに対する①各種研修、②技術

相談及び指導、③研究開発（Research and Development：R&D）、④情報提供、⑤開放試験室設

置、⑥調査研究等の機能を果たすことが期待されているものの、2005年3月時点でハノイ市、

ホーチミン市、ダナン市の3ヵ所に合計約20名の職員を配置し設立準備を行っている状況で、

いまだ実質的な機能を果たすには至っていなかった3。 

ベトナム政府からのハノイ中小企業技術支援センター（以下、「TACハノイ」と記す）の立ち

上げに関する支援要請を受けて、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation 
Agency：JICA）はTACハノイがSMEの技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始するこ

とを目的とした技術協力プロジェクトを2006年8月より実施している。 

今般、2008年8月の協力期間の終了を控え、以下の目的により本調査団を派遣することとす

る。 

 

１－２ 派遣目的 

 （１）技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認したうえで、評価５項目に基づきプロ

ジェクト終了時評価を実施する。 

 （２）今後の協力方針や改善の方向性に係る教訓及び提案を導き出す。 

 （３）協議結果をミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）に取りまとめ、署名・交換する。 

                                                        
2 政令90号上の英文名称では中小企業開発局（Department for SME Development）、中小企業技術支援センター（SME Technical Support 

Center）とされていた。 
3 2008年3月末時点ではTACの総職員数は43名（ハノイ19名、ホーチミン11名、ダナン13名） 
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１－３ 調査団員構成 

分 野 氏 名 所 属 

団長/総括 吉田 栄 JICA 経済開発部 技術審議役 

公設試運営 瀧内 直祐 長崎県 工業技術センター 専門研究員 

評価分析 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー 

評価管理 久保 英士 JICA 経済開発部 中小企業チーム 

 

（参考：ベトナム側合同調査メンバー） 

Mr. Do Van Hai Deputy Director of ASMED 

Mr. Nguyen Trong Hieu Manager, SME Promotion Division, ASMED 

Mr. Pham Van Phuc Pre-Head , Administration Office, ASMED 

Mr. Pham Thai Son International Cooperation Division, ASMED 

Mr. Ta Dinh Xuyen Director, TAC Hanoi 

Mr. Le Manh Hung Deputy Director, TAC Hanoi 

 

１－４ 調査期間 

 2008年3月3日（月）～15日（土） 

日 付 評価分析 団長／公設試験／評価管理 

3/3 月 
18:10 成田発（JL751） 

22:25 ハノイ着 

3/4 火 

10:30 専門家との打合せ 

13:30 ベトナム側評価チームへの説明 

14:00 TACとの協議（活動状況調査、資料収集） 

3/5 水 

 9:00 カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）
へのインタビュー、専門家インタビュー 

16:00 日系企業訪問 

3/6 木 

 9:00 ベトナム・クリーナープロダクション・センタ

ー（Vietnam Cleaner Production Centre：VNCPC）
訪問 

14:00 ベトナム生産性センター〔Vietnam Productivity 
Center（under STAMEQ）：VPC〕訪問 

3/7 金 

 8:20 地場SME（PTM Co.）訪問 
10:15 地場SME（Dai Duong Co.）訪問 
14:00 ベトナム日本人材協力センター（Vietnam-Japan 

Human Resources Cooperation Center：VJCC）訪問

16:00 日系企業（キャノン）訪問 

3/8 土 評価報告書案作成 

 



－3－ 

評価報告書案作成 
11:00 成田発（JL5135） 

15:10 ハノイ着 3/9 日 

17:00 団内打合せ 

3/10 月 

9:00 JICA事務所打合せ 

14:00 ASMED表敬・方針説明 

16:00 MPI副大臣表敬 

17:15 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）（Japan External Trade Organization：
JETRO）訪問 

3/11 火 9:00 ベトナム側評価チーム及びTACとの協議 

3/12 水 

 9:00 合同評価報告書修正作業／公設試験団員によるTACでの機材取扱指導等 

14:00 地場SME（Le Group Co.)訪問 

15:30 地場SME（PHONG NAM CO., LTD)訪問 

3/13 木 
10:30 ベトナム側評価チーム及びTACとの協議 

13:30 合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC） 

3/14 金 

11:00 ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）・合同評価報告書署名 

13:30 日本大使館報告 

15:00 JICA事務所打合せ 

23:55 ハノイ発（JL752） 

3/15 土 06:45 東京着 

 

１－５ 調査結果要約 

調査・協議結果の主要な点は以下のとおり。 

 （１）M/M（付属資料1.）にて以下を確認した。 

・合同評価報告書の内容に係る双方の合意 

・本プロジェクトの2008年8月の終了に係る双方の合意 

・ベトナム側よりTACハノイへの次期協力の要請を準備している旨説明されたのに対し、

日本側より①ベトナム政府におけるSME支援の全体像のなかでTACのビジョン・役割が

明確になったうえで、②TACの優先分野を示す中期運営計画及び③TACハノイの運営に

適切な施設、財政・人的資源が配置されることを確認することが必要となる点を指摘し

た。 

 

 （２）合同評価報告書のポイント 

・現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）のプロジェ

クト目標は達成見込み（ただし、PDMは途中で縮小変更）。 

・①妥当性は高、②有効性は中程度、③効率性は中程度、④インパクトは現時点で限定的、

⑤自立発展性は特に制度面で脆弱。 

・プロジェクトの成果の持続を確保するためのMPI/ASMEDの明確なコミットメントと更

なる努力が必要。また、TACの明確なビジョン、全体戦略、行動計画が検討され、公式

にファイナライズされるべき。 
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・①TAC技術者・スタッフのスキル向上の努力の継続、②国内・海外企業、関連機関との

間のビジネス・リンケージの促進、③TAC中期管理・運営計画の策定、④研修教材等の

蓄積・維持の方法の整備、⑤広報活動の強化を提言。  
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第２章 評価の手法 
 

２－１ 評価の手法 

本調査では、『改訂版JICA事業評価ガイドライン』に沿って、現時点での計画達成状況及び

達成のための課題を確認し、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

に基づき評価を行った。これらの結果を踏まえ、プロジェクトの今後のより効果的な実施のた

めにいくつかの提案を行うとともに、JCCに報告を行い、また、ベトナム側とM/Mを締結した。 

具体的な調査方法は以下のとおりである。 

 

 （１）文献資料調査と評価グリッド・質問表の作成 

国内において、事前評価調査報告書、実施協議に係る討議議事録（Record of Discussion：
R/D）、運営指導調査資料、専門家業務報告書、その他プロジェクト関連資料の精査を行っ

た。これに基づいて、プロジェクトの概要表であるPDMの内容を確認したうえで、2008年

1月にベトナム側と日本側で協議し改訂合意したPDM Version 2を、評価用PDMとして利用

することとした（和文は付属資料4.を、英文は合同評価報告書Annex 1を参照）。そして、

同PDMに基づいて調査項目を設定し、各項目に対する情報収集方法を「評価グリッド」と

して取りまとめた。また、プロジェクトの（日本人）専門家、C/P、TACの技術支援サー

ビスのユーザーである中小企業、の3者に対する質問表を作成し、現地プロジェクト・チ

ームを通じた配布と回収を依頼した。 

 

 （２）質問表調査及び質問表に基づく面接調査 

現地に1週間先乗りしたコンサルタント団員（評価分析担当）が、プロジェクトの専門

家とC/Pに対して、上記の調査方法について説明をして理解を得たうえで、 

・専門家に対する質問表調査（在任中の長期専門家2名）と個別面接調査 

・プロジェクト・ディレクター（Project Director：PD）、C/P、ASMED関係者に対する

質問表調査（計14名）と、個別面接調査（左記14名のうち、11名） 

・TACサービス・ユーザー企業（SME）に対する質問表調査（計11名）と、個別面接調

査（上記11社のうち、4社） 

・日系企業やドナー・プログラム関係者を含めた他のSME支援機関に対する個別面接調

査（日系企業2社と関係4機関） 

を行った（質問表調査・面接調査の結果については付属資料5.、個別の面談録については

付属資料6.を参照）。 

 

 （３）現場観察を含めた現地での評価調査の実施 

評価調査団全員が現地調査入りしたのち、TACの施設・機材と業務実態を観察調査した

うえで、既に集められた情報を基に、ベトナム側の評価チームとともにプロジェクトのこ

れまでの活動実績及び実施プロセスを検証し、評価5項目に基づいて評価を行い、その結

果を評価グリッド結果表（2-2の項を参照）と合同評価報告書（付属資料2.を参照）にま

とめた。 
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 （４）ベトナム側との協議とM/Mの署名・交換 

本評価調査の分析結果を基に、ベトナム側及び日本側関係者と協議を行ったうえで、そ

の結果をJCCで報告し、M/M（付属資料1.を参照）を取りまとめて署名・交換した。 

 

２－２ 評価設問（評価グリッド） 

本終了時評価調査で作成・活用した評価グリッドでは、実績及び実施プロセスの検証と評価

5項目の観点から評価設問を設定し、調査を行った。 

 

 （１）実績及び実施プロセスの検証 

１）実績の検証 

・投入は計画どおり実施されたか（計画との比較） 

・成果は計画どおり産出されたか（目標との比較） 

・プロジェクト目標は達成されたか（目標との比較） 

・上位目標達成の見込みはあるか（目標との比較） 

２）実施プロセスの検証 

・活動は計画どおりに実施されたか 

・技術移転の方法に問題はなかったか 

・プロジェクトの運営体制に問題はなかったか 

・プロジェクト実施過程で生じている問題や効果発現に影響を与えた要因は何か、等 

 

 （２）５項目評価 

１）妥当性 

必要性、優先度、手段としての妥当性の観点からプロジェクト実施の妥当性を評価。 

①必要性(ターゲット・グループのニーズとの整合性) 

②優先度（ベトナムの開発政策・わが国の援助計画との整合性） 

③手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲット・グループ選定の適切性、日本

の技術の優位性等） 

２）有効性 

プロジェクトの成果とプロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評

価。 

３）効率性 

投入(コスト)と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評価。 

４）インパクト 

上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価。 

５）自立発展性 

政策･制度面、組織面、財務面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を評価。 
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上記の視点に基づく調査・評価結果を「評価グリッド結果表」（英文については付属資

料合同評価報告書Annex 16を、和文については付属資料3.を参照）に取りまとめた。なお、

上記(1)の実績及び実施プロセスの検証に係る調査項目・評価結果については評価5項目の

有効性、効率性、インパクトの項で総合的に評価・整理した。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入実績 

終了時評価時点までの日本側とベトナム側の双方の投入実績概要は以下のとおりである。 

 

 ３－１－１ 日本側投入 

  （１）専門家・調査団（合同評価報告書Annex 6参照） 

   １）長期専門家 

R/D（以下、「当初計画」と記す）のとおり、チーフアドバイザー／TAC運営管理1

名、中小企業連携／業務調整1名がほぼ全期間にわたり配置された。ただし、チーフ

アドバイザー／TAC運営管理専門家が途中で交代したため、その間4ヵ月ほど配置さ

れずにいた。 

   ２）短期専門家 

産業技術指導（機械金属材料、加工）1名、一般機械加工技術3名を派遣した（いず

れも2006年度）。その後、必要に応じて派遣することが予定されていた電気・電子、

技術情報分野の短期専門家は、TAC側の技術者配置の遅れ・不足と、上記4名の短期

専門家の勧告もあり、機械・電気・電子等の要素技術の技術移転から長期専門家によ

る整理、整頓、清掃、清潔、躾（Sort, Set in Order, Shine, Standardize, Sustain：5S）・カイゼ

ン等の管理技術にかかわる技術移転へのシフトにより、派遣されなかった。 

   ３）調査団 

当初計画のとおり、2007年度末に終了時評価調査団が派遣された。加えて、2006年

度にプロジェクトの進捗状況を確認するために運営指導調査団が派遣された。 

 

  （２）機材供与（合同評価報告書Annex 10参照） 

当初計画のとおり、巡回指導用の車両、携帯計測機材、卓上計測機材が供与された。

ただし、各種卓上型測定器や3次元測定器等、主たる主要機材については、TACの機材

管理に関する全体計画が定まったうえで大型・高額機材を調達したいとするベトナム側

の意向により中止となった。また、供与できた機材の一部についても、製造業社が禁輸

措置を受けたことにより、遅延が発生した。 

 

  （３）C/P研修（合同評価報告書Annex 7参照） 

2006年度に公設試運営管理5名、2007年度にSME振興政策4名、公設試依頼試験業務（機

械）3名の本邦研修を実施した。また、2008年度に公設試依頼試験業務（電気・電子）3

名の本邦研修を実施予定。 

 

  （４）在外事業強化費（合同評価報告書Annex 12参照） 

2006年度に約200万円、2007年度（3月5日時点）に約278万円の在外事業強化費を支出

し、資機材・消耗品の購入、資料作成、出張旅費等にあてた。 
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 ３－１－２ ベトナム側投入 

  （１）C/P（合同評価報告書Annex 5参照） 

これまでにTAC所長をはじめ、技術職員、事務職員などのC/Pがプロジェクト活動の

ために配置された。終了時評価実施時のC/P数は20名である。技術職員については、プ

ロジェクト開始時の2名から終了時評価調査時の6名にまで増員が図られているが、TAC
の業務体制の関係で全員がプロジェクトに直接的にかかれる状況にはない。 

 

  （２）土地・施設の供与（合同評価報告書Annex 15参照） 

執務スペース、OA機器等が提供された。なお、プロジェクト開始時は専門家執務ス

ペースが提供されず、TACハノイ外のオフィスをJICA側で間借りして執務しなければな

らなかったことから、緊密なコミュニケーションが困難であったが、約半年経過後には

TACハノイ内に執務スペースが用意された。その後、更にTACハノイオフィスの移転が

行われたが、終了時評価調査時には専門家執務スペースも同オフィス内に設置されてい

る。 

 

  （３）ローカルコスト負担（合同評価報告書Annex 11参照） 

C/Pの給与をはじめとしたローカルコストがベトナム側により負担されている。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

 ３－２－１ 成果の達成状況 

  （１）成果１ 

成果１：TACハノイの運営管理の改善が図られる。 

指 標：ASMEDからの指示及び他の活動に関するTACハノイの業績 

 

成果1にかかわる活動は順調に進んでおり、プロジェクト終了までに成果1は達成され

る見込みである。2006年8月～2007年末までに、TACハノイはASMEDからの指示に基づ

いて延べ50名の参加者に対し2回の起業家養成プログラム（Entrepreneurship Development 
Program）を、124名の参加者に対して起業家養成にかかわる6回のトレーナー研修

（Training of Trainers：TOT）を、各県からの2,997名の会社経営者（管理者）に対する

ビジネス経営にかかわる81回の研修コースを開催した。専門家の支援を得て、2007年末

までにTACハノイは管理技術に関する21回の実地研修を592名の技術スタッフ・作業員

に対して実施した。また、TACハノイは268回の巡回指導を実施し、SMEに対する技術

コンサルティングとビジネス連係情報の提供を行った。研修活動に関するTACハノイの

データによれば、質問表回答者の90％以上がTACハノイの研修運営に対して高い満足度

を示すなど、これらの活動は大多数のSMEから高く評価されている。技術スタッフの数

と予算規模はこれまで徐々に増加している。これらはTACハノイが現状の活動の運営に

おいて一定の満足すべき水準に、その運営管理を向上させたことを示している。 

成果1の達成にかかわる課題は現行事業活動の管理・運営を更に向上させるための継

続的努力である。プロジェクトの残り期間においてSMEに対する様々なTACハノイのサ

ービスを改善していく努力が依然、重要である。 
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  （２）成果２ 

成果２：TACハノイ技術者の中小企業に対する一定の技術指導能力が向上する。 

指 標：技術指導能力が一定水準に達したTACハノイの技術者数 

 

プロジェクトの自立発展性を確保するうえでは残り期間中にさらなる努力を必要と

するものの、成果2はほぼ達成された。技術者数は当初の2名から現在の6名に増加した。

質問表・面接調査によれば、TACハノイの技術指導員たちはその基礎的な能力を順調に

形成したと評価される。これらTAC技術者の多くは高い意欲を有しており、SMEへの巡

回指導でのオンザジョブ・トレーニング（On-the-Job Training：OJT）やベトナム国内と日本

の双方での研修で能力を向上させた。 

しかし、独力で効果的な技術コンサルティングや研修を実施するに十分な水準の能力

を有する技術者は多くない。また、プロジェクトの初期設計においては最低10名の技術

者がTACに配置されることを想定していたが、技術者数は期待した水準よりも依然、少

ない。さらに、多くの技術者がASMEDからの指示に基づく基礎的な研修活動にかかわ

る業務を数多く有しており、彼ら自身の詳細な技術知識やスキルをさらに向上させるた

めの十分な時間を有していない。 

 

  （３）成果３ 

成果３：TACハノイが多様な産業技術と事業提携の情報を発信する。 

指 標：発信可能な情報件数及び発信件数累計 

 

成果3はほぼ達成された。TACハノイはEメール送付、広報資料発行、ベトナム語と英

語双方でのウェブサイト運営によって情報サービス活動を成功裏に拡大している。発信

された情報の正確な数はこれまで捕捉されていないが、情報の蓄積と提供にかかわる体

系的な管理が行われようとしている。TACウェブサイトへのアクセス件数は終了時評価

時点で合計5万6,400件に達し、月間アクセス件数は2007年5月の2,000件から12月の5,000
件に増加した。成果3にかかわる課題は、終了時評価において何人かから指摘された

「TACの名前が依然、多くのSMEや関係機関に知られていない」という見方である。残

り期間において、より広いSME関連ネットワーク構築のための広報活動の強化・拡大に

よる、産業技術とビジネス連携にかかわる様々な情報発信増加の努力が重要である。 

 

  （４）成果４ 

成果４：TACハノイが中小企業相互や関係機関との事業提携について調整を行う。 

指 標：中小企業ネットワーク参加者数及び連携仲介件数 

 

成果4の達成は順調に進んでおり、プロジェクト終了までに成果4は達成される見込み

である。TACハノイはSME相互や海外直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）とのビジ

ネス連携促進のためのデータベースを確立しており、同時にそのSME関連ネットワーク

を65社のSME、19社のFDI、35の関係機関に拡大した。本プロジェクトはJETRO、VNCPC、

VPC、VJCCやいくつかの日系FDI企業との連携活動を構築することに成功した。本プロ
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ジェクトは約30社のベトナム製造企業（SME）を日系FDI企業に紹介し、そのうちのい

くつかは良好なビジネス関係構築を模索している。効果的なビジネス連携をさらに促進

するこのような努力が残り期間中に継続されることが必要である。 

 

 ３－２－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始する。 

指 標：（１）TACハノイが提供する各種サービスの利用件数（巡回技術指導、情報提供、

連携仲介、セミナー等開催） 

    （２）TACハノイの知的支援業務に対する利用者の満足度向上 

 

3-2-1で記したように期待される4つの成果は達成されつつある。これまでの成果の達成状

況とプロジェクト実施計画を受けて、ほとんどの専門家とC/Pはプロジェクト目標が達成さ

れるとみている。指標1については、本プロジェクトは適切な数のユーザーに対してサービ

スを提供していると思われる。指標2については、TACハノイが提供する知的支援サービス

への満足度のレベルを測定する明確なデータは得られていない。しかし、TACハノイのデー

タによれば、質問表調査における80％以上の回答者が、サービスの内容、教材、研修運営等

に高い満足を示している。終了時評価でのいくつかのTACサービス・ユーザーに対する質問

表・面接調査でも、すべての回答者が実地（企業）でのコンサルティングや研修等のTAC知

的支援サービスに対する大変、高い満足度を示していることが確認された。これらの状況か

ら、本プロジェクトは終了時までにプロジェクト目標を達成すると見込まれる。 

もちろん、現行PDMで定義された期待される4つすべての成果とプロジェクト目標を達成

するためには、本プロジェクトは依然、残り期間中における多くの活動を必要としている。

ところで、現状を反映するために、プロジェクト目標は当初の「TACハノイが建物竣工後の

本格稼動に備えて事業基盤を整備し、SMEの技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開

始する」から、2008年1月に「TACハノイが、SMEの技術力向上に資する各種支援業務を部

分的に開始する」に改訂された。本プロジェクトはプロジェクト終了までに現行のプロジェ

クト目標を達成することができたとしても、当初設計において期待された水準の成果に到達

することは不可能である点が指摘されるべきである。 

 

 ３－２－３ 上位目標の達成見込み 

上位目標：TACハノイが顧客のニーズに沿った中小企業向け基礎的サービスを提供する。

指 標：（１）TACハノイが提供するサービスに対する利用者の満足度 

    （２）TACハノイの有効利用により製品の品質が向上した中小企業数 

 

前項に指摘したように、これまでプロジェクトは順調な成果をあげつつあり、長期的に本

プロジェクトは上位目標の達成が可能であると評価される。研修、実地コンサルテーション、

ビジネス連携活動等のこれまでの多くのTACサービス・ユーザーが既に実際の企業管理・運

営の活動において5S・カイゼンやその他の管理技術にかかわる様々な知識とノウハウを応用

し始めている。これらの実践の成果を、各企業の実際の生産品質や経営効率の向上という点

での成功という形で見いだすには時期尚早であるが、上位目標の達成に向けての肯定的な兆
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しは発現しつつあるということができる。本プロジェクトは将来の一定規模のインパクトを

発現するために残り期間において、期待される4つすべての成果とプロジェクト目標を達成

する努力に注力すべきである。 

プロジェクト終了後3～5年における上位目標の達成は、外部条件が満足されるときにのみ

可能であることが指摘されるべきである。2003年5月12日付のMPI省令（Decision 290/ 
QD-BKH）がTACの存在と活動を公式に正当化しており、将来もこの状況が続くと想定され

る。「TACハノイが存続し、一定の人員・予算が確保される」というPDM上の外部条件を確

保していく努力が、特にTACの戦略的位置づけと詳細な業務範囲の明確化に関連して、真に

期待される、より大きなインパクトを実現するために必要である。ベトナム政府の全体的な

再編努力を受けて、ASMEDとTACの将来の業務範囲と資源（リソース）配分が終了時評価時

点で不明確であることを、日本側は認識した4。 

 

３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

本プロジェクトはプロジェクト期間の初期段階を中心に、当初のPDMと業務実施計画（Plan 
of Operation：PO）に沿った運営を行ううえで困難を有してきたと評価される。C/P、特に技術

者の配置が当初、少なく、専門家への執務室供与も2007年1月まで実現しなかった。TACが新た

に創設された機関であり、ASMEDすらも同様であることから、TACが適切な量のリソースとイ

ンフラを確保するのに困難を生じたのかもしれない。日本側の機材供与はTAC側のスペース不

足と当局内決定プロセス（F/Sの承認）の未了、日本のベンダーによる手続き上の問題により、

延期（中止）や遅延を起こした。しかし、プロジェクトの実施体制はベトナム側と日本側の双

方の努力によって次第に強化されてきている。MPIは2006年10月16日付省令1071/QD-BKHの施

行によって、TACの運営管理のためのプロジェクト執行会議（Project Executive Board：PEB）

の設置を規定した。専門家も参加するPEBの会議はプロジェクトの円滑な運営に貢献した。TAC
職員数と予算規模の両方がこれまで徐々に増加している。TACハノイにおける専門家用執務ス

ペースが提供されて以来、ベトナム側と日本側双方のプロジェクト・チーム・メンバーの間で

の頻繁な会議やコミュニケーションがプロジェクトの効果と効率性の向上に貢献してきた。し

かし、MPI/ASMEDはTACがSMEに多様なサービスを提供する中心的な技術支援機関としてさら

に発展するための明確なビジョンを策定していない。上記のような困難な状況を考慮して、ベ

トナム側と日本側はPDMとPOの双方を改訂して、期待される成果と活動を現実的な水準にまで

引き下げることに合意した。2008年1月に改訂されたPOとその達成状況は合同報告書Annex 2
に示されている。 

 

                                                        
4 この部分の内容と表現方法については、ベトナム側と日本側の評価チームの見解が分かれたところである。ベトナム側の見解は、

ベトナムにおける SME に対する中心的技術支援機関としての TAC の位置づけと重要性は現行の政令等によって明確かつ普遍のも

のであり、将来の具体的なサービス内容の確定とそれに必要なインフラ整備の詳細にかかわるフィージビリティ･スタディ

（Feasibility Study：F/S）作業の確定・承認が遅れているだけだというものだった。これに対して、日本側、ベトナム側は非公式な

議論と説明するものの、ベトナム政府内で TAC の所管官庁や位置づけについて結論が出ておらず、またそれによるこれまでのプロ

ジェクト活動への影響を踏まえ、終了時評価時点で TAC の位置づけとビジョンが不明確であることに起因するプロジェクトのイン

パクトや自立発展性へのマイナスの影響にかかわる強い懸念を表明した。 
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【参考 PDM改訂の背景とポイント】 

 （１）改訂の背景 

2007年11月までに、①TACの本格稼動に向けた建物の準備、②大型機材の導入、③技術

人材の十分な配置、④ベトナム政府部内におけるTACの方向性に係る結論がなされないこ

とにより、プロジェクトの前提条件やベトナム側投入の実現が当初想定を一部満たさず、

主要な活動に支障を来たすことが顕著となってきていた。ベトナム側の対応が進まない理

由としては、ASMED内で①TACのASMED下での維持・拡大に対する慎重姿勢を示す考え

方と②本プロジェクト終了後の日本からのさらなる協力やTACの拡大を推進する考え方

の2論が収束しない影響により、本プロジェクトが上述の制約を受けて進展しない状況に

ついてベトナム側が日本側と認識を十分に共有していないおそれがあった。 

こうしたことから、ベトナム側と現状の認識を共有するとともに、その現状を前提とし

て来年8月のプロジェクト終了時までにどのような活動を行い、どのような成果をめざす

か、という点について明確に共有することを目的に、PDM及びPOを改訂することとした。 

 

 （２）PDM改訂の主要ポイント（成果、活動の番号は当初PDMに基づく） 

● 成果１（TACハノイの運営管理） 

TACをMPI/ASMEDの管轄下に置き続けるかなどの位置づけについてベトナム政府内部

で議論が続くなか、建物準備等を前提とするTACの本格稼動の見通しが立たない状況にあ

り、TACの将来設計を行えない状況にある。これまでもTACハノイの事業戦略の素案等を

策定しても、ASMED内で留め置かれている。 

以上により、活動1-2（事業戦略の策定）の実現の見込みが立たず、プロジェクト終了

まではTAC内で様々なオプションを検討することが現実的として、あり得べき事業戦略を

検討することに変更した。同時に、事業戦略の確立を前提とする活動1-3～1-5（組織構造

等の改善、事業基盤整備計画の精緻化、TACの将来サービスの策定・開発）については削

除することとした。 

成果１（TACハノイの運営管理が組織的に有効に機能する）についても以上のとおり当

初想定の本格稼動を前提とする運営管理の確立は現実的でないことから、運営管理の改善

に変更した。同時に、指標１についても、（本格体制稼動を前提とした）TACハノイのス

タッフ等の満足度の改善からASMEDより指示される研修業務等の業績に変更した。 

 

● 成果２（TACハノイの技術者の技術指導能力向上） 

技術職員については、プロジェクト開始時の2名から6名（2008年1月時点）に増員が図

られていたが、業務体制の関係で全員がプロジェクトに直接的にかかわれる状況になく、

十分な配置体制といえない。また、供与機材についても、ベトナム側の意向により大型・

高額な機材の供与が中止されたことに加え、製造業者の禁輸措置により一部機材の納入に

遅延が生じていた。こうしたなか5S・カイゼン等の基本的な生産技術指導能力の向上は行

っているが、機材を活用した高度な技術指導体制を終了時までに確立することは現実的で

はないと判断された。 

以上により、成果２（TACハノイの技術者のSMEに対する技術指導能力が向上する）を

一定の技術指導能力（basic capacity）の向上に変更した。 
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● プロジェクト目標 

建物の準備が依然として不透明であり、少なくともプロジェクト終了時までに準備され

ることは非現実的なことから、プロジェクト目標から建物の準備を前提とした本格稼動に

関する記載を削除した。 

同時に、指標１（TACハノイの事業基盤整備計画の達成度）も、上記のとおり成果1に

関連して事業基盤整備計画を策定する活動1-4が削除されたことに伴い、これを削除した。 

 

● 上位目標 

現時点では機械分野に活動や支援がほぼ限定されている一方で、ASMEDの一部には食

品加工分野などへの発展の意向をもつ考えもあり、あえて機械、電気・電子分野に絞らな

いこととした。また、TACの業務内容には、現在取り組んでいる「教育・研修」「技術相

談」「事業連携」「情報発信」に加えて、「R&D」「依頼試験」が今後の課題となることから、

以上も含めた、基礎的（大掛かりな機材等を必要としない）ながらもSMEのニーズに即し

たサービスの提供を行うことを上位目標とした。 

 

● 外部条件 

活動→成果：既にスタッフの拡充がスケジュールどおり十分に行われておらず、今後も

困難な見込みであることから、スタッフのリクルートに関する記述を削除した。合

わせて予算が急激に落ち込まないことを加えた。 

成果→プロジェクト目標：ベトナム政府におけるTACの将来像が不透明ななかで、TAC
の（役割の）継続性が重要であることから、民間セクターのTACに対する支援ニー

ズが高いまま、TACが存続するとした。 

プロジェクト目標→上位目標：施設・機材の充実が見込まれないため、当初の文言を削

除し、上記同様、TACの継続性に留意し、職員・予算の確保を記載した。 

上位目標→最終目標：上位目標の改訂に合わせて、セクターを特定する記載を削除した。 

 



－15－ 

第４章 評価結果 
 

４－１ 評価5項目に基づく調査結果 

 ４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトは高い妥当性を有していると評価される。本プロジェクトはベトナム政府

の政策とターゲット・グループのニーズに合致しており、日本政府の支援政策にも合致して

いる。 

 

プロジェクト・ゴール（プロジェクト目標と上位目標）は、市場経済移行・産業近代化の

促進と産業競争力強化を優先課題としているベトナムの「2010年までの10ヵ年国家開発戦

略」と「社会・経済発展5ヵ年計画（2006～2010年）」と合致している。特に、ベトナム政府

は2001年11月にMPI/ASMED下のTACの創設を規定した政令90号を策定・施行しており、SME
振興の重要性を明確化している。 

TACの組織そのものが新たに設立されたばかりで組織と職員双方の能力がSMEに対する

効果的な技術支援を行うには依然、小さいことから、直接のターゲット・グループであるTAC
ハノイの職員のニーズは高いことが確認された。終了時評価でのSMEに対する質問表・面接

調査では、間接的なターゲット・グループであるSMEの管理技術と要素技術の双方が依然不

足しており、また研修、コンサルティング、ビジネス連携、情報サービス等の効果的な支援

を受ける十分な機会を有していないと彼らが感じていることから、SMEのニーズとTAC技術

支援サービスに対する期待が大変高いことが確認された。 

政令90号はASMED下のTACがSMEに対する必要な技術支援を提供する担当機関であるこ

とを明確に規定している。他方で、管理技術と要素技術に関し、特に機械、電気、電子など

の技術支援分野でTACが多種の支援をどの程度行うかについてこれまでMPIやASMEDで依

然、議論が続いている状況で、このことがプロジェクト実施におけるいくつかの遅延や困難

を生じさせるとともに、実施機関としてのTACの妥当性の水準を一定程度、減少させた可能

性がある。 

 

 ４－１－２ 有効性 

本プロジェクトは中程度の有効性をもつと評価される。 

 

過去1年半の成果を受けて、本プロジェクトはプロジェクト目標を達成する高い可能性を

有している。TACは研修、コンサルティング（技術相談、指導）、ビジネス連携支援、情報

サービスの4つの技術支援を提供してきており、将来的には開放試験室設置、R&D支援の2つ

の機能を追加提供することを想定している。TACの名前はそのサービスに対する高い水準の

満足度とともにSMEの間で徐々に浸透してきている。技術スタッフの数と予算規模の両方が

過去1年半の間に徐々に増加している。TACハノイの指導員はその基礎的な能力を形成した

と評価される。TAC技術者の多くはSMEへの巡回指導でのOJTやベトナム国内と日本の双方

での研修で能力を向上させた。しかし、効果的な技術コンサルティングや研修を実施するに

十分な水準の能力を有する技術者は多くないと判断される。また、プロジェクトの初期設計

においては最低10名の技術者がTACハノイに配置されることを想定していたが、技術者数は
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期待した水準よりも依然少ない。 

プロジェクト運営の実態を反映するためにPDMが2008年1月に改訂されたが、それによっ

てプロジェクトの詳細が当初設計よりも小さい規模に修正された。これは、TACハノイが現

行の活動を継続するのに必要な運営能力を身につけるようになるにしても、本プロジェクト

が想定していたよりも小さな規模の成果（効果）、効率性、インパクトをもたらすであろう

ことを意味している。プロジェクト設計の変更の根本的要因は、SMEに対する種々のサービ

スを提供する中心的な技術支援機関としてTACがさらに発展するには現在、基礎的インフラ、

予算、人材の面において依然能力が不十分である同組織の将来の明確なビジョンに関する公

式決定の遅延に帰すると評価される。 

TACハノイはEメール送付、広報資料発行、ベトナム語と英語双方でのウェブサイト運営

によって情報サービス活動を成功裏に拡大し、SME相互やFDIとのビジネス連携促進のため

のデータベースも確立した。TACハノイは又SME、FDI、関係機関とのSME関連ネットワー

クを効果的に拡大した。しかし、TACがより効果的かつ積極的な広報活動を行っていくべき

だとするいくつかの声がTACサービス・ユーザーや関連機関の間で聞かれた。TACのよい評

判が民間セクターのより広い範囲の人々の間で広まるべきであり、そのためには、高品質の

サービスを提供しつつ、TACサービスに対するより多くの応募が得られるという好循環を形

成することが本プロジェクトの有効性を拡大するための重要な課題である。 

 

 ４－１－３ 効率性 

本プロジェクトは中程度の効率性をもつと評価される。 

 

2名の長期専門家（総括/運営計画と連携促進/業務調整）と、機械・金属加工、機械加工

分野での4名の短期専門家が日本から派遣された。これら専門家の専門分野、資質、派遣タ

イミングはプロジェクト成果を達成するのに十分に適切だったと評価される。しかし、前専

門家の逝去による約4ヵ月間の総括/運営計画担当の長期専門家の不在は一定程度、効率性を

阻害したと評価される。 

現在、PDと総務スタッフを含めて20名のC/Pが配置されて技術移転を受けている。ほとん

どのC/Pとその他スタッフの意欲は大変、高く、技術者はプロジェクト終了までに現行のTAC
サービスを効率的に実施していく一定の自信を示している。2名のMPI官僚、1名のASMED官

僚（PD）、2名のTACハノイ管理者（所長・副所長）、5名のTACハノイC/Pが本邦研修を受け

ており、これらはプロジェクトの期待される効果とインパクトを生じさせるのに十分に効率

的だったと評価される。 

現在、PDと総務スタッフを含めて20名のC/Pが配置されて技術移転を受けている。しかし、

1名のTACハノイ副所長を含めた技術者の数は6名で、2005年11月に署名されたM/Mで言及さ

れたプロジェクト設計時の想定人数よりも小さく、技術移転の効率性は想定よりも減少した。

ほとんどのC/Pとその他スタッフの意欲は大変高く、技術者はプロジェクト終了までに現行

のTACサービスを効率的に実施していく一定の自信を示している。しかし、専門家はSMEに
よって期待されているサービスの適切な水準と重要性を鑑みれば技術者の数と現在の能力

に懸念もあることを表明している。 

MPI/ASMEDはTAC管理のために、PEBを設置した。PEBの適切な指導の下で、TACハノイ
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は技術、企画、研修・コンサルティング、総務の4つの部からなる組織構造を形成した。

MPI/ASMEDは現在のプロジェクト運営のための十分な額の予算を供給している。ただし、

運営予算の一部は日本側によっても供給・補完された。 

TAC側の不十分な準備とスペース不足や、日本のベンダーによる手続き上の問題が日本側

からの機材供与の延期（中止）や遅延の両方を発生させた。TACハノイの限定的な床面積の

問題から、専門家の執務スペースは当初段階から2007年1月まで供与されず、C/Pと専門家の

間の頻繁なコミュニケーションを欠く要因となり効率性を大きく阻害した。オフィス家具や

資材の適切な供給があったが、MPIの指示によってTAC事務所は2007年10月に現在の建物に

移転した。プロジェクトの初期段階で実施が予定されていたTACの将来の建物・施設の詳細

なF/Sはこれまで進んでいない。現在では、会議が効果的に適宜開催され、C/P、TAC職員、

専門家の間のコミュニケーション向上に寄与している。 

 

 ４－１－４ インパクト 

本プロジェクトはより大きなインパクトを発現する可能性を有するが、終了時評価時点で

は限定的なインパクトを実現していると評価される。 

 

研修、実地コンサルテーション、ビジネス連携活動等のこれまでの多くのTACサービス・

ユーザーが既に実際の企業管理・運営の活動において5S・カイゼンやその他の管理技術にか

かわる様々な知識とノウハウを応用し始めている。これらの実践の成果を、各企業の実際の

生産品質や経営効率の向上という点で成功であるという形を見いだすには時期尚早である

が、上位目標の達成に向けての肯定的な兆しは発現しつつあるということがいえる。本プロ

ジェクトは将来の一定規模のインパクトを発現するために残り期間において、期待される4

つすべての成果とプロジェクト目標を達成する努力に注力すべきである。 

長期にわたる上位目標の達成は、プロジェクト終了後に外部条件が満足されるときにのみ

可 能 で あ る こ と が 指 摘 さ れ る べ き で あ る 。 2003年 5月 12日 付 の MPI 省 令 （ Decision 
290/QD-BKH）がTACの存在と活動を公式に正当化しており、将来もこの状況が続くことが

期待される。「TACハノイが存続し、一定の人員・予算が確保される」というPDM上の外部

条件を確保していく努力が、特にTACの戦略的位置づけと詳細な業務範囲の明確化に関連し

て、真に期待される、より大きなインパクトを実現するために必要である。 

 

 ４－１－５ 自立発展性 

本プロジェクトは特に制度面を中心に、自立発展性にかかわる脆弱性を有すると評価され

る。 

 

ASMED下のTACは、TACの存在と活動を公式に正当化するMPI令290号に基づきPEBと4つ

の部から構成される強固な組織基盤を構築している。技術者の数が依然、少ないという声が

多いものの、職員数と予算規模は徐々に増加している。TACが質と量の両面で現在の水準の

サービスを提供する限りは、ほぼ十分な組織的能力を有していると判断される。 

政令90号とMPI省令290/QD-BKHの施行とともに、中心的な技術支援機関としてのTACの

概念的な位置づけはMPIやASMEDにおける多くのプロジェクト関係者によって共有されて
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いる。しかし、SMEの間で必要とされる技術支援ニーズに対応するためにTACが基礎的イン

フラ、予算、人材をどのように増加させるべきかについての詳細な方向性については依然、

議論の最中であり今後、明確になることが期待されている。本プロジェクトの成果を自立発

展させていくための制度的な仕組みは大きな課題として残されており、特にMPIとASMEDに

とっての課題である5。 

将来のTACのビジョンと位置づけが明確になることを前提として、本プロジェクトの自立

発展性を拡大するためにはTACの組織的な仕組みを更に効果的なものにすることが重要で

ある。TACは、MPIとASMEDの適切な指示と指導の下で、機械、電気、電子のような具体的

な技術分野において、どのような水準の中核技術者をTACでの詳細な職員研修計画によって

育成すべきであるかという問題を含む中期運営計画を策定すべきである。MPIとASMEDの強

いコミットメント（当事者意識）とともに、TACがその管理・運営能力を継続的に強化して

いくことが必要である。 

技術面では本プロジェクトは中程度の自立発展性を有すると思われる。専門家からの中核

技術者への技術移転は順調に行われており、TAC技術者の何人かはプロジェクト終了までに

C/Pが専門家なしでもSMEへの効果的な技術支援サービスを提供できるようになることに自

信を示している。また、TAC技術者の形成された能力をいかにして自立発展・向上させてい

くかについての仕組みが、日本企業や他の関連機関とのネットワークを活用することで開発

されようとしている。 

さらに、開発された研修用のカリキュラムや教材、コンサルティング用の指導マニュアル、

他の知的資産やウェブサイト等は将来にわたっても継続的に維持・改善されるべきである。

これらの課題もまた、プロジェクトの成果をいかにしてより多くのSMEに効果的に活用して

もらい、長期的な視点から改善していくかということに関するTACの努力に大きく依存して

いる。 

現在、MPIとASMEDがTACと本プロジェクトに対して適切な額の予算を供給していること

から、一定程度の財務的な自立発展性を有すると思われる。しかし、財務面からの自立発展

性を確保していくことについてもまた、MPIとASMEDが自身の努力でプロジェクト活動を継

続・拡大していくためのTACにかかわる明確なビジョンと長期戦略に依存している。 

 

                                                        
5
 この点については本終了時評価だけでなく、これまでにベトナム側と日本側で議論が繰り返されている。これを踏まえて、JICA ベ

トナム事務所は「2006 年から 2010 年までの SME 発展 5ヵ年計画の承認に関する決定 236 号」（2006 年 10 月 23 日付首相府決定.236

号）との関連での ASMED 下の TAC の制度的自立発展性にかかわる懸念を表明している。すなわち、SME 政策の基本的枠組みを

示す政令90号においては確かにTACについての言及がある一方で、2010年までの具体的な活動計画を示す決定236号においては、

（１）政府による SME に対する「直接支援」は漸減させていく方針が明確にされており、ドナー・コミュニティにおける一般的な

議論に照らせば TAC が提供するサービスは「直接支援」に該当する可能性もあること（ASMED 自身は「直接支援」の定義につい

て明快な回答を示していない）、（２）同計画上の具体的な取り組みに関するグループ分けに沿った際に TAC の活動が含まれると判

断される「SME の競争力強化」については、商業省（計画策定当時、現商工省）が主たる取りまとめ機関とされており、TAC が所

属する MPI の役割が明確でない、というものである。しかし、ベトナム政府としての明確な方針・方向性が打ち出されていない以

上、終了時評価調査団としてこの点にかかわるプロジェクトへの影響を明確に評価することは困難であるとの判断に立ち、日本側

評価調査団としては、上記のように MPI と ASMED にとっての課題であるとの指摘を合同評価報告書で行ったうえで、M/M におい

てこの点にかかわるベトナム側の適切な対応が必要である旨を指摘するという方法を取ることとした。 
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４－２ 結 論 

本プロジェクトは開始から1年半を経過した。TACがゼロから出発した大変、若い組織であり、

依然として適切な量と質のリソースを確保することが困難であることを考慮すれば、本プロジ

ェクトは進歩を遂げており、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成する見込みであ

る。TACハノイはMPI/ASMED下の重要な機関として、研修、コンサルティング、ビジネス連携

支援、情報サービス等の異なる技術支援サービスを提供するための基礎的能力を形成するだろ

う。しかし、これはベトナムSMEの一層の発展のために期待される、より効果的な技術支援サ

ービス供与のさらなる発展のための小さな一歩に過ぎない。日本側は残り期間においてその支

援を継続する用意がある。しかし同時に、プロジェクトを実施するにあたってのいくつかの外

部条件（前提条件）がこれまでに十分に満足されなかったことは事実である。MPIとASMEDは

本プロジェクトの成果を自立発展させていくための明確なコミットメントとさらなる努力を

示す必要がある。他の関連機関とともにTAC自身によるさらなる努力がプロジェクト成果の自

立発展性を確保するために必要である。なかでも、本プロジェクトの終了に備えて、TACの明

確なビジョン、包括的な戦略、アクションプランがさらに検討され、プロジェクトの自立発展

性を確保するために公式に決定されることが重要である6。 

 

                                                        
6
 この基本認識にたち、本プロジェクトの残り期間中に実施すべき課題を合同評価報告書の「提言」部分（6-1 参照）に整理・記載し

たうえで、本プロジェクトの終了及びその後の協力の可能性について M/M（6-2 参照）に記載した。 
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第５章 調査団所見 
 

「ベトナム中小企業支援センタープロジェクト」は2006年8月から約1年半が経過し、専門家

派遣や本邦研修を通じて、設立まもないTACハノイの組織・人材を強化することにより、研修、

巡回指導、情報提供、ビジネス・リンケージ等の地場SMEに対するサービスを向上させてきて

いる。 

プロジェクト目標や各成果の達成はプロジェクト終了時までに十分見込まれるが、これは

PDMの内容を縮小する形で改訂せざるを得なかった点を割り引いて考える必要がある。さらに、

上位目標の達成にはTACの将来的なビジョンが明確になっていない問題の解決が重要であり、

また、その問題が評価５項目に影響しており、特にインパクトや自立発展性等今後の展開に大

きな影響を与えている点に留意が必要である。 

 

（１）TACのビジョン・位置づけ 

TACのビジョンや位置づけは、所管官庁はどこが適当であるか、具体的にどのような分

野・内容の支援を行う機能を志向し、他のSME支援機関とどう棲み分け、そのためにどのよ

うな経営資源を蓄えるか等を含めて、ベトナム政府内関係者の間で結論されていない。この

問題はプロジェクトの運営に大きく影響を与え、当初想定していた大型機材を設置できる建

物の準備、機材の導入、人員の配置、TACハノイの事業戦略や組織体制の確立等に支障を来

たし、結果的にPDMを改訂するに至った。 

TACの上部組織であるASMEDそのものが設立から数年の若い組織で、TACを含めた全体で

も約80名程度の人員しか有していないことから、ベトナム政府全体としての行政機構改革の

動きのなかで今後、MPIが政策策定機能に特化し、具体的なSME支援実施機関としてのTAC
がMPI所管の独立組織や他の中央官庁の所管、または地方政府の管轄になることも当然、考

えられる。今回の調査時にドアンMPI副大臣を表敬した際にも、TACをいずれの省の管轄と

すべきか、どのような形態をモデルとすべきかと率直な質問がなされた。 

歴史も浅く、手探りで活動を行ってきた部分のあるTACのビジョンや役割の早急な検討に

は困難な部分があることは理解できるが、最終的にはベトナム政府自身が結論すべき問題で

あり、早期に検討を進めることが期待される。 

 

（２）TACの方向性と課題 

上記のようにTACの上部構造は流動的な面があるが、他方で、TACハノイがプロジェクト

期間を通じて現場に入って地道な活動を積み重ねてきている点は高く評価される。 

延べ268回の巡回指導を行うなどの実績があり、さらに、TACハノイは、巡回指導をはじ

めとする密接な企業との接触を生かして各企業の設備や機材を含めたデータベースを構築

してきており、この情報がFDI企業と地場SMEとのビジネス・リンケージの促進においてユ

ニークな強みを発揮していることは、極めて高く評価することができる。今回の終了時評価

で訪問した地場SMEのオーナーや日系FDI企業、他のSME支援機関との面談で印象的だった

のは、その多くが「現場に軸足を置いた具体的な診断・指導や情報提供、ビジネス連携構築

支援ができるのがTACの特徴であり、このようなSMEの現場ニーズに軸足を置いたSME向け

技術支援サービスを提供できるのはTACのほかにはない」との肯定的な評価の声をあげたこ
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とだった。すなわち、政府におけるビジョンや位置づけの議論とは別に、「概念及び実行主

体としてのTAC」の機能の妥当性と有効性について多くの関係者が肯定的な見解を示してい

るといえる。 

以上の観点から、SMEの製造現場の設備・技術能力の把握、それに関する情報整備・蓄積

を基礎として、一定の管理技術や、プロジェクトで当初想定していた電気・電子、機械等に

関連する基幹要素技術（例えば基本的試験機能、測定技術、成形技術等）の普及・向上やビ

ジネス連携構築支援に資することが、多様なSME支援機関のなかでのTACの差別化要因であ

ると考えることができる。 

上記のようなサービスはベトナムの工業化全体のなかで裾野産業を形成するベトナム中

小製造企業のニーズに合致すると同時に、日系企業を中心とするベトナム立地のFDI企業に

とっても期待されている点である。同時に、現在、TACが提供している5S・カイゼン等の管

理技術の普及・向上については、特に研修分野でサービスを提供している他のSME支援機関

もあり、TACとしては「総合的な技術支援サービスの入口部分」であるとの認識の下で、研

修よりも現場指導に重点を置いた活動を行い、長期的には管理技術から要素技術の研修・指

導に重点をおく方向で軌道修正をしていくことが適当かもしれない。 

いずれにせよ、現場からのニーズやTACの強みも踏まえてそのビジョンや位置づけがベト

ナム政府内で検討されることが望まれる。また、上記のTACが保有する極めて貴重なSME等
におけるデータも活用しつつ、TAC自ら、SME支援における包括的な戦略やアクションプラ

ン等を提案できる能力をもつことが重要である。 

また、組織・人材にかかわる要因に関し、TACは創設から4年の若い組織にしては、JICA
支援もあり、意欲ある管理者、技術者、運営スタッフを有して一定の組織能力を形成してい

るが、現在の人員数は約20名（うち技術者は6名）で、提供できる技術支援サービスも依然、

限定的である。どのような組織を志向し、そのためにどのような体制が必要かといった点を

明確にする必要があるが、少なくとも15名程度の技術者数を前提とした最低30名程度の総人

員を有する組織にならないと、技術支援サービス機能提供を継続的に行う「組織としての自

立発展性」を確保することは困難ではないかと思われる。 

 

（３）今後の協力 

ベトナム側は、TACハノイへの継続的な支援を期待しているが、政府のSME支援政策の全

体像のなかでTACの位置づけ・役割が整理されるとともに、TACの実施体制が確認されるこ

とを待つ必要があると考えられ、本プロジェクトは予定どおり2008年8月に終了し、そのう

えでベトナム側の動きを見極めることが適当である。ただし、これまでの支援においてTAC
ハノイは現場での強み等を向上させてきており、今後とも潜在的な協力相手のひとつとなる

ことが期待される。 

現在、MPIとASMEDにおいて政令90号の改訂作業に伴って、TACの位置づけとビジョンに

かかわる議論が進められているとのことであり、SME技術支援サービスのあり方にかかわる

ベトナム側の政策実施の方向性が明確になれば、JICAの今後の協力の方向性も見えてくる可

能性がある。しかし、MPI首脳でさえTACをどの政府機関の傘下に置くべきかについて日本

側の率直なアドバイスを求めてくるなどSME政策全般についてのベトナム側の政策策定・実

施能力は依然、限定的であるとみられる。JICAや日本としては、SME振興に関するASMED
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の管理・調整能力強化を図るとともに、さらに首相府やMPI等といったより上位のレベルに

おいてSME支援政策全般についてアドバイスを行っていくことも一案であり、こうした協力

が本プロジェクトのインパクトと自立発展性をさらに拡大することにも資すると考えられ

る。 

いずれにせよ、ベトナムに対するSME振興支援は重要な分野であり、協力先をTACに必ず

しも限定することなく、ベトナム政府のSME支援の全体像を見たうえで適切な機関や機能を

支援していくことが必要であろう。 
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第６章 教訓・提言 
 

６－１ 提 言 

以上の分析を基に、終了時評価調査団（双方）はTACが本プロジェクト終了までに完全なオ

ーナーシップを発揮して技術支援活動を実施していけるようにするために、プロジェクトの残

り期間中に次の対応を取るよう提言事項として取りまとめ、評価レポートに盛り込んだうえ、

JCCに報告した。 

 （１）プロジェクト終了後も水準の高い技術支援サービス提供を確保するために、TACの技

術者と職員の技術・管理面の能力をさらに向上させる可能な限りの努力を継続すること。 

 （２）プロジェクト終了後に日本人専門家なしに効果的なビジネス連携活動を継続実施でき

るように、JETRO、VJCC、VPC、VNCPC等の関連機関との協力と協働にかかわる努力を

強化することで、ベトナムSMEとFDI企業、特に日系FDIとの効果的なビジネス連携活動を

さらに進めること。 

 （３）技術者の分野・数・質にかかわる詳細、職員配置、技術者と職員の能力向上計画、必

要となる施設と機材等を含めた包括的なTAC中期管理・運営計画の第1次素案を策定し、

MPIに提出すること。 

 （４）TAC全体の組織としての技術能力を自立発展・強化するために、研修、コンサルティ

ング、ビジネス連携支援活動にかかわる開発された材料（教材等）を蓄積・維持するため

の体系的な手法を整備すること。 

 （５）TACウェブサイトのさらなる効率的活用を含めた効果的な広報活動計画を策定すると

ともに、様々な啓発・促進活動を強化すること。 

 

６－２ M/Mでの記載事項 

 ミニッツにおいては以下を確認・記載した。 

 （１）合同評価報告書の内容にかかわる双方の合意 

 （２）本プロジェクトの2008年8月終了にかかわる双方の合意 

 （３）ベトナム側より、TACハノイへの次期協力の要請を準備している旨、説明されたのに

対して、日本側より、①ベトナム政府におけるSME支援の全体像のなかでTACのビジョ

ン・役割が明確になったうえで、②TACの優先分野を示す中期運営計画、及び③TACハノ

イの運営に適切な施設、財政・人的資源が配置されることを確認することが必要になる点

を指摘した。 

 

６－３ 教 訓 

 （１）C/P機関の位置づけ 

C/P機関の政府内での位置づけや組織のビジョンが流動的になると、プロジェクトの活

動全体に大きな影響を及ぼす。政策的な枠組みのみならず、中長期的な観点でみた当該組

織の位置づけの妥当性、政府の組織再編の傾向、相手政府内の幹部の考え方や関係を可能

な限り情報収集したうえで案件の形成・審査を行うとともに、必要に応じてPDMの外部条

件等に整理しておくことが重要である。また、プロジェクト実施中も、組織の再編等に関

する情報について注意を払い、状況に応じて想定される可能性を踏まえた対応方針を準備
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することが求められる。 

 

 （２）ボランティアとの連携 

プロジェクトと連携して要請され、現場の最前線で行われたシニア・ボランティア

（Senior Volunteer：SV）の活動はプロジェクトの効果発現に貢献した。専門家、ボランテ

ィアそれぞれの強みを生かす形で連携をデザインすることは両スキームの活動に相乗効

果をもたらすことにつながる。 
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５．質問表調査・面接調査結果 
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添付資料-3.  評価グリッド結果表   ベトナム国 中小企業技術支援センター（TAC*）プロジェクト終了時評価調査 
2008年 3月21日 

評価設問 
５項目 

大項目 小項目 
必要なデータ 評価結果 

妥当性 ベトナムの国家

計画との整合性 
国家計画の中で中小企業振興

と中小企業向け技術支援サー

ビスがどのように位置づけら

れるか 

ベトナム開発政策 
中小企業政策・制度 

• プロジェクト目標と上位目標は、市場経済移行・産業近代化の促進と産業競争力強化を優先課題としてい

るベトナムの「2010年までの10ヵ年国家開発戦略」と「社会・経済発展5ヵ年計画（2006－2010年）」

と合致している。特に、ベトナム政府は2001年11月にMPI*/ASMED下のTACの創設を規定した政令

No.90を策定・施行しており、SME振興の重要性を明確化している。 

 ターゲットグループの設定及

びニーズ把握は適切かつ十分

か 

中小企業関係者の認識

ASMED*/TAC関係

者・関連機関の認識 
専門家*・C/P*の認識 

• 主なターゲット・グループはTACハノイの職員と設定された。プロジェクトの事前調査におけるPCM（プ

ロジェクト・サイクル・マネジメント）ワークショップを通してTACの能力向上ニーズの把握が行われた。

しかし、事前調査段階ではTACの組織自体が大変、若く職員数も限られていたため、プロジェクトの主要

ターゲット・グループに対する詳細な技術移転計画（Technical Cooperation Plan: TCP）を策定するのに十

分なほどのニーズ把握は行われなかった。 
• 間接的なターゲット・グループは機械、電気、電子分野の中小企業として設定された。2005年12月に実

施された北部30県でのSMEニーズ調査の結果がプロジェクト実施の詳細計画に反映された。この間接的

ターゲット・グループに対するニーズ調査はSMEへの頻繁な巡回指導を通じてプロジェクトにおいて継

続された。 
• 総括すると、本プロジェクトは明確なターゲット・グループを設定し、そのニーズをほぼ満足すべき水準

で把握していると考えられる。 
 プロジェクト目標はターゲッ

トグループのニーズに合致し、

ターゲットグループのニーズ

は高いか 

中小企業関係者の認識

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 直接のターゲット・グループであるTACは組織そのものが新たに設立されたばかりで組織と職員双方の能

力がSMEに対する効果的な技術支援を行うには依然、小さいことから、TACの能力向上ニーズが高いこ

とが確認された。この見方は終了時評価におけるC/Pと専門家双方への質問表・面接調査で裏付けられた。 
• 終了時評価でのSMEに対する質問表・面接調査では、間接的なターゲット・グループであるSMEの管理・

要素の両技術は依然、乏しく、また研修、コンサルティング、ビジネス連携、情報サービス等の効果的な

支援を受ける十分な機会を有していないと彼らが感じていることから、SMEのニーズとTAC技術支援サ

ービスに対する期待が大変、高いことが確認された。 
   
 
 
 
 

裨益者ニーズと

の整合性 

ターゲットグループ以外への

波及効果はあるか 
中小企業関係者の認識

日系企業等関係機関の

認識 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 本プロジェクトはTAC支援によって能力向上を図ろうとするベトナムSMEの潜在的顧客たるFDI*企業、

特に日系企業と良好な協力関係と連携を構築しようとしてきた。多くの日系FDI企業がローカル・サプラ

イヤーとの良好なビジネス連携を求める中、本プロジェクトはこれらFDI企業の便益にも貢献する。 
• 本プロジェクトは他のSME支援機関（BDS*プロバイダー）とお互いの研修機会の提供や情報共有等の効

果的な協力とリソース共有を図ってきていることから、それらの組織や関連人材にも一定の便益が及ぶこ

とが期待される。 

*:  SME: 中小企業（Small- and Mediums-sized Enterprises）、  TAC: 中小企業技術支援センター（SME Technical Assistance Center in Hanoi）、 MPI: 計画投資省（Ministry of Planning and Investment）、
ASMED: 中小企業開発局（Agency for Small- and Medium- Enterprise Development）、  専門家：日本人専門家、  C/P：カウンターパート（Counterpart Personnel）、  
FDI: 外国直接投資（Foreign Direct Investment）、 BDS: Business Development Services、   
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評価設問 

５項目 
大項目 小項目 

必要なデータ 評価結果 

妥当性 裨益者ニーズと

の整合性 
事業実施機関の選定は適切か 
 

ベトナム政府機関の情

報 
専門家報告書 

• 本プロジェクトの実施機関はTACである。政令No.90はASMED下のTACがSMEに対する必要な技術

支援を提供する担当機関であることを明確に規定している。 
• 他方で、管理技術と要素技術に関し、特に機械、電気、電子の分野でTACが多種の支援をどの程度、行う

かについてこれまでMPIやASMEDで依然、議論が続いている状況で、このことがプロジェクト実施にお

けるいくつかの遅延や困難を生じさせるとともに、実施機関としてのTACの妥当性の水準を一定程度、減

少させた可能性がある。 
 日本の援助事業

としての妥当性   
対ベトナム援助政策等との整

合性 
日本の対ベトナム援助

政策 
本プロジェクトはベトナムにおける裾野産業振興と投資環境改善の双方を重点課題としている日本のODA政

策に合致している。特に、2003年からの「日越共同イニシアティブ」のフレームワーク下での対ベトナムODA
政策の優先課題と一致する。 

 その他 他ドナーの類似事業との連

携・デマケは明確に示されてい

るか 

他ドナー活動内容 
専門家・C/Pの認識 

TACはこれまでにいくつかの異なるドナーからの支援を受けているが、いずれも小規模なものである。本プロ

ジェクトはASMED下の効率的な技術支援機関としてのTACの全般的な能力向上を図る唯一の試みである。プ

ロジェクトは他ドナーによる活動との情報交換を成功裏に実施しており、本プロジェクトの他事業とのデマケ

は明確である。 
有効性 プロジェクト目

標の達成 
TACハノイが実施する技術支

援サービスの回数は十分かつ

適切か 
（指標1） 

プロジェクトに係わる

数量データ（巡回指導、

技術情報発信、SME間

や他機関との事業連

携、セミナー/フォーラ

ム等の各実施回数） 
専門家・C/Pの認識 

• プロジェクト目標達成に係わる指標の水準については、後述する成果1 の達成に係わる項に記載の通りで

ある。 
• 指標1の観点からは、本プロジェクトは適切な数のユーザーに対してサービスを提供しており、プロジェ

クト終了までに目標を達成する見込みが高い。この見方は終了時評価の質問表・面接調査によって確認さ

れた。 

  TACハノイが実施する知的支

援サービスにユーザーは満足

したか 
（指標2） 

プロジェクトに係わる

数量データ 
専門家・C/Pの認識 

• TAC が提供する知的支援サービスへの満足度のレベルを測定する明確なデータは得られていない。しか

し、TAC のデータによれば、質問表調査における 80％以上の回答者が、サービスの内容、教材、研修運

営等に高い満足を示している。終了時評価でのいくつか（11社）に対する質問表・面接調査でも、すべて

の回答者が実地（企業）でのコンサルティングや研修等のTAC知的支援サービスに対する大変、高い満足

度を示すことが確認された。 
• 指標2の観点からは、本プロジェクトは終了時までに目標を達成する見込みが高い。この見方は終了時評

価のC/Pと専門家に対する質問表・面接調査によって裏づけられた。 
    

 
プロジェクト目標達成の見込

みは高いか 
（設定されたプロジェクト目

標と目標達成指標は妥当か） 

プロジェクトに係わる

数量データ 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 以下の記述のように、期待される4つの成果は発現しつつある。質問表・面接調査によれば、これまでの

成果の達成状況とプロジェクト実施計画を受けて、ほとんどの専門家とC/Pはプロジェクト目標が達成さ

れると見ている。一方、本プロジェクトは現行PDM に定義された 4 つすべての成果とプロジェクト目標

を最終的に達成するために残り期間における多くの活動を必要としている。 
• 現状を反映するために、プロジェクト目標は当初の「TAC Hanoiが建物竣工後の本格稼動に備えて事業基

盤を整備し、中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始する」から、2008年1月に「TAC 
Hanoi が、中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始する」に改訂された。本プロジェ

クトはプロジェクト終了までに現行のプロジェクト目標を達成することができたとしても、当初設計にお

いて期待された水準の成果に到達することは不可能である点が指摘されるべきである。 
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評価設問 ５項目 
 大項目 小項目 

必要なデータ 評価結果 

有効性 プロジェクト目

標の達成 
プロジェクト目標は成果の達

成によって引き起こされる効

果となっているか 

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

終了時評価の質問表・面接調査によれば、プロジェクト目標の達成は4つの成果の達成によって適切に引き起

こされるものとなっていると判断される。 

 TACハノイの運営管理が改善

しているか 
（成果1の達成状況） 

TACの事業運営状況 
TACにおける人員・予

算措置、施設等の整備

状況 
専門家・C/Pの認識 

• 2006年8月から2007年末までに、TACはASMEDからの指示に基づいて延べ50名の参加者に対し2回

の起業家養成プログラム（Entrepreneurship Development Program）を、124名の参加者に対して起業家

養成に係わる6回のTOT (Training of Trainers、トレーナー研修)を 、各県からの2,997名の会社経営者（管

理者）に対するビジネス経営に係わる 81回の研修コースを開催した。 
• 専門家の支援を得て、TACは管理技術に関する21回の実地研修を592名の技術スタッフ・作業員に対し

て実施した。また、TAC は 268 回の巡回指導を実施し、SME に対する技術コンサルティングとビジネス

連係情報の提供を行った。 
• 研修活動に関するTACデータによれば、質問表回答者の90％以上がTACの研修運営に対して高い満足度

を示すなど、上記活動は大多数のSMEから高く評価されている。 
• 技術スタッフの数と予算規模はこれまで徐々に増加している。 
• 上記の事実は TAC が現状の活動の運営において一定の満足すべき水準にその運営管理を向上させたこと

を示している。 
 

目標達成に貢献

した要因 
（成果の達成度）

TACハノイ技術者の中小企業

に対する基本的な技術指導の

能力が向上しているか  
（成果2の達成状況） 

技術指導能力が一定レ

ベルに到達した技術者

の数  
TACによる、研修用教

材と指導マニュアルの

整備・更新状況 
専門家・C/Pの認識 

• 技術者数は当初の2名から現在の6名に増加した。質問表・面接調査によれば、TACハノイの指導員はそ

の基礎的な能力を形成したと評価される。TAC 技術者の多くはSME への巡回指導での OJT やベトナム

国内と日本の双方での研修で能力を向上させた。 
• しかし、効果的な技術コンサルティングや研修を実施するに十分な水準の能力を有する技術者は多くない。

また、プロジェクトの初期設計においては最低10名の技術者がTACに配置されることを想定していたが、

技術者数は期待した水準よりも依然、少ない。多くの技術者がASMEDからの指示に基づく基礎的な研修

活動に係わる多くの業務を有しており、彼ら自身の詳細な技術知識やスキルをさらに向上させるための十

分な時間を有していない。 
  TACハノイが多様な産業技術

と事業提携の情報を発信して

いるか 
（成果3の達成状況） 

発信可能な情報件数と

発信件数累計 
Webサイトや広報誌等

の整備・利用状況 
専門家・C/Pの認識 

• TACはEメール送付、広報資料発行、ベトナム語と英語双方でのウェブサイト運営によって情報サービス

活動を成功裏に拡大している。  
• TACウェブサイトへのアクセス件数は終了時評価時点で合計56,400件に達し、月間アクセス件数は2007

年5月の2,000件から12月の5,000件に増加した。 

  TACハノイが中小企業相互や

関係機関との事業連携につい

て調整を行っているか 
（成果４の達成状況） 

中小企業振興ネットワ

ーク参加者数と連携仲

介件数 
専門家・C/Pの認識 

• TAC は SME 相互や FDI とのビジネス連携促進のためのデータベースを確立しており、同時にその SME
関連ネットワークを60社のSME、17社のFDI、50の関係機関に拡大した。  

• 本プロジェクトは JETRO、ベトナム・クリーナープロダクション・センター(VN-CPC), ベトナム生産性

センター (VPC), ベトナム日本人材協力センター(VJCC) 、いくつかの日系FDI 企業との連携活動を構築

することに成功した。 
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評価設問 ５項目 
 大項目 小項目 

必要なデータ 評価結果 

有効性 目標達成に貢献

した要因 
（成果の達成度）

広報活動が十分に行われ、TAC
ハノイの名前・有用性が認知さ

れているか 

中小企業関係者の認識

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

質問表・面接調査によれば、TACの名前はその技術支援サービスに対する高い満足度とともに徐々に拡大して

いる。しかし、TACがより効果的かつ積極的な広報活動を行っていくべきだとするいくつかの声が質問表・面

接調査で聞かれた。 

  その他の要因の影響はあるか ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

2007年11月から2008年2月の間（2ヶ月間）、TACに派遣された5S・改善に係わる5名の日本人シニア・

ボランティア（SV）がプロジェクト活動に参加し、C/Pへの技術移転やいくつかの地場SMEでの現地コンサ

ルテーション・サービス等を通してプロジェクト効果の補完と増大に寄与した。 
 カウンターパートやスタッフ

の異動や辞任が影響した度合

いは 
（成果達成のための外部条件1
は満足されるか） 

離職件数・離職理由 
専門家・C/Pの認識 

1名のTACスタッフ（総務）が退職して組織を離れたが、効果的なプロジェクト運営を阻害することはなかっ

た。他方で、技術移転を受けた技術、企画、総務の計3名（各部1名ずつ）の中核メンバーがプロジェクト期

間中にTACからASMED内の他の職務に異動したことから、プロジェクトの有効性を一定程度、阻害した。さ

らに、プロジェクト設計時に想定した数よりも少ない不十分な技術者数という実態が、多くのC/Pや技術者に

よって決定的な課題として評価されている。 
 TACは十分な予算を得られた

か 
（成果達成のための外部条件2
は満足されるか） 

TAC予算・決算データ

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

本プロジェクトの現行活動の経費に係わる必要予算はMPI/ASMEDによって適切に供与された。終了時評価時

点において財務的側面はプロジェクト目標達成の阻害要因とはなっていないと評価される。 

 

目標達成を阻害

した要因 

その他の要因の影響はあるか ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• プロジェクト運営の実態を反映するためにPDM が 2008 年 1 月に改訂されたが、それによってプロジェ

クトの詳細が当初設計よりも小さい規模に修正された。プロジェクト設計の変更の根本的要因は、SMEに

対する種々のサービスを提供する中心的な技術支援機関としてTACがさらに発展するためには現在、基礎

的インフラ、予算、人材の面において依然、不十分な能力を有する同組織の将来の明確なビジョンに関す

る公式決定の遅延に原因があると評価される。 
• 想定よりも少人数の技術者が配置されるとともに、必要な機材の設置が延期または遅延したという状況に

対応するために、日本側も短期専門家の配置等の投入を減少させた。2006年末から2007年初めに4名の

技術面の短期専門家が派遣されてからは技術分野の短期専門家の派遣は行われておらず、プロジェクト終

了までに計画もされていない。 
• これらは、TACが現行の活動を継続するのに必要な運営能力を身につけるようになったとしても、本プロ

ジェクトが想定していたよりも小さな規模の成果（効果）、効率性、インパクトをもたらすであろうことを

意味している。 
効率性 日本側投入の適

切さ 
専門家（長期及び短期）の派遣

人数、専門分野、派遣時期は適

切か 

派遣実績データ 
専門家の実績 
専門家・C/Pの認識 

• 2名の長期専門家が計画通りに派遣された。1名は総括/運営計画、もう1名は連携促進/業務調整である。

しかし、前専門家の逝去による約4ヶ月間の総括/運営計画担当の長期専門家の不在は一定程度、効率性を

阻害したと評価される。 
• 4名の異なる短期専門家が機械・金属加工、機械加工分野で合計4人月、日本から派遣された（詳細はAnnex 

6を参照）。 
• 質問表・面接調査によれば、これらの専門家の分野、資質、派遣タイミングが現行 PDM で定義されたプ

ロジェク目標と成果を達成するために十分に適切だったと評価される。 
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評価設問 
５項目 

大項目 小項目 
必要なデータ 評価結果 

効率性 日本側投入の適

切さ 
研修員受入れ人数、分野、研修

内容、研修期間、受入れ時期は

適切か 

研修員受入れ実績デー

タ 
専門家・C/Pの認識 

2名のMPI官僚、1名のASMED官僚（プロジェクト・ディレクター）、2名のTAC管理者（所長・副所長）、

5名のTAC C/Pが本邦研修を受けた。質問表・面接調査によれば、これらの数とプログラム内容はプロジェク

トの効率性を高める上で適切だったと判断される。しかし、より多くの有能な技術者が日本での研修を受ける

ことができればプロジェクトの効率性を一層、高めることができたとの声がいくつかあった。 
  供与機材の種類、量、設置時期

は適切か 
機材配置状況 
機材利用状況 
専門家・C/Pの認識 

• 計画された機材のほとんどがプロジェクト終了までに設置されることが想定される一方、日本からの機材

供与はこれまで延期（中止）や遅延をともなって実施されてきた。延期（中止）の主な理由はTAC側の不

十分な準備とスペース不足であり、遅延の主な理由は日本のベンダーによる手続き上の問題である。 
• 供与された機材のタイプ、数量、質は現行のTAC業務の円滑な運営を行うに十分なものであると判断され

る。しかし、質問表・面接調査では、TAC のさらなる発展のために ASMED 官僚と C/P がより大規模な

種々の機材が必要だと考える一方、専門家は TAC の将来の発展に係わる MPI/ASMED の公認された戦略

的ビジョンが無いことが機材供与計画の効率性を阻害したと認識していることが明らかとなった。 
 ベトナム側投入

の適切さ 
C/Pの人数、配置状況、能力は

適切か 
C/P配置状況 
C/Pの実績 
専門家・C/Pの認識 

• 現在、プロジェクト・ディレクターと総務スタッフを含めて 20 名のC/P が配置されて技術移転を受けて

いる。しかし、1名のTAC副所長を含めた技術者の数は6名で、2005年11月に署名されたM/Mで言及

されたプロジェクト設計時の想定人数よりも小さく、技術移転の効率性は想定よりも減少した。 
• ほとんどの C/P とその他スタッフの意欲は大変、高く、技術者はプロジェクト終了までに現行の TAC サ

ービスを効率的に実施していく一定の自信を示している。しかし、専門家は SME によって期待されてい

るサービスの適切な水準と重要性を鑑みて、技術者の数と現在の能力に強い懸念を表明している。 
  所長、スタッフ、プロジェクト

関係者の配置は適切か 
TAC管理者・スタッフ

の配置状況 
ASMED/TAC関係者の

認識 
専門家・C/Pの認識 

MPI/ASMEDはASMEDから4名、TAC管理者から2名（所長・副所長）の合計6名をメンバーとするプロジ

ェクト執行会議（Project Executive Board: PEB）を設置した。PEBの適切な指導の下で、TACは技術、企画、

研修・コンサルティング、総務の4つの部からなる組織構造を形成した。各部には1名の主任と担当スタッフ

がそれぞれ配置されている。 

  建物・施設、機材の規模（量）

と質は適切か 
建物・施設の現状 
機材・資材の現状 
専門家・C/Pの認識 

TACの限定的な床面積の問題から、専門家の執務スペースは当初段階から2007年1月まで供与されず、C/P
と専門家の間の頻繁なコミュニケーションを欠く要因となり効率性を大きく阻害した。オフィス家具や資材の

適切な供給があったが、MPIの指示によってTAC事務所は2007年10月に現在の建物に移転した。プロジェ

クトの初期段階で実施が予定されていたTACの将来の建物・施設の詳細なF/Sはこれまで進んでいない。 
  プロジェクトの予算は適正規

模か 
TAC予算・決算データ

ASMED/TAC側コスト

負担の実績データ 
専門家・C/Pの認識 

MPI/ASMEDは現在のプロジェクト運営のための十分な額の予算を供給している。しかし、運営予算の一部は

日本側によっても供給・補完された。 

 プロジェクト支

援体制の適切さ 
JCCは適切に機能したか JCC開催実績・討議内

容 
専門家・C/Pの認識 

合同調整委員会（JCC）は2007年1月に1回だけ開催された。質問表・面接調査によれば、C/Pや専門家の

間でJCCへの期待や意義に関する認識はほとんど無い。しかし、ベトナムと日本の関係者間の適切な情報共有

と適切なモニタリング・プロセスという面の重要性を考慮すると、JCCの開催頻度と内容が想定された程度に

満足すべき状況ではないと評価される。 
  プロジェクト内ミーティング

は定期的に行われたか 
会議開催実績 
専門家・C/Pの認識 

時々の会議が効果的に開催され、C/P、TAC 職員、専門家の間のコミュニケーション向上に寄与している。こ

れらの会議は適切に機能していると判断される。 
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評価設問 
５項目 

大項目 小項目 
必要なデータ 評価結果 

効率性 プロジェクト支

援体制の適切さ 
日本人専門家とベトナム側

C/P・スタッフの間での理解は

高まったか 

会議での討議内容 
連絡方法 

頻繁な会議や良い水準のコミュニケーションや共同作業によって、C/Pと専門家の間の理解は大変よく高まっ

ている。ASMEDの関連する官僚達と専門家の間の理解の水準も過去に数回、開催されたPEBの会議での会議

や頻繁なコミュニケーションの双方によって高まった。 
 他機関・プロジェ

クトとの連携 
他機関・プロジェクト（例：

VJCC*、VCCI*、JBA*）との連

携によって効率が上がったか 

専門家報告書 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

本プロジェクトはJETRO、JBA、AOTS*、VJCC、VPC、VN-CPC等の他のSME支援機関やドナープログラ

ムと高い水準の情報共有と協力を行ってきており、TAC職員の能力向上機会の増加、研修・コンサルティング・

セミナー等の実施コストの共同負担、効果的なビジネス連携構築機会の増加等の面で、プロジェクトの効率性

を高めることに貢献していると見られる。 
 効率性を阻害し

た要因 
その他の阻害要因 ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

特に無し（N/A） 

インパクト 上位目標達成の

見込み 
上位目標はプロジェクト終了

後3-5年に達成されるか 
（上位目標と目標達成指標は

妥当か） 

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家報告書 
専門家・C/Pの認識 

既述のように、本プロジェクトは「TAC Hanoiが中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始

する」というプロジェクト目標を達成することが想定される。これは「TAC Hanoiが中小企業に対してそのニ

ーズに即した基礎的な技術サービスを提供する」という上位目標を達成するための良い出発点となる。本プロ

ジェクトは将来の一定規模のインパクトを発現するために残り期間において期待される4つすべての成果とプ

ロジェクト目標を達成する努力を継続的に行うべきである。 
  上位目標達成のための外部条

件は満足されるか 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家報告書 
専門家・C/Pの認識 

2003年5月12日付のMPI令（Decision 290/QD-BKH）がTACの存在と活動を公式に正当化しており、将来

もこの状況が続くと想定される。「TAC Hanoiが存続し、一定の人員・予算が確保される」というPDM上の外

部条件を確保していく努力が、特にTACの戦略的位置付けと詳細な業務範囲の明確化に関連して、真に期待さ

れるより大きなインパクトを実現するために必要である。ベトナム政府の全体的なリストラクチャリング努力

を受けて、ASMEDとTACの将来の業務範囲と資源（リソース）配分が終了時評価時点で不明確であることを、

日本側は認識した。 
 経済面への波及

効果 
TACが提供するサービスを通

じて、中小企業のビジネスや業

績が拡大しているか 

中小企業関係者の認識

ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 終了時評価の質問表・面接調査では複数のSME から、生産性向上、コスト削減、日系FDI 企業との良好

なビジネス連携の構築の面で成功したとの声があったが、TAC サービスを受けたSME の経営効率向上の

程度を測定する明確な定量データは存在しない。 

 社会面への波及

効果 
TACの活動を通じて日本への

理解・関心が高まったか 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 終了時評価の質問表・面接調査によれば、本プロジェクトが上位目標の達成を通じて最終受益者である

SME セクターにおける幅広い地方部の人々、特に女性起業家にとっても貢献するという見方が専門家、

C/P、TACサービス・ユーザー等のプロジェクト関係者によって支持された。 
 その他の波及効

果 
当初予想しなかった正負の影

響はあるか 
 

予想外のインパクト事

例 
専門家・C/Pの認識 

• いくつかの日系 FDI 企業は TAC から具体的な技術支援を受け、またローカル・サプライヤーとの良好な

ビジネス連携を構築することで便益を得た。 

*:  VJCC: ベトナム日本人材協力センター（Vietnam-Japan Human Resources Cooperation Center）、 VCCI: ベトナム商工会議所（Vietnam Chamber of Commerce and Industry）、 
JBA: 日本商工会議所（Japanese Business Association）、 AOTS: 海外技術者研修協会（The Association for Overseas Training Scholarship）   
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評価設問 
５項目 

大項目 小項目 
必要なデータ 評価結果 

自立発展性 制度面 TACのビジョンと位置づけは

明確か 
ASMED/TACのビジョ

ンとTACの位置づけ 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 政府令No. 90とMPI令290/QD-BKHの施行とともに、中心的な技術支援機関としてのTACの概念的な

位置付けは MPI や ASNED における多くのプロジェクト関係者によって共有されている。しかし、SME
の間で必要とされる技術支援ニーズに対応するためにTACが基礎的インフラ、予算、人材をどのように増

加させるべきかについての詳細な方向性については依然、議論の最中であり今後、明確になることが期待

されている。 
• 本プロジェクトの成果を自立発展させていくための制度的な仕組みは大きな課題として残されており、特

にMPIとASMEDにとっての課題である。 
 TACの適切な人員配置は計画

されているか 
管理者・スタッフ配置

計画・定着状況 
人員育成計画 
専門家・C/Pの認識 

• ASMED下のTACは、TACの存在と活動を公式に正当化するMPI令290に基づきプロジェクト執行会議

（PEB）と4つの部から構成される強固な組織基盤を構築している。技術者の数が依然、少ないという声

が多いものの、職員数と予算規模は徐々に増加している。 

 

組織面 

TACにプロジェクトを継続す

る運営管理能力は備わってい

るか   

TAC運営管理計画 
ASMED/TAC関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• TACは質と量の両面で現在の水準のサービスを提供する限りは、ほぼ十分な組織的能力を有していると判

断される。 
• 詳細な研修・コンサルティング実施計画とともに、異なる特定の技術分野において何名程度の中核技術者

が本プロジェクトを継続していくための中心的役割を果たしていくかの課題を含めた中期運営計画が

TAC内部で議論され策定された上で、MPI/ASMEDによる公式決定として最終的に承認されるべきである。 
 財務面 TACは適切な政府予算を継続

的に得られるか 
ASMED/TAC 予算・決

算データ 
ASMED/TAC 関係者・

関連機関の認識 
専門家・C/Pの認識 

• 現在、MPI とASMED が TAC と本プロジェクトに対して適切な額の予算を供給していることから、一定

程度の財務的な自立発展性を有すると思われる。MPI、ASMED、TAC の関係者は現在、TAC が今後も主

導的な技術支援提供機関として機能すると説明しているものの、TAC の財務的自立発展性は MPI と

ASMEDによるTACの明確なビジョンと長期戦略に完全に依存している。 
 

 技術面 技術移転が定着し、技術移転し

たC/P、スタッフが定着すると

期待できるか 

C/P・スタッフの定着状

況 
専門家・C/Pの認識 

• 技術移転を受けたTAC技術者と職員は技術支援サービスの能力を高めてベトナム製造業SMEの振興に貢

献することへの意欲を有していることから、彼らが同組織に定着する可能性は高いと考えられる。 

  ベトナム側スタッフだけで、

TAC が提供するサービスの計

画・開発・実施・更新ができる

ようになるか 

事業計画（人事・人材

開発計画を含む） 
専門家・C/Pの認識 

• 専門家からの中核技術者への技術移転は順調に行われており、TAC技術者の何人かはプロジェクト終了ま

でにC/P が専門家無しでもSME への効果的な技術支援サービスを提供できるようになることに自信を示

している。 
• 多くの技術者は相対的に若く高い意欲を有しており、彼ら自身でTACサービスを計画、開発、実施、改訂

する努力を行うに十分であると見られる。しかし、C/P が担当できる分野は依然、２，３の管理技術に限

定されており、機械、電気、電子等のより詳細な要素技術についてはこれから開発されなければならない 
• TACは、日本企業や他の関連機関とのネットワークを活用することで、TAC技術者の形成された能力をい

かにして自立発展・向上させていくかについての仕組みを開発しようとしている。 
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評価設問 
５項目 

大項目 小項目 
必要なデータ 評価結果 

自立発展性 技術面 指導マニュアル他の知的資産

は量的に増加、質的に向上して

いるか 

指導マニュアル類作

成・更新実績 
専門家・C/Pの認識 

• デジタルのものを含む研修・コンサルティング用のシラバスや教材、講義・指導マニュアル等は定期的か

つ適切に改善・蓄積されてきている。 
• 開発された研修用のカリキュラムや教材、コンサルティング用の指導マニュアル、他の知的資産やウェブ

サイト等は将来にわたっても継続的に維持・改善されていく見通しであるが、これらの課題もまた、プロ

ジェクトの成果をいかにしてより多くの SME に効果的に活用してもらい、長期的な視点から改善してい

くかということに関するTACの努力に大きく依存している。 
 
 



 

ベトナム中小企業技術支援センタープロジェクト 期間：2006 年 4 月～2008 年 4 月 直接ターゲットグループ：ハノイ中小企業技術支援センター（TAC Hanoi）職員 PDM 案 version: No.2 

対象地域：ベトナム北部 30 省  間接ターゲットグループ：一般機械分野および電気・電子分野の中小企業 作成日：2008 年 1 月 23 日 

プロジェクトの要約 指標※ 指標データの入手方法 外部条件 

（上位目標） 

TAC Hanoi が中小企業に対してそのニーズに即した基礎的な技術サービスを

提供する 

 

1. TAC Hanoi のサービスに対する利用者の満足度向上 

2. TAC Hanoi の有効利用により製品の品質が向上した中小企業数 

 

1. TAC Hanoi 利用者に対する聞き取り調査およびアンケート調査
 

2. TAC Hanoi 利用者の追跡調査 

 

ベトナム政府が投資促進方針を維持し、金融

や市場整備、税制、IT、ガバナンス等の面に

おいても中小企業支援を充実させる 

TAC Hanoi の支援対象分野が広げられる 
 

（プロジェクト目標） 

TAC Hanoi が、中小企業の技術力向上に資する各種支援業務を部分的に開始す

る 

 

1. TAC Hanoi が提供する各種サービスの利用件数 
巡回技術指導、情報提供、連携仲介、セミナー等開催 他 

2. TAC Hanoi の知的支援業務に対する利用者の満足度向上 
 

 

1. TAC Hanoi の業務集計 
 
 

2. TAC Hanoi 利用者に対する聞き取り調査およびアンケート調査

 

TAC Hanoi が存続し、一定の人員･予算が確

保される。 

 

（成 果） 

1. TAC Hanoi の運営管理が改善される 

2. TAC Hanoi 技術者の中小企業に対する基本的な技術指導能力が向上す
る 

3. TAC Hanoi が多様な産業技術情報を発信する 

4. TAC Hanoi が中小企業の連携促進機能を有する 

 

1. ASMED からの指示や他の活動に関する TAC Hanoi の業績 

2. 技術指導能力が一定基準に達した TAC Hanoi の技術者数 

3. 発信可能な情報件数、発信件数累計 

4. 中小企業振興ネットワーク参加者数、連携仲介件数 
 

 

1. ASMED からの指示や他の活動に関する TAC Hanoi の業績記録

2. 専門家等による TAC Hanoi 技術者のレベル判定 

3. TAC Hanoi の業務集計 

4. TAC Hanoi の業務集計 

 

TAC Hanoi が存続し、民間セクターからの支
援ニーズが依然として高い状態にある。 

 

（投 入）  

TAC Hanoi の職員の離職率が低いまま推移
し、予算規模も大きく減少しない 

 

（活 動） 

1-1 中小企業の実態およびニーズを把握し整理する 

1-2 TAC Hanoi の事業理念および事業戦略案を検討する 

 

2-1 TAC Hanoi の技術者が中小企業に対して各種技術指導を行えるように
なるための養成プログラムを開発する 

2-2 TAC Hanoi の技術者に対して養成プログラムを実施する 

2-3 TAC Hanoi の技術者が中小企業の巡回等を行い、技術指導を実践する 

 

3-1 産業技術情報を蓄積および発信するための運営管理システムを構築する

3-2 中小企業の技術力向上に資する産業技術情報を収集する 

3-3 ウェブサイトや印刷物等により産業技術情報を発信する 

 

4-1 中小企業や大学、研究機関、外資企業等の中小企業関係機関を募って中
小企業振興ネットワークを形成する 

4-2 ネットワークにおいて中小企業同士または中小企業と関係機関の各種連
携を提案する 

4-3 ネットワークを活用してセミナーやフォーラムを開催する 
 

日 本 国 
人 材 
  長期専門家 
    総括／運営計画 
    連携促進／業務調整 
 
  短期専門家 
    産業技術指導（一般機械分野および電気・電子分野） 
    産業技術情報 
    試験装置選定 
    研究開発指導 等 
         
研修員受入 
  長期（実習） 

短期（視察） 
 
機 材 
  巡回用車両 
  携帯測定・試験機器 
  小型測定・試験機器 等 
     
現地業務費 
   

ベトナム国 
人員の配置 
  カウンターパート 
    プロジェクト責任者 
    プロジェクト管理者 
    プロジェクトスタッフ 
 
施 設 
  TAC 事務所（一般事務機器、事務用品含む） 
  日本人専門家の執務室 
   
ローカルコスト負担 
  カウンターパートの人件費 
  その他運営管理費 等 
   
その他 
  日本人専門家の秘書 

（前提条件） 

 

添付資料４ 



添付資料－5（a)  ベトナム人C/P、ASMED関係者に対する質問表調査の回答集計結果
　

 2008/03/08 (1/4)
質　問 回　答 平均 主要な理由・コメント

 Yes, Yes, No, Not Others スコア

 very much almost not much at all その他 （加重　

(スコア) 3 2 1 0 - 　平均）

 1．実施プロセス - - - - - - -
  (1)  プロジェクト組織の体制は 6 8 0 0 0 2.43 ・ASMED次長の指導の下でASMED内の関連部局とTACによる実施体制ができた。

　　十分に確立されたか？ 42.9% 57.1% 0% 0% 0%  ・プロジェクト執行会議（PEB）が編成され、専門家も参加した実施体制ができている。
              ・TACはＰＥＢと4つの部を持つ組織体制を適切に固めた。
  ・一定の体制は確立されたが職員数がまだ少ない。特に技術者の数が不足している。
  (2)  プロジェクトの短期と中長期の 6 8 0 0 0 2.43 ・短期と中長期の運営計画がともに適切に策定された。
　　運営計画が適切に実施機関（ 42.9% 57.1% 0% 0% 0%  ・MPIがTACインフラ計画をまだ承認していないため運営は受身的で活動は初期段階。
    MPI/ASMED下のTAC）によって        ・運営計画はPEBや専門家によって適切に策定され、現状に即した形のPOへの
    策定されたか？ 見直し、改訂が行われた。
  (3)  プロジェクト目標、PDM、自身の 12 1 0 0 1 2.92 ・PEBの一員としてPDMの内容をよく理解している。

　　　役割を十分に理解しているか？ 85.7% 7.1% 0% 0% 7.1% ・プロジェクトの初期設計段階から参加しており、PDMの内容をよく理解している。

　　 　　 　　 　　 　　 　　 ・途中から参加したが、PDM改訂プロセスに参加したので内容をよく理解している。
  (4)  プロジェクト期間中に意識・行動の 12 2 0 0 0 2.86 ・日本での研修を含め他国のSME支援経験を知ることによってプラスの変化があった。

　　プラスの変化があったか？ 85.7% 14.3% 0% 0% 0% ・ベトナム産業振興と本プロジェクトの重要性をより強く意識するようになった。
　　             ・ベトナム初の試みである本件での自身の役割を明確に意識するようになった。
　　 ・プロジェクト活動による知識・スキル向上を通じて意識も変化した。
　　 ・政府機関業務は初めてだが、知識・技術・経験の向上とともに意識も変化した。
　　 ・多くのSME巡回指導や諸活動を通じて本件のインパクトの重要性を認識した。
  (5)  日本人専門家からの技術移転は 9 5 0 0 0 2.64 ・技術移転は必要だったが、第1フェーズの内容にとどまっており、今後も移転が必要。

　　　必要かつ適切だったか？ 64.3% 35.7% 0% 0% 0% ・専門家の仕事へのアプローチ、精神、分析力等に感銘を受けた。プロジェクトが
　　 当初設計通りに進んでいれば、専門家の技術知識の移転がさらに効果をあげた。

　　 ・SME技術支援の経験を持つ日本の専門家からの技術移転は重要である。

　　 ・TACの助走期間である現在も必要だったが、今後の本格的な「技術」移転が重要。

 2.　妥当性 - - - - - - -
　(1)  プロジェクトはベトナム産業界、 14 0 0 0 0 3.00 ・SMEには技術支援ニーズがあり、どの政府機関も当該サービスを提供していない。
　　特にSMEのニーズに合致して 100.0% 0% 0% 0% 0% ・産業界、SMEニーズに完全に合致する一方、これまで当該サービスを提供する政府

　　いるか？ 　 　 　 　　 　　 機関が無かった。そこで政令90でMPI/ASMED下のTACが新機能を担うこととなった。

　　 ・ベトナムSMEの技術レベルは遅れており、競争力向上のために技術支援は重要。
　(2)  プロジェクトはMPI/ASMED下の 14 0 0 0 0 3.00 ・政令90で規定されたTACの機能を果たせるようにするために本件は極めて重要。
　　TACの能力向上ニーズに合致して 1.0% 0% 0% 0% 0% ・ASMEDは2002年にできた新機関でASMEDとTACの能力向上プロジェクトは重要。

　　いるか？ 　 　 　 　　 　　 　 ・TACは若い機関でSME技術支援を実施できるようにするための能力向上が必要。



  (2/4)
質　問 回　答 平均 主要な理由・コメント

 Yes, Yes, No, Not Others スコア

 very much almost not much at all その他 （加重　

(スコア) 3 2 1 0 - 　平均）

 2.　妥当性 - - - - - - -
　(3)  プロジェクトはベトナム産業界、 4 10 0 0 0 2.29 ・2005年に北部30省のニーズ調査が行われ企業DBを策定したが、情報更新が必要。
　　特にSMEの産業技術向上に係わる 28.6% 71.4% 0% 0% 0% ・巡回指導調査でニーズ把握を継続している。しかし、TAC支援サービスの詳細設計の

　　ニーズを十分、把握・理解できた      ためには近い将来の大規模な追加調査（ベトナム政府及びJICA支援による）が必要。

    か？　 ・プロジェクト期間が短いのでニーズ把握・理解はまだ不十分。今後、さらに時間を
かけて把握・理解の継続を行うとともに、特に地方部でのニーズ把握が必要。

3.　有効性 - - - - - -
　(1)  PDMで定義された4つの成果の 6 7 1 0 0 2.36 ・4つの成果の達成は十分に可能で、良好な成果を伴っている。

　　達成は可能か？ 42.9% 50.0% 7.1% 0% 0% ・TAC運営管理強化、技術情報普及、ビジネス連携支援の効果には時間が必要。
        ・成果達成を確実にするためにTAC職員は専門家支援を得てさらに能力向上が必要。

　　 ・プロジェクト終了までに80％程度の成果達成が可能。

　　 ・達成可能だが効果的な技術情報普及には一層のネットワーク形成とDB構築が必要。
　(2)  4つの成果と達成指標は 8 2 1 0 3 2.64 ・成果と達成指標は依然、有効で、修正する必要は無い。
　　現在も妥当か？ 57.1% 14.3% 7.1% 0% 21.4% ・PDMが2008年1月に現状に沿う形で改訂されており、成果と達成指標は妥当。

　　 　 　 　 　　 　　 　
　(3)  4つの成果の達成はプロジェクト 7 7 0 0 0 2.50 ・プロジェクト目標達成は十分に可能だが、TACの一層の能力向上ニーズがある。

　　目標の達成につながるか？ 50.0% 50.0% 0% 0% 0% ・目標は達成するが、第2フェーズを実施しないと本来のTAC機能の形成には不十分。
　　2つの指標の達成状況を考えると、  ・現在のプロジェクト目標は限定的なTAC機能の確立だけであり、これは達成するが、

　　プロジェクト目標の達成は可能か？ 十分な機材とTAC職員を確保した一層のTAC強化が本来は必要。

　　 ・2つの目標達成指標の状況を見ると、プロジェクト目標の達成は十分、可能。
　(4)  プロジェクト目標と達成指標は 8 5 1 0 0 2.50 ・成果と達成指標は依然、有効で、修正する必要は無い。
　　現在も妥当か？ 57.1% 35.7% 7.1% 0% 0% 　
　(5)  プロジェクト終了までに 7 5 1 0 0 2.29 ・日本の支援によって十分に可能。
　　自身の技術・管理能力が 50.0% 35.7% 7.1% 0% 0% ・能力は徐々に向上しており、プロジェクト終了までに必要なレベルに到達する。
　　プロジェクト目標達成に必要な ・「大変、十分」とは言えないがプロジェクト目標達成に必要な水準には到達する。
　　レベルに到達するか？ ・専門家からの技術移転や本邦研修の成果によって、必要なレベルに到達できる。
　(6)  プロジェクト目標の達成に貢献 - - - - - - ・貢献要因は日越双方のプロジェクト人材（専門家・C/P）の優秀さと熱意

　　または阻害した要因はあるか？      ・阻害要因はASMEDとTACの詳細機能の明確化の遅れ。近い将来は解消される。

　　      ・阻害要因は機材導入の遅れと技術者不足
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質　問 回　答 平均 主要な理由・コメント

 Yes, Yes, No, Not Others スコア

 very much almost not much at all その他 （加重　

(スコア) 3 2 1 0 - 　平均）

 4.　効率性 - - - - - - -
 (1)  日本人専門家とのコミュニケー 8 6 0 0 0 2.57 ・会議、Eメール、直接会話等で十分かつ良好なコミュニケーションが取れている。

　　ションは十分かつ適切だったか？ 57.1% 42.9% 0% 0% 0% ・当初は専門家が別建物にいたことで不十分だったが、現在は十分かつ適切。
 (2)  日本人専門家の技術移転方法・ 2 12 0 0 0 2.14 ・現在は十分だが、将来はより詳細な技術移転内容・計画をつくる必要がある。
　　アプローチは適切だったか？ 14.3% 85.7% 0% 0% 0% ・専門家の手法・アプローチはシステマチックで適切。
　　 　　 　　 　　 　　 　　 ・専門家によるTAＣ職員への技術移転・研修時間がもっとあった方がよかった。
 (3)  日本人専門家の数、技術・管理面 5 7 0 0 2 2.42 ・専門家の技術・管理能力は適切で良かった。
　　の質は技術移転上、適切だったか？ 35.7% 50.0% 0% 0% 14.3% ・今後、さらに広い分野の専門家によるTAＣ職員への技術移転が望まれる。
 (4)  本邦研修を受けた場合、自身の 4 6 0 0 4 2.40 ・SME技術支援の意義とあり方に係わる認識の形成・向上に大変、役立った。

　　技術向上に役立ったか？ 28.6% 42.9% 0% 0% 28.6% ・技術・管理面の知識とノウハウを向上する上で有効な研修内容で役立った。
　　 　 　　 　　 　　 　　 ・一部の機材を利用した研修内容は期待していたほど有効でなかった。
 (5)  本邦研修を受けた場合、習得 9 1 0 0 4 2.90 ・プロジェクトの効果的な実施・管理をしていく上で十分、活用した。
　　した技術・スキル・知識を帰国後、 64.3% 7.1% 0% 0% 28.6% ・習得した技術・スキル・知識をSME技術支援活動で実際に応用している。

　　プロジェクトで活用したか？ ・機材を利用した研修内容はTACに十分な機材が無いので有効に活用できない。
 (6)  日本側の供与機材は適切 0 5 5 1 3 1.36 ・供与機材はいまだ小規模で、TAC本来の機能を果たすには不十分。

　　だったか？ 0.0% 35.7% 35.7% 7.1% 21.4% ・本プロジェクトの今後の課題は十分な機材を導入したSME技術支援の拡大である。

　　 　　 　　 　　 　　 　　 ・機材の量・種類は不十分だがTACのスペースが無いことが機材供与中止の要因。

　　 　 　　 　　 　　 　　 ・測定、試験、解析、加工等の要素技術に係わる機材供与が実現していない。
 (7)  JCCはプロジェクトの効率性 3 6 3 1 1 1.85 ・頻度が少なく、参加機関がさほど関心を示さないこともあって、あまり貢献していない。
　　向上に貢献したか？ 21.4% 42.9% 21.4% 7.1% 7.1%
 (8)  他機関・プロジェクトとの効果的な 3 5 3 1 2 1.83 ・国内及び海外（ドナー）機関との効果的な協力があり、効率性向上に貢献した。
　　協力・協働が行われ、効率性向上に 21.4% 35.7% 21.4% 7.1% 14.3% ・JETRO、AOTS、VN-CPC、VJCC、VPCと効果的な協力・協働があった。

　　貢献したか？ ・研修、ワークショップ、ビジネス連携等の活動の効果的協力・連携が効率性を上げた。

 5.　インパクト - - - - - - -
  (1)  プロジェクトはベトナム中小企業の 11 3 0 0 0 2.79 ・TAC以外にSME技術支援を実施している政府機関は無く、重要な貢献をする。
　　振興と強化に貢献するか？ 78.6% 21.4% 0% 0% 0% ・TACサービスを受けたSMEは実際に良い変化を示しておりSME振興に貢献する。
　      ・フェーズ2の実施によりプロジェクトの自立発展性を強化することで一層、貢献する。
  (2)  上位目標の達成はプロジェクト終了 5 8 0 0 1 2.38 ・終了後3-5年での達成は確信できないが、第2フェーズにつながりTAC能力の一層
　　後、3-5年の間に可能か？2つの指標 35.7% 57.1% 0% 0% 7.1%  の向上があれば、2つの指標の着実な達成は可能。
　　の達成の状況はどうか？      ・TACサービスの範囲・量はまだ限定的だが今後の質・量の拡大で将来、達成可能。

　　      ・日越両政府が支援を継続することで上位目標は将来、達成可能。
  (3)  プロジェクトの活動によって 0 0 0 14 0 0.00 ・SMEと関連機関にプラスのインパクトを与えるのみで負の影響を受ける機関は無い。
　　負の影響を受ける他機関があるか？ 0.0% 0.0% 0.0% 100% 0% 　
  (4)  直接の効果の他に予想していな - - - - - - ・予想外の負のインパクトは無い。
　　かった正負の影響があるか？      　



 (4/4)
質　問 回　答 平均 主要な理由・コメント

 Yes, Yes, No, Not Others スコア

 very much almost not much at all その他 （加重　

(スコア) 3 2 1 0 - 　平均）

 6.　自立発展性 - - - - - - -
  (1)  日本人専門家無しにベトナム側 2 12 0 0 0 2.14 ・現在のサービスを提供する範囲では専門家無しで可能。本来、期待される機能を
　　実施機関（MPI/ASMED下のTAC） 14.3% 85.7% 0% 0% 0% 十分に果たすようになるには、第2フェーズで機材供与と一層の技術移転が必要。
　　が様々な技術支援サービスを効果 ・わずか2年のプロジェクトでTACが備えた能力は限定的で第2フェーズが必要。
    的・効率的に計画・実施・評価・改訂 ・もっと多くのTAC技術者と専門家支援が必要
    できるようになるか？
  (2)  TACが存在し続け、SME技術支援 11 3 0 0 0 2.79 ・MPIとASMEDはTACの重要性に関する認識を高めてきている。
　　機関としてのTACの重要性が変化し 78.6% 21.4% 0% 0% 0% ・TACはSMEだけでなく技術、R&Dを高めていくべきベトナム大企業にも重要。
    ない、または増加するか？ ・実際の活動によってTACの重要性が明確になったことで重要性はさらに増加する。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 特に企業からの信用を獲得したことでMPIとASMED幹部の理解・自信が増加した。
　 ・TACはSME技術支援というベトナム初のモデルで当初は困難があったが、今後も
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 存続し、その重要性は増加する。
  (3)  TACの技術者と職員の数は 10 4 0 0 0 2.71 ・ASMEDとTACの機能と責任が明確に定義され次第、職員は増加し留まると想定。
　　増加し、多くが同組織に留まるか？ 71.4% 28.6% 0% 0% 0% ・多くのSME支援機関がある中で、TACという「技術支援」機関は初の試みで、TACが
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 技術分野に特化する限り、中心メンバー（技術者と職員）は高い意識を持って留まる。
　 ・ASMEDの方針で明確になりつつあるように、TACの職員数は増加する。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 ・TACの明確な方針が示されれば、技術者は長く組織に留まる。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 ・技術者の視点からするとTACの業務は重要かつおもしろく職員は留まると思う。
  (4)  日本人専門家無しにTACのC/Pは 7 6 1 0 0 2.43 ・技術移転を受けたTACスタッフは若く能力があるので自ら維持・強化することが可能。
    移転を受けた技術能力を維持し、 50.0% 42.9% 7.1% 0% 0% ・可能ではあるが、（定期的な）専門家からの技術移転と日本での研修は今後も必要。
    さらに強化していけるようになるか？ ・今後、機材供与が行われた場合、一層の技術移転が引き続き必要。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 ・現在のサービスを提供する範囲で維持・強化は可能だが、第2フェーズが望まれる。
  (5)  TACは管理・組織面での 9 5 0 0 0 2.64 ・TACは政令90とMPI令No.290に沿って明確な組織構造を確立した。今後、マネー
　　十分な自立発展性を有するか？ 64.3% 35.7% 0% 0% 0% ジャーと副マネージャーを指名することをASMED幹部に提案中。
　 ・TAC職員は十分な意欲を持ったチームとして機能しており自立発展性を有する。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 ・TACが今後さらに数年を経験しベトナム政府の支援が継続すれば十分に有する。
  (6)  TACは適切な政府予算を基にした 7 6 1 0 0 2.43 ・毎年、十分な運営予算を政府が提供しており、財務的自立発展性を有する。
　　財務面での十分な自立発展性を 50.0% 42.9% 7.1% 0% 0% ・運営予算は十分だが、インフラ・機材整備に今後、多額の投資が必要で、ベトナム
    有するか？  政府の予算投入だけでなく外国政府、特にJICAの支援も行われることを期待する。
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 ・第2フェーズに進むことで政府、関連機関、海外（JICA）からの一層の予算を期待。
  (7)  TACはプロジェクト終了後に 3 9 2 0 0 2.07 ・機材の維持は問題ないが、強化・更新は現時点の予算が限定的で困難がある。
　　機材の維持、強化、更新を自身で 21.4% 64.3% 14.3% 0% 0% ・機材の強化・更新面では引き続き海外からの支援を期待したい。
    行えるか？ ・現時点の機材は限定的なので維持は難しくない。将来は一層の機材の設置・強化が
　　 　 　　 　　 　　 　　 　　  期待されるが、ベトナム政府だけの予算では難しい。

（記）　プロジェクト・ディレクター、TACのC/P、ASMED関係者の計14名から質問表を回収した。その内、11名と面接調査を行い、内容確認と追加情報収集を行った。



添付資料－5（b)  ベトナムSME（TACサービス・ユーザー）に対する質問表調査の回答集計結果
 2008年3月8日

質　問 回　答 平均 主要な理由・コメント
 Yes, Yes No, Not at all Other スコア
 very much not much   （加重　

(スコア) 3 2 1 0 0 　平均）
1. これまでにTAC提供の 7 4 0 0 0 2.64 -
   サービスを受けましたか? 63.6% 36.4% 0% 0% 0%  
2. TAC 「研修コース」に満足しま

したか? 1 8 0 0 2 2.11 ・研修により5S・改善、品質管理、コスト削減等の管理技術が向上した。
・研修日数がやや短い。ビジネス連携・日系企業訪問機会を増やすべき。

 9.1% 72.7% 0% 0% 18.2% ・会計その他の管理技術の研修や技術支援サービスにも参加したい。
・5S/改善に係わる詳細な知識・ノウハウが身についた。

3. TAC 「コンサルティング（指
導）サービス」に満足しました

2 4 0 0 5 2.33 ・指導による改善前と後の比較をすることで成果が明確に理解できた。
・5S/改善の指導の結果、大きな効果をあげた。

か? 18.2% 36.4% 0% 0% 45.5%  ・研修で理解したことを実際の指導で実践でき、さらに理解が増す。

4. 講師・指導員の知識・経験・

指導方法等に満足しましたか? 1 8 0 0 2 2.11
・指導員は熱心で職場の雰囲気を変えた。
・指導日数が短く、指導教材・イメージ図の不足等には少し不満。
・TAC職員は熱心かつプロ。

 9.1% 72.7% 0% 0% 18.2% ・日本人専門家が優れている。
・指導は平易かつ具体的・実践的

5. TACはベトナム産業界・SME
の振興に貢献しますか? 6 4 0 0 1 2.60

・研修・指導の結果、実際のコスト削減や経営成績向上が期待される（すでに
向上した）。
・ビジネス連携支援活動、特に日系企業との関係強化支援によってＳＭＥ振興
に貢献する。

 54.5% 36.4% 0% 0% 9.1% ・他の条件にも左右されるので一定の貢献にとどまる。
6. 他機関が提供する研修・指導

を受けたことがありますか? 2 2 0 6 1 1.00 ・VJCC研修コースを多数、受けたが最近、受講料が高い。

・VCCIの無料研修コース（デンマーク人講師）に参加した。
 18.2% 18.2% 0% 54.5% 9.1% ・QUATEST、SMEDEC、VCCIのサービスを受けた。

7. TACは今後、どのような活動

を強化すべきですか? 研修
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝ
ｸﾞ･指導

ビジネス連
携支援

情報サービ
ス

R&D支援 その他
・日越企業の発想法や企業行動は品質管理意識を中心に大変、異なっている
ため、ビジネス連携支援はとても効果的
・現場での指導を強化してほしい。

（回答数のみ） 3 2 10 2 3 0 ・ベトナム製造業は立地・投資が分散・散在しており、連携強化が重要。
8.　TACのどのコンサルティン 5S/改善 品質向上 試験・測定 開放試験 製品試作 - ・5Sは簡易・基本的なものだが、とても効果的で重要　 ・どれも重要な課題
グ（指導）を受けたいですか? 6 5 1 2 2 -  ・ベトナムの裾野産業振興に係わる技術サービスをTACに期待。

（複数回答、回答数のみ）
技術移転支

援
生産管理向

上
技術供与
サービス

技術アドバ
イス

- - ・既存の技術供与サービスの水準は低くTACに期待。

・SMEは機材が十分でないのでTACに期待。
 4 7 3 6 - -  
9. TACの重要性は今後、高ま 10 1 0 0 0 2.91 ・ベトナムSMEは知識・ノウハウ不足なので、SME支援はとても重要。
　ると思いますか? 90.9% 9.1% 0% 0% 0.0% ・ベトナム企業の国際化・競争力向上は必須なのでとても重要。
　　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　　 ・ベトナムのSMEは今後も増加・発展するのでとても重要。

10. 他のSME支援機関とTACの
相違（差別化要因）は何です
か？

・TACには大学を含めた他機関との技術情報、ビジネス連携情報（国内・海外

企業を含む）のブリッジ役となってほしい。　・TACは様々な技術の指導と研修

の組み合わせサービスを提供してくれる。　・TACは指導を通じて継続的な支

援をする。　・機材を増やしSMEによる活用促進で、さらに差別化できる。

 （記）　過去のTACサービス・ユーザーから11社を選定し質問表を配布の上、回収した。内、4社については面接調査を行った（添付資料-3の面談録を参照）。

・TACは他機関と違い、企業の現場で研修・指導を行ってくれる。

・QUATESTとSMEDECは特定機能に特化した機関だが、TACは広い分野を
カバーしつつ、各企業に欠けている技術向上の課題を発見し指導（総合的支
援を）してくれる。　　・TACとは頻繁なコミュニケーション・情報交流がある。
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1

主要面談・視察記録 
 

3 月 5 日（水） 
MS-ASIA Vietnam Co., Ltd.（日系 FDI 企業）（16:00～17:00） 
（参加者）：千村幸治社長、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、調査団（岩瀬団員） 

・ 日本の親会社である宮入バルブ製作所は LPG（液化石油ガス）関連バルブ・メーカーと

して 60 年の歴史がある老舗で約 2,000 種類の製品を製造している。日本では LPG 需要

が減少しているのに対して中国やアジアでは需要増が見込まれ、日本からの輸出だけで

なく海外生産拠点からの第三国輸出を視野に約 1 年半前から初の海外進出先としてベ

トナムでの生産拠点づくりを図ってきた。 

・ 2,000 種類の製品ラインアップのうち、どこまでをベトナムで生産できるかは課題だが、

ビジネス連携のできる有望な地場企業をまず探すことが優先課題だった。高圧バルブ製

造に必要な鋳物メーカーは北から南まで約 40 社を見て歩いた。その間、JICA や JETRO

でいろいろな話を聞いたうえで TAC を紹介してもらった。その結果、TAC から紹介を

受けた国営企業のグループ企業のなかで、技術的には満足できないがオーナーの意識に

共感できるところがあり、同社と提携をして工場の一部をレンタルして機械を搬入して

製品製造を開始することにした。同社には製造工程や品質管理の実態をよく見てもらい、

うまくいけば将来的には合弁事業にしたいと考えている。今後、ベトナムの地場企業と

の連携や合弁を通じ、現地調達の拡大（100％を目標とする）や地元密着型の事業運営

を志向したい。 

・ TAC がベトナムの製造地場企業の技術（水準）にかかわるデータを収集・蓄積して技術

リソース・データベースを運用すれば有用だと思う。一方、ベトナム地場企業の情報を

有する TAC という組織に行き着くまでには少々の時間を要した。TAC の実績やサクセ

ス・ストーリーを積極的にメール・マガジン等で広報するなどして、プレゼンスをもう

少しアピールすべきだと思う。 

・ 他の SME 支援機関や AOTS（財団法人海外技術者研修協会）研修の利用なども検討し

たが、どれも同社の計画やスケジュールに馴染まないことから利用していない。現在、

良好な関係を有する SME 支援機関は TAC だけである。 

 

 

3 月 6 日（木） 
ベトナム・クリーナープロダクション・センター(VNCPC)（9:00～10:00） 
（参加者）：Ms. Vu Tuong Anh（Deputy Director）、Mr. Bertrand Collignon（UN Volunteer in 

Cleaner Technology and Social Accountability）、Mr. Junichi Mori（Program 

Officer, UNIDO）、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、岡村所員、フオン

TAC 職員、調査団（岩瀬団員） 

 

添付資料６
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・ VNCPC は 1998 年に創設された組織で今年、10 周年を迎える。スイス連邦経済省経済

事務局(SECO)の資金を基に国際連合工業開発機関（UNIDO）が教育省への支援として

ハノイ工科大学(Hanoi University of Technology: HUT)内に、ベトナムでのクリーナープ

ロダクションの概念と技術の普及をしながら産業技術向上を図る中心機関として設置

したものである。UNIDO と国連環境計画（UNEP）は世界 35 ヵ国でクリーナープロダ

クション・プロジェクトを展開しており、SECO と豪政府が資金の 60～70％を拠出し

ている。 

・ 主な活動は、① 研修・指導を通じた大学関係者へのクリーナープロダクションの概念・

技術の普及、② 個別企業における現場での指導（約 100 社）、③ クリーナープロダク

ション普及にかかわる政策アドバイス、④ 情報発信・広報・啓発、である。現在、18

名の職員がおり、外部コンサルタントのデータベース化、ネットワーク化、能力向上を

通じてクリーナープロダクションの普及を図っている。 

・ 設立当初、建物と職員の一部がベトナム側から提供されたがそれ以外は SECO の資金

で運営していた。現在、CDM（クリーン開発メカニズム）関連の活動やクリーナープロ

ダクションを意識した製品設計向上等のテーマも扱っている。Technology Gap 

Assessment という手法で企業の問題を把握したうえで、スイス政府の資金による

Green Credit Trust Fund を利用して企業に融資するプロジェクトも行っている。2008

年には UNIDO の支援が終了する予定で、VNCPC は独立した非営利機関として自立発

展が求められている。活動の拡大は、EU やデンマーク国際開発援助（DANIDA）によ

るドナー支援プロジェクトを受注したという側面もあり、今後、自己収入を拡大してい

く必要がある。 

・ TAC との連携・協働という点では、① TAC 職員の VNCPC 研修受講による能力向上支

援、② TAC、JETRO、JICA と VNCPC の共催による共同ワークショップ開催（1 回）、

③ SME 巡回指導の共同実施、等がある。ベトナムには他の SME 支援機関も多く、VCCI

は SME 支援センターを有しているが、ベトナムの SME 支援ニーズは大きいので TAC

の存在と活動は有効だ。今後、TAC が機械、電気・電子分野の支援を強化することは重

要だし、生産管理・保全管理などの管理技術分野の強化も重要だ。 

・ TAC の活動によって裾野産業振興の重要性がベトナムの官民関係者に広がってきてい

ることは成果だと思う。一方、標準化品質総局（STAMEQ）、VCCI、商工省の工業エク

ステンション・センター等、SME 支援機関の構想や活動は多く、ベトナム政府が今後、

これらのどこに焦点を絞った強化を行っていくかについて、政府の認識・対応が常に遅

れることもあり、JICA にとっての課題だろう。 

 

 

ベトナム生産性センター（VPC）（14:00～15:00） 
（参加者）：、Mr. Thai Hong Ha（Head, Service Development Division）、Ms. Nguyen Thi Hanh 
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（Head, Administration Division）、池田昌弘 JICA シニア･ボランティア、井清

専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、岡村所員、フオン TAC 職員、調査団（岩

瀬団員） 

・ VPCは 1997 年に EU の支援により設立された ISO 導入支援を主要業務とする生産性向

上活動支援の機関。ハノイ、ホーチミン、ダナンの 3 ヵ所に事務所を置き計 64 名の職

員がいる。約 3 分の 2 の職員が ISO9000 の指導ができる。組織としては政令 No.115

で規定された国営の非営利組織で、研修とコンサルティングによる自己収入に基づいて

支出をカバーすることで財務的に自立している。ただし、建物は国の資産で、科学技術

省や STAMEQ 等から一部の事業実施（プロジェクト）予算（収入）を得ている。EU

をはじめとするドナー・プロジェクトの受託も行っている。研修とコンサルティングが

事業の 2 本柱で、研修は一般向けの集合研修とカスタムメイドの企業内研修を有する。 

・ TAC とは 2007 年以降、具体的な協力関係について意見交換を続け、タイム・スタディ

にかかわる研修を共催した。池田 SV も指導員として参加したこの研修では実際の企業

の現場での実習機会が必要だったが、この点で TAC の SME ネットワークが役に立ち、

研修機会を提供してもらうことができた。また、VPC での 5S・カイゼンにかかわる研

修でも TAC と協力を行い、TAC 派遣の SV にも協力をしてもらった。このような連携

活動では大きな成果があったと考えており、今後も TAC との効果的な連携・協働を進

めたい。 

・ TAC との将来の連携のあり方にかかわるアイデアとして、① 指導員や日本人専門家・

SV 等のリソースの共有・交換、② 共同でのモデル企業に対する生産性向上支援指導、

③ TAC の企業データベースの共同活用、④ ドナー支援プロジェクト〔欧州委員会（EC）

のプロジェクト（Empowering Asian Business Intermediaries through Knowledge-based 

Networking focused on Sustainability Management：EMPASIA）〕の共同実施、等が考

えられる。現場のニーズに強いという TAC の特徴を考えると今後、機械、電気・電子

分野のSMEに対する固有技術にかかわる技術支援ニーズにTACは適切に対応していけ

るのではないかと思う。 

・ VPC は TAC だけでなく、VJCC、STAMEQ、中小企業振興支援センター（SMEDEC）

とも連携をしている。VPC の指導員が VJCC の研修コースを受講して能力向上を図る

こともあるし、STAMEQ や SMEDEC とはリソースの共有を行っている。これらの SME

支援機関とは一部、業務分野が重複する部分もあるが、VPC は生産性向上（ISO 取得支

援）に軸足を置いているので、一定の棲み分けがある。 

 

3 月 7 日（金） 
PTM 社（ベトナム中小企業）（8:20～9:40） 
（参加者）：Mr. Pham Thi Chuong（General Director）、井清専門家（TAC）、リン TAC 職員、

調査団（岩瀬団員） 
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・ PTM 社は CNC も活用した精密機械・金型メーカーで従業員数は約 65 名。主要製品は

金型、アルミ加工外装板、CNC 機械である。以前は国家の機械・金型関連研究センタ

ーだったが、2001 年に国家が 51％の株式を保有する株式会社（JSC）となった。ベト

ナムには価格志向の小規模の金型メーカーはたくさんあるが、一定以上の品質の製品を

供給できる SME は少なく、金型分野のリーディング企業のひとつだと自負している。

顧客は様々でホンダやヤマハ等の日系 FDI 企業の下請けメーカーにも製品を供給して

いる。タイやバングラデシュへ代理店経由で CNC プラズマ機械を輸出しており、輸出

比率は約 10％である。 

・ 2007 年から TAC の巡回指導を受け、2008 年 1 月には日本人 SV2 名と TAC 職員 2 名

が熱心な指導をしてくれた。JICA による TAC プロジェクトを高く評価しており感謝し

たい。ベトナム SME は技術やノウハウが不足しており多くの支援ニーズがある。前社

長が TAC のことを知っていた縁で、いくつかの研修コースへの参加とビジネス連携支

援や SV 支援を受けた。SV による 5S・カイゼンの指導成果を同社ではうまく活用・維

持していると思う。TAC 以外からの指導を受けた例としては、財務・会計や上場準備の

支援等の分野でコンサルタントを活用したことがある。 

・ TAC に対しては今後、測定試験サービスや機械を使用した技術指導なども期待したい。

測定機械を自社で保有していないために試作品の品質チェックのためには他社に高額

料金を払って試験を依頼している。3 次元測定器が利用できれば大変助かる。ベトナム

には金型協会も存在しないし、同社は産業組織にも加盟していないが、ベトナム商工会

議所（VCCI）が研修コースをいくつか提供している以外は、産業組織による具体的な

SME 支援サービスはほとんどない。将来、SV の支援を再度、受ける機会があれば、機

械・金型製造等の製造技術にかかわる技術指導サービスと生産管理強化にかかわる指導

をお願いしたい。 

 

 

Dai Duong 社（ベトナム中小企業）（10:15～11:40） 
（参加者）：Ms. Nguyen Thi Xuyen（社長）、Mr. Nguyen Vu Tien、井清専門家（TAC）、リ

ン TAC 職員、調査団（岩瀬団員） 

・ Dai Duong 社は 1997 年設立の新興ファミリー企業で灌漑設備製造・据付・修理を主要

業務としている。主要顧客は各省の灌漑局や Vinashin、Vicoshin 等の大企業。創業当時

45 名だった社員数は約 4 倍の 178 名に増加した。管理職を含む間接労働者が 16 名で、

うち 8 名が技術者。ほかに約 160 名の作業員がいる。現在、約 1,000 ㎡の自社の土地で

操業しているが、騒音・環境問題への対応のため 2008 年 7 月末までに約 6km 離れた

Ha Tai 省の工業団地内の新工場に移る。 

・ 2007 年 7 月に TAC の 2 日間にわたる 5S・カイゼンにかかわる研修コースを受講した。

初日は社長から作業員まであらゆる層が参加し 2 日目はテーマ別に分かれて社員が参 
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加した。この研修成果を新工場で活用したい。TAC の研修以外には過去に、講師を招待

した自社内研修と 2004 年の VCCI 研修コース（講師はデンマークの専門家）を受講し

た程度である。 

・ 今後、新たな設備を導入することも検討するが、その際には設備を動かし品質の高い製

品を製造できる技術を有する人材を確保・育成することが課題となる。CNC を買って

も動かせる作業員がいないという事態にはしたくない。新立地には約 40％の土地を空

きスペースとして残す予定で、新たなジョイント･ベンチャー（J/V）パートナーを探し

ていきたい。そのうえで、今後の注力分野を確定したいが、個人的には精密機械加工設

備を今後、導入したいと考えている。 

・ 新立地での工場レイアウトの設計や移設する設備の配置・効果的な活用などについては

現在、検討中で困っている課題である。この面で TAC の助言を得られると助かる。ま

た、工場移転後の 2008 年夏にも新しい現場での 5S・カイゼンの指導を TAC にお願い

したい。今後、TAC とは情報交換の頻度を是非あげていきたい。 

・ （上記のコメントに対して TAC 井清専門家からの助言として）工場移設前に工場レイ

アウトの設計や 5S・カイゼンを意識したアドバイスを早めに受けたい旨を TAC に要望

することがよいのではないか。 

 

 

ベトナム日本人材協力センター(VJCC ハノイ)（14:00～15:00） 
（参加者）：小樋山所長、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、岡村所員、調査団（岩

瀬団員） 

・ VJCC ハノイでは協力相手の貿易大学（FTU）と微妙な関係を保ちながら「より広く深

く（一部はより高く）」という考え方でビジネス・コースの運営を行っている。現在の

第 2 フェーズの協力では 2007 年度からビジネス・コース運営を業務委託方式に基づく

コンサルタントによる運営を行っていることもあり、個人の人脈に頼っていた第 1 フェ

ーズと比べて、より標準的・組織的な運営体制と活動内容になっていると思う。ビジネ

ス・コースの研修に定期的に社員を派遣する企業もあり、リピーターが十数社ある。30

～50 名の研修コース枠がだいたい埋まるなどニーズは引き続き高い。 

・ 上記を反映して、地場企業に対する現場での診断・指導についてはモデル企業の育成支

援を中心に実施しており、TAC のように広い範囲の SME にアクセスして情報収集・蓄

積やビジネス連携支援を積極的に行うというアプローチはとっていない。協力相手が

元々、経営学研究や MBA コースに興味を有している FTU ということもあって、VJCC

は今後も総合的な経営管理研修やハイエンドの領域をめざしていき、現場指導や現場ニ

ーズに密着した生産管理に大きな重心を置くということはないと考えている。また、

VJCC ホーチミンでは SV 活用を検討しているが、VJCC ハノイでは現在、そのような

予定はない。 
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・ VJCCの財務的自立発展性確保の観点から研修コースの受講料をはじめとして諸サービ

スはフィー・ベースのものとしており、徐々に料金もあげていることから収入も増加し

ている。現在、ビジネス・コースの受講料は 50US ドル程度としており、現地講師によ

る研修コースはかなりの収益を上げるようになっている。現地講師の積極活用は 2005

年に導入し 2006 年にほぼ定着した。40 以上のコースのうち、現在、現地講師による研

修運営を行っているのは 20 コース程度である。 

 

 

キャノン（日系 FDI 企業）（16:00～17:00） 
（参加者）：Mr. Atsushi TSUTSUMI（Manager, Purchasing Control Dept.）、井清専門家（TAC）、

林田専門家（TAC）、岡村所員（JICA ベトナム事務所）、調査団（岩瀬団員） 

・ 訪問したキヤノンベトナムではハノイ近郊に 3 つの工場があり、インクジェット・プリ

ンター、レーザービーム・プリンター、スキャナーを生産している。2008 年の月産数

量は、3 工場合計で 200 万台超（最大）を計画している。2007 年売上実績は 9 億 6,000

万 US ドルであり、ベトナム最大の輸出企業である。 

・ 同社に対するベトナム立地のサプライヤーは 2002 年に 16 社だったが、事業拡張とベ

トナム国内調達の推進により 2007 年には 83 社に増加した。このうち、15 社がベトナ

ム資本の地場メーカーである。マニュアルや梱包品などの簡単な資材品がこれまでの中

心だったが現在では、金型 1 社、電気部品 1 社、モールド部品 1 社との取引がある。今

後、更に地場企業との取引を増やす DPS（Domestic Purchase Supplier）化を図ってい

く。 

・ DPS 化の動きのなかで JICA、特に TAC との協力関係を強化していこうと考えている。

ベトナム資本のサプライヤー数を現在の 15 社から 3 年以内に 2 倍の 30 社にしたい。

現在、基本的な情報交換を TAC との間で行っており、有望な地場モールド部品メーカ

ーの情報などをもらっている。また、TAC の地場企業の技術情報にかかわるデータベー

スも利用している。ベトナムの地場メーカーには品質管理意識を高くもってほしい。キ

ャノンではサプライヤーに対して品質管理アセスメント・シートを利用しており、環境

対策についても一定の基準を要求している。 

・ 今後、自社のベトナム人スタッフの能力強化を進めてベトナム人スタッフによる地場企

業サプライヤー開拓を図ってほしいと考えている。その際、TAC のベトナム人スタッフ

と適切な情報交換をして同社と地場企業とのビジネス連携強化がベトナム人スタッフ

同士でできれば理想的だ。 

・ 今後、日本の組立系 FDI メーカーが増え、有望な地場サプライヤーの取り合いになる可

能性もある。しかし、キャノンとしてはベトナムの工業化支援を積極的に行おうという

使命ももっているので、日本商工会（JBA）の部会プロジェクトで情報交換を進めて、

TAC を通じた地場企業とのネットワーク化支援などを図りたいと思う。（林田より提案 
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のあった）キャノンと TAC が JBA で地場企業とのビジネス連携強化事例にかかわる発

表を行って、他の日系 FDI 企業の積極的参加を促すというアイデアも協力可能である。

また、TAC が支援して、ある程度、技術能力を高めた地場企業の活用も進めたい。JETRO

の部品調達商談会にはキャノンも積極的に参加しているが、極め細かいビジネス連携支

援には TAC のもつ情報・ネットワークの活用が効果的だ。 

 

 

3 月 10 日（月） 
JICA 事務所打合せ（09:00～11:30） 
（参加者）：中川所長、山田班長、岡村所員、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小

林専門家（ASMED）、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 吉田団長より、配布資料を基に評価報告書案の骨子と対応方針の大枠を説明し、出席者

の大筋での合意を得た。 

・ 主なコメントは以下のとおり。 

（中川所長）現行のプロジェクトは 8 月に終了することが妥当と考えるが、その後どうす

るかについて、ASMED/TAC がどのような方向をめざすかも見つつ、もう少し所内でも

検討していきたい。 

（井清専門家）現在の課題として以下２点があげられた。①TAC が ASMED 下に設置され

ることの是非が検討されるべき。②専門家が TAC の方向性をアドバイスするにも、大枠

が決まらないことには難しく、どのようなサービスや分野に特化するかといった方向性

の確立が次期協力の条件となるのではないか。 

（林田専門家）ASMED/TAC も経験が浅く、どのような方向性をとればいいのか自ら決め

られない面もあり、アドバイス等の支援を行ってもよいのではないか。現在配置されて

いる小林専門家に引き続き、ASMED の機能強化を図るプロジェクトを実施し、そのな

かで ASMED 及び TAC 双方に専門家を入れるのも一案ではないか。 

（小林専門家）TAC が指導した数十社の企業は、SME 全体数に比すれば僅かだが、ベスト・

プラクティスのモデルづくりとして意義があった。今後の協力については、努力が必要

だが決して無理ではない適当なハードルをいかに条件設定するかがポイントとなる。な

お、SME 振興に係る政令 90 号（Decree90）は、金融や法制を中心に 2008 年中の改訂

が予定されており、ASMED には政策モニタリングやデータベース構築に関する協力期

待もある。また、2010 年までに中小企業基本法を制定することも検討されている。 

（山田班長）TAC への今後の支援に際しては、①SMEDEC 等の SME 支援機関がほかにあ

るなか、ベトナム政府全体のなかでなぜ TAC を強化するのかという点が整理されるべき。

②中小企業開発 5 ヵ年計画（Decision236）では７つの行動計画を定めており、競争力

向上はそのうちのひとつであるが、商工省の役割とされており、その関係で MPI/ASMED 

下の TAC がこの分野での役割を担う妥当性についても確認が必要。 
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・今後の協力の検討に際しての前提条件として、以下を確認した。 

① SME 支援機関の役割分担等、ベトナム政府における SME 支援の全体像のなかで TAC

の役割が整理される必要がある（同時に、ASMED の調整機能の発揮が期待される）。 

② そのうえで、以下の項目が明らかになる TAC の中期運営計画が策定される必要があ

る。 

(ア) TAC の理念・ビジョン 

(イ) ハード技術／ソフト技術のどちらに重心を置くか、どのようなセクターに優先

順位を置くか 

(ウ) 上記に即した施設・人材・予算（初期投資や維持費）の適切な配置 

 
 
ASMED/TAC（14:00～16:00） 
（ベトナム側）：チュン局長、ハイ次長、フック主任行政官、ヒオ中小企業振興開発課長、

ソン国際協力課職員、スエン TAC 所長、フン TAC 副所長、ほか 4 名 

（日本側）：井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、山田班長、

岡村所員、Diep 所員、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 吉田団長より、終了時評価調査の目的、日程を説明した。また、先方の求めに応じて、

現時点での評価報告書の要点を説明した。そのうえで、主として以下のコメント・質問

を行った。 

 今年 1 月に改訂された PDM に照らして、目標はほぼ達成見込み。 

 他方で、PDM の改訂はプロジェクトのスケールダウンする内容であり、その改訂

に至った背景について説明を受けたい（これに対し、ハイ次長より、PDM の改訂

はベトナムの実情に応じてなされたものであると回答がなされた）。 

 SME 支援分野の協力は重要であるが、TAC の組織・役割が明確にならなければ新

たな協力を検討できない。 

 

・ チュン局長より、以下の説明がなされた。 

 昨年夏からの政府行政改革において、MPI と財務省のみ新しい機能・役割を定め

るDecreeが発効されていないが、1、2ヵ月中に新Decreeが制定され、MPI/ASMED

の組織・機構が定まる予定。 

 新たなプロジェクトの土地・建物の手当には時間を要する。現在、ハイ次長に一

任し、結果の報告を受ける予定。ただし、TAC プロジェクトの拡大には以下３つ

の条件を確認する必要がある。 

① 土地・建物の手当。プロジェクトの F/S について MPI、関係機関に申請し認

可を受ける必要がある。 

② 北部・中部・南部にある TAC の組織・役割の検討・調整。これまでの TAC の 
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活動を踏まえて、組織を実情に合わせる必要がある。 

③ TAC のモデルの選定。日本の中小企業庁（SMEA）、中小企業基盤整備機構

（SMRJ）等のいずれをモデルとして基づくか、どのようなプロジェクトとす

ることが適切か検討している。 

（これに対し、吉田団長より、TAC の役割を定めずに土地・建物を確保しても、

結果的に不相応なものとなり無駄に終わる可能性があり、TAC の役割を十分検討

することの重要性を指摘した）。 

 TAC の重点を置く分野・サービス（ハード技術の提供の有無等）を含む役割は現

時点で未定。 

 

・ 久保より、昨年 11 月の中小企業・民間セクター開発プログラムに関する協議の際から

申し入れているにもかかわらず、TAC の役割が未定であることは残念なことである、前

回の協議と繰り返しになるが、TAC の役割はベトナム政府の SME 政策全体のなかで整

理されるべきでその際には ASMED の調整機能が発揮されることが重要としつつ、具体

的な検討状況を更に質したところ、チュン局長より以下の回答がなされた。 

 TAC の管轄組織をどこに置くべきかは、政府部内で非公式に議論がなされている。

商工省や地方政府に置くべきとの意見もある。また、TAC ハノイのみ効果を発揮

しており、ダナン、ホーチミンについてはどうすべきか迷っている。TAC ハノイ

は、パイロットプロジェクトとして効果があった。MPI の役割に関する Decree が

策定されたあと、次の段階として MPI 傘下の組織について大臣令により決定され

る。したがって、早ければ 4 月末に TAC の役割が決定されるが、MPI の Decree

の決定もこれまで遅れてきていまだ決まっておらず、すべては予定にすぎない。 

 

・ 岡村所員より、ASMED の人員を増やすのは難しいと察するが、TAC への人員配置につ

いてどう考えるかを質したのに対し、チュン局長より、以下の回答がなされた。 

 SME 振興は MPI/ASMED の役割であり、自分（チュン局長）の意思としてはプロ

ジェクトを維持・拡大し、TAC ハノイの人員・予算を増やしたい点を強調したい。

しかしながら、MPI の他の局の人員がおよそ 15 名であるのに対し、ASMED のみ

80 名（TAC の人員を含む）であることから省内には難しい面もある。 

 

・ チュン局長が別用により退席後、ハイ次長より以下の説明がなされた。 

 （次期プロジェクトに向けた）これまでに約束した条件を満たす必要があること

を認識しており、TAC の新たな土地の手当てについて用意している。プロジェク

トの F/Sは本来 2007年 8月に認可を得る予定であったが、行政改革の動きもあり、

MPI の役割が決まるまで認可されないこととなってしまった。 

 チュン局長の紹介した TAC の位置づけに関する議論は非公式な場での議論の紹介
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であり、まだ何も決まっていない。先般の副大臣名のレター1ではベトナム政府は

このプロジェクトを重視している旨示したとおり。 

 MPI 副大臣からは、F/S 案について TAC のいくつかの新たな活動2を加えるよう指

示があり、F/S を改訂し、MPI 内で認可されるべく、申請予定。当初は、昨年 12

月末にこの認可を得る予定だったが、今年の 6 月末となる見込み。この準備は

MPI/ASMED の役割の検討と同時並行で進め、MPI 傘下の組織の決定が（MPI の役

割に係る Decree 決定後）すぐになされるよう努める。ベトナムは WTO に加盟し、

SME の競争力の強化が重要課題。 

 なお、以上のとおり次期協力については要請のタイミング遅れるが、次期協力の

開始まで現行プロジェクトの要請もお願いしたい。現行 TAC プロジェクトの技術

者の再育成・トレーニングは重要。 

 

・ これに対し、吉田団長より、正式要請がなされた場合には前向きに検討する用意はある

が、その場合、①TAC の位置づけ、機能、役割の確立、②必要な人材・予算の確保、の

2 点が必要であり、この点を吟味することになるであろう旨指摘した。 

・ 久保より、これまでにも説明のとおり現行プロジェクトの延長を行う用意はない旨発言

するとともに、以前に非公式に JICA 事務所に対して提示された F/S 案については、そ

のままの内容では検討困難である旨事務所より伝えており、今回の F/S 案はどこが異な

るのか質したのに対し、ハイ次長は内部で検討するとのみ回答した。 

 

計画投資省（MPI）副大臣表敬（16:00～17:00） 
（ベトナム側）：ドアン第一副大臣、ハイ ASMED 次長、フック ASMED 主任行政官、スエ

ン TAC 所長、フン TAC 副所長、ほか 3 名 

（日本側）：井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、山田班長、

岡村所員、Diep 所員、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 吉田団長より、終了時評価の概要とともに、PDM 改訂による案件内容の縮小の背景を

確認したいこと、条件が整えば今後の支援の用意はあり、TAC の今後の位置づけ、役割

が明確になることが必要であることを説明した。 

 

・ ドアン副大臣より、以下の発言・質問がなされた。 

 ベトナム政府は、国内の努力、外国からの協力により SME 振興に努力している。

先のレターにおいても、TAC プロジェクトの協力を有効に活用する旨強調したと

おり。 

 問題は、適切なモデルをどう選び、進めるか。各国で公設試験場のモデルが異な

る。プロジェクトを新たに形成するのは難しいが、効率的に動かすことはさらに

                                            
1
現行 TAC プロジェクトへの継続支援を依頼するとともに、次期協力の準備を進める方向で専門家ともど

も議論を行っている旨記した 2007 年 11 月 1 日付 JICA 所長宛のレター。 
2 具体的内容を質問したが、ハイ次長は明確に答えようとせず、不明。 
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難しい。日本、デンマーク、ドイツで公設試験場を視察したが、いずれでも政府

の予算がついている。ベトナムの TAC については、当初は政府予算をつけるが、

いずれは独立採算としないと、政府も負担は困難である。 

 ついては、①独立採算への移行も踏まえて、TAC はどのような形態をモデルとす

るべきか、②TAC はどの省の管轄とすることが適当か、につき提言を得たい。 

 SME 支援機関は多く、特別な業務サービスを提供しないと競争できない。日本の

税金による支援を効率的に利用しないと大変なことになると承知しており、一番

適切なモデルの選択をしたく、率直な助言をお願いする。 

 

・ 吉田団長より、以下を発言した。 

 TAC ハノイは現在技術者が 6 名しかおらず、人員配置が中途半端と考える。日本

には 47 都道府県に公設試験場があり、それぞれがその数倍の人数の技術者を要す

る。 

また、TAC のサービスは、技術、情報、試験、研究等のいずれに重きを置くか政

府として明確にすべき。SME 政策はあらゆるニーズがある点で難しいが、提供で

きるリソースに応じたサービスに限定せざるを得ない。 

 財政的自立の考えについては、日本の SME 政策のそれと異なる。日本では SME

政策は弱者救済の面があり、商業利益が生じるものではない。したがって、組織

が存続する限り、財政を確保する必要が生じる。 

 以上も踏まえて、TAC のあり方につき結論を出していただきたい。なお、どの省

庁の管轄とすべきかについては、あくまで個人的意見として、TAC が MPI 傘下に

あることは違和感があり、商工省が自然ではないかと感じる。なお、日本のよう

に地方政府ごとに TAC を設置することは規模の面で非効率。いずれにせよ、末永

く財政・人材を手当てできることが必要。 

 

・ ドアン副大臣より、以下を発言した。 

 TAC の５つの活動に関して、ハイ次長と協議し、いずれハイ次長より結果をお伝

えする。 

 プロジェクトの人員配置については解決する方向で動きたいが、TAC 以外でも熟

練技術を有する人材は不足している事情がある。 

 財政自立性については、必要であれば政府が予算措置するが、それには効果的に

SME に貢献することが条件となる。例えば市政府に設置しても、貢献がなければ

市政府としても予算をつけない。どの省が管轄しても予算措置はなされようが、

政府の管理能力が問われることになる。市に設置する場合、中央政府からの予算

措置も必要（吉田団長より、日本でも 40～50 人の技術者の人件費は地方政府にと

って負担であり、仕事の位置づけや貢献が厳しく審査される等事情は同じである 
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ことを紹介）。 

 47 都道府県の公設試験場を全体的に監督する省庁は経済産業省か。都道府県の人

材は誰が任命するのか（吉田団長より、基本的に地方政府の管轄であり中央は指

示する立場にない、他方で経済産業省は、国を代表して世界に技術発信を行い、

その一環で企業指導を行う研究所は独自に有する、公設試験場職員は地方政府職

員であるが要請に応じて経産省の研究員を派遣することもあることを紹介）。 

 いただいた提言も踏まえ、内部で議論する。①財政の自立に関しては、予算手当

を首相府に申請するが、毎年の予算手当が必要となる説明根拠を示してほしい。

②管轄官庁については、いただいたお話を参考とする。公設試験場が各都道府県

に置かれ、経済産業省が監督するということであれば、ASMED は MPI の下で SME

を支援する組織であり、TAC も MPI の下でもよいのかもしれない。 

 

 

JETRO ハノイ事務所（17:15～18:00） 
（参加者）小林所員、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、調

査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ JETRO は、進出日系企業の現地部品調達ニーズに鑑み、毎年ハノイとホーチミンで交

互に「部品調達商談会」を開催している。2006 年はホーチミンでの開催であったが、

同時期にハノイでは別のイベントとして、TACが紹介した地場企業8社に対してJETRO

専門家が約 1 週間、対日ビジネス・ノウハウの研修を行った。この成果を受けて、その

うちの 7 社が 2007 年のハノイでの商談会に出展し、一部は日系 FDI 企業とのビジネス

連携が強化される等の成果をあげた。2007 年の商談会には全体で 60 社以上が出展し、

商談成立したベトナム企業数は 10～20 社にのぼった。2005 年の実績がゼロだったこと

を考えると大きな進歩だ。 

・ TAC の特徴、強みは「ベトナムの地場企業に入り込んだ活動をしている」ということで、

このように地場企業の現場の情報に通じた JICA 事業はないのではないかと評価してい

る。地場企業の一般的なデータについては VCCI も電話帳のようなものを整備している

が、TAC のように、個別企業の社長の考えやより詳細な情報をもっているほかの SME

支援機関は見当たらない。 

・ 日系 FDI 企業の立場からすると、ベトナム地場企業がどのような設備を有しているかの

情報を TAC が有していると、さらに貴重な情報ソースとなる。TAC が機械、電気、電

子分野に重点を置いた活動を行う方針であることは、ここ 1、2 年、ベトナムへの進出

ブームとなっている日系 FDI 企業がこの分野での現地調達を拡大しなければならない

点を考えると妥当だと思う。 

・ JETRO の立場からすると TAC は「大変、役にたっている」という評価であり、今後、

TAC の施設・機材がさらに整備されたうえで、設備情報や技術情報等の収集・蓄積が強 
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化されることを期待したい。他の SME 支援機関との役割分担については、例えば VJCC

については「研修講座を開催するところ」という認識であり、現場に軸足を置いた活動

を行い、現場の情報を有する TAC とは明らかに異なるという位置づけだと理解してい

る。 

・ （上記の JETRO 側コメントに対する TAC 関係者のコメントとして）地場企業の設備情

報の収集・蓄積については現在、「登録フォーム」を作成して進めていこうとしている。

同時に、これらの「活動のフォーマット化」によってベトナム人スタッフが主体的に活

動できるようにしていきたい。JETRO と TAC の間で現地スタッフ同士が協力・連携し

て、更なる協働を進めていければ理想的である。 

 

 

3 月 11 日（火）（09:00～12:00、14:00～16:00） 
3 月 13 日（木）（10:30～12:00） 
合同調査団協議 
（ベトナム側）：ハイ ASMED 次長、フック ASMED 主任行政官、スエン TAC 所長、フン

TAC 副所長、ほか 

（日本側）：井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、調査団（吉

田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 終了時評価調査報告書（案）及びミニッツ（案）を基にベトナム側及び日本側調査団に

て意見交換を行い、必要な修正を施したうえで案文に合意した。 

・ 協議の際に、ベトナム側からは 2008 年 8 月以降も 6 ヵ月程度プロジェクト期間を延長

できないか打診があったが、日本側より TAC の位置づけが依然結論されていない点や

手続き上の点からも延長は困難であり、R/D どおり 2008 年 8 月にプロジェクトを終了

することを説明した。 

・ ハイ次長より、現在直面する以下の課題に対応するためにも専門家の協力が今後も必要

であるとの説明がなされた。 

① 機材リスト 

次期協力の計画（F/S）の準備の一環で TAC に必要とされる機材リストを専門家とも

相談して作成したが、MPI の幹部より、なるべく先端の機材（副大臣もナノテクに関心

を有している）、重複を避けるためにもハノイの他機関が所有しないものを入れる方向

で再検討を求められている。 

② TAC の人材育成 

TAC はまだ経験が浅く、運営・管理を適切に行える人材を育成する必要がある。 

・ これに対し、井清専門家ほかより、TAC のビジョンをしっかり定めることが先決であり、

そのうえで将来必要な機材や人材が検討されるべきである、機材リストが再検討を求め

られた点について専門家はこれまで相談を受けておらず、コミュニケーションを密にし 
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てほしい旨発言した。また、瀧内団員より、日本の公設試験場でも高額機材のメンテナ

ンス費用が予算の 25%程度を占める等、高額機材の導入には維持費の負担も重要とな

る点を指摘した。吉田団長より、機材導入よりも人材の増加に予算を配分したほうが効

果的な面もあろうし、ビジョンを定めたうえで資源配分の重点をどこに置くかを定める

べきと指摘した。 

・ ハイ次長からは、日本側の指摘は理解するものの、MPI の上層部には異なる意見もあり、

①コストの低い機材中心のリスト、②先端機材中心のリスト、③①及び②の折衷案をオ

プションとして上層部に諮りたい、ビジョンも含めた F/S 文書を再検討したい旨の発言

がなされた。 

 

3 月 12 日（水）（14:00～16:00） 
Le Group（ベトナム中小企業）（14:00～15:00） 
（参加者）Le Ngoc Tuan 社長、井清専門家（TAC）、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬

団員） 

①事業内容 

・製品：バイク部品、車輪、消音器等の製造 

・従業員：500 名（見学した工場は 200 名） 

・18 名の大卒の技術者がいる。 

・2000 年設立し、以前は、部品のメッキを外注していたが、現在は、自社内でメッキを行

っている。 

・溶接ロボット（松下電器産業株）を所有。 

・部品の設計を行っていない。客先の図面どおりに部品を製造。 

・日系企業の下請けを行いたい。現在は中国の部品メーカーとの取引を行っている。 

②TAC 等に対するコメント 

・ベトナム国内での SME 支援機関は、数多くあるが、そのなかで TAC のサービスは質が

高い。TAC に工場管理システムの研修を行ってもらいたい。TAC スタッフの数は少なす

ぎる。 

・5S の講習会を受講した。グループ長以上、約 50 名参加した。 

・SV からの教育期間が 2 ヵ月であるのは、非常に短い。4 ヵ月～6 ヵ月にしてほしい。SV

の受講する内容（教材）をあらかじめ勉強したい。 

③調査団所感 

・社長は、従業員への教育は極めて熱心である。 

・作業者はスリッパが多い（社長は何度も注意をしている。安全管理が徹底的になされて

いない）。 

・メッキ液の管理等が問題である。 

 

 



 15

－112－

PHONG NAM CO.,LTD（ベトナム中小企業）（15:00～16:00） 
（参加者）NGUYEN AN PHONG 社長、井清専門家（TAC）、調査団（吉田団長、瀧内団

員、岩瀬団員） 

①事業内容 

・製品：プラスチック製品（バケツ、ペンキ容器、泥よけ、プリンター）、金型の製造 

・従業員：250 名 

・大型射出成形機〔三菱重工業㈱（650t シリーズ）〕を所有。 

・CNC 旋盤、放電加工機等の精密加工部品を加工する装置を所有。 

・ベトナム日本人材協力センター（VJCC）における 5S 等の教育コースを受講した。40 名

参加。 

・日系企業の下請けを行いたい。 

②TAC 等に対するコメント 

・TAC のサービスは質が高い。TAC スタッフの拡充をお願いしたい。TAC は現場で直接指

導してもらうが、VJCC は現場での対応がない。また、VJCC の教育費は、非常に高い。

（3～5 日のコースで 1 人 50 ドル程度）コストがかかりすぎる。 

・TAC は各企業間におけるビジネス・リンケージ・サービスを是非行ってもらいたい。 

③調査団所感 

・社長は、従業員への教育は極めて熱心である。 

・金型の材料は不明（材料の種類等）。 

・作業者はスリッパが多い。 

・切り屑等の産業廃棄物における管理が問題である。 

 

 

3 月 13 日（木） 
合同運営委員会（JCC）（13:30～17:00） 
（ベトナム側）：ハイ ASMED 次長、フック ASMED 主任行政官、ヒオ ASMED 中小企業振

興開発課長、スエン TAC 所長、フン TAC 副所長、ヴァン科学技術省科学技

術情報センター情報部長、ロン工業省機械研究所溶接表面処理部副マネー

ジャー、クアン工業省機械装置研究所計画投資部職員、フオン郵便電信省

産業情報技術局職員ほか 

 

（日本側）：井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、東城次長、

岡村所員、Diep 所員、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

協議内容 

１．スエン所長より冒頭挨拶とともに参加者が紹介された。 
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２．東城次長より、ベトナム側への謝意とともに、TAC プロジェクトの終了時評価も受け

て今後のプロジェクトの成功に向けた活動への取組に期待する、JICA 事務所としては

ベトナムの SME 分野に積極的に支援してきたいと考えているが、ベトナム側のオーナ

ーシップの基にSME政策のビジョンが引き続き検討されることを期待する旨発言した。 

３．スエン所長より、プロジェクトの概要を以下のとおり紹介した。最初の 2 年間は SME

のニーズに応えられるような職員の研修、人材育成に重点を置き、専門家と効果的に

実施してきた。当初、専門家執務スペースの確保等の困難があったが、①職員の研修

（本邦研修）／企業等に対する研修コースの実施、②コンサルティング・サービス（SV

派遣による効果にも言及）、③ビジネス・リンケージ、④情報発信、いずれも一定の成

果が出ている。問題点は、①TAC の拡大に向けた建物の確保がまだできていない点、

②人材（技術者）がまだ十分にいない点、③ベトナムにはこれまで TAC がなく、経験

が不足しており、TAC の役割や活動は法令上では決まっているが、実施面では問題も

あり、また、ベトナムの行政改革の動きもあり、TAC の役割が改めて決まるまで時間

を要する点、があげられる。 

４．井清専門家より、パワーポイントにてプロジェクトの進捗を説明した。特に、F/S の遅

れ、予算措置の問題等の PDM 改訂の背景、以上を踏まえた、将来的な TAC の位置づ

けをどのように考えるべきか（論点：①他省も含めた政府内における TAC の位置づけ、

②他機関との差別化、③TAC サービスの技術レベルの設定、④技術者の人数、⑤予算

確保）について説明を行った。 

５．吉田団長より、終了時評価報告書の概要につき説明。プロジェクト目標はほぼ達成し

ている一方、PDM の改訂により当初よりプロジェクトの内容が縮小していることを指

摘。また、上位目標の達成には、TAC の将来的なビジョンが明確になっていない問題

の解決が重要であり、また、その問題が 5 つの各評価項目に影響していることを指摘

しつつ、各項目の評価、提言内容を紹介した。 

６．参加者より、概要以下の発言がなされた。 

（吉田団長）TAC のビジョンの欠如を指摘したが、その策定が難しい面もあることは理解

している。日本の都道府県の公設試験場の役割・責任も必ずしも明確でなく、保有す

る高額な機材が使われない、必要以上に高度な研究開発を行って地場 SME の役に立た

ないこともある。TAC ハノイは 2 年近い経験を積んでおり、SME からのニーズをよく

吟味してほしい。日本でも最初に建物や機械ありきで始まるケースはほとんど失敗し

ている。将来の TAC のプランづくりには時間をかけて冷静に取り組むことを期待する。 

（ヴァン部長）同省は、SME に対する技術支援サービスに関し、20 年の経験を有する。TAC

がゼロからスタートして短期間に一定の成果を出したことを高く評価しており、終了

時評価報告書の内容に同意する。科学技術省には中小企業支援センターが 3 ヵ所あり、

技術移転、技術情報発信、知的所有権のサービスを提供しており、こうした他省の SME 
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支援組織と協力して TAC は成果をより高めることができると考える。科学技術省の部

長として、TAC が拡大されるのであれば、最大限協力する用意がある。ベトナム SME

のニーズに則して今後もサービスを提供できるよう、TACへの継続支援をお願いする。 

（林田専門家）残り 6 ヵ月間の活動として、提言の各項目について取り組みたい。なお、

TAC の知名度が高まれば、SME や関連機関の TAC への期待も高まるが、それに TAC

が応えられなければ、逆に信頼を失うことにもつながる。したがって、期待に応える

ためにも、提言のとおり研修教材等の蓄積・維持方法をシステマティックに整備して

いく必要がある。同時に、システムだけでなく、SME へのサービスが提供できるよう

TAC の人材・時間が確保されなければ、SME へのニーズには応えられない。ハイ次長、

スエン所長においては、人材の配置、業務に対応可能となる時間の確保をお願いする。 

（東城次長）ベトナムでは JICA は様々なプロジェクトを実施しているが、当プロジェクト

も重要なもののひとつ。これまで様々な課題もあったが、終了時評価調査までたどり

ついたことを嬉しく思う。残り数ヵ月間、引き続き成果がさらに出ることを期待する。

現状のままでのプロジェクトの拡大には同意できないが、引き続きこの分野で何がで

きるか JICA として考えていきたい。いずれにせよ、ベトナムにおける SME 分野の支

援は重要と考えており、今後ともベトナム側と協議を続けていきたい。 

（クアン職員）マレーシアのように、ベトナムでも国産車を作りたいが、技術がなく一か

ら勉強する必要がある。ホンダ等日系企業がベトナムに進出したが、ベトナム SME は

技術、情報の不足からホンダ等に部品を提供するレベルに達していない。今後ベトナ

ム企業が裾野企業として活躍できるよう TAC の技術指導やビジネス・リンケージ強化

を期待する。商工省は、ベトナム SME のなかでも部品・裾野企業に支援したく、TAC

の将来計画にもそうした面を入れてほしい。それによって SMEDEC（科学技術省傘下

の中小企業技術振興支援センター）等ほかの支援組織と差別化が可能ではないか。ま

た、創業支援サービス（企業管理）等も行うべき。WTO 加盟により、SME の競争力強

化に TAC の貢献は重要と考える。TAC の技術者には単にひとつの部門だけでなく、複

数の部門を指導できることを期待しており、総合的な知識をもった技術者の育成を期

待する。TAC の活動により将来的にはベトナム地場企業が FDI に納入できるようにな

ることが期待され、また、FDI の進出の加速化、国内の企業のレベルアップにもつなが

る。 

（ロン副マネージャー）同研究所は総合的に研修、技術移転等を実施している。今まで多

くの SME に有料で技術支援サービスを提供しており、50 年間の歴史を有するが、多

くて年 20 回の研修を行うに過ぎず、他方 TAC は年 100 回の研修を行っている。これ

は TAC のサービスが無料だからだけでなく、質が高いのも一因と考える。しかし、TAC

の知名度はまだ低い。テレビ、ラジオ、地方の雑誌を含めた多様なメディアで広報す

ることが必要である。人材も増やし、より成果を出すことを期待する。 

（岡村所員）残り 6 ヵ月でやるべき５つの提言があげられているが、そのなかでも特にビ 
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ジネス・リンケージが重要と考える。ベトナムでは、日系企業など FDI との取引によ

り、地場の SME の技術力が向上されると考える。逆に、既に FDI と取引のある企業は

TAC が支援せずとも伸びていく可能性があり、TAC のターゲットは、まだ FDI 等と取

引のない企業を支援することと考える。その意味で、大企業・外国企業と地場企業を

結びつけるビジネス・リンケージが重要となる。そのなかで支援ニーズに触れること

で、TAC 自身も技術力が向上することが期待される。プロジェクトの終了まで、こう

した点も意識しつつ取り組むことを期待する。 

 

７．ハイ次長より総括として概要以下が発言された。残り 6 ヵ月、努力してプロジェクト

成果の最大化に向け努力する。終了時評価報告書の内容について完全に同意している。

本プロジェクトの開始前、SME への技術支援の重視の表れや日本・ベトナム共同イニ

シアティブを背景に、TAC は政令 90 号、政令 290 号にて機能・業務が定められ、設立

された。当初は 5 年間のプロジェクトを想定していたが、人材・物資の制約もあり、2

年と 3 年に分けて始まった。現在の最大の問題は、次期協力の計画文書（F/S）が認可

されない点と、プロジェクトが拡大できない点である。TAC の中期戦略も F/S に含む

ようにする。したがって、F/S が認可されれば、困難を解決できると考える。F/S が認

可されない理由は、①機材リスト、②TAC スタッフの管理能力の向上があげられる。

ついては、JICA 専門家をプロジェクト終了後も任期延長して、リストの作成、スタッ

フの育成への協力をお願いしたい。F/S は遅くとも 6 月に省内で認可されるようにし、

そのうえで MPI より日本に正式に要請したい。TAC がどの省に管轄されるかは非公式

に検討されている状況であるが、他の機関の技術支援サービスは有料であり、TAC は

ユニークな存在である。5 年間で TAC をしっかり確立することを約束する。なお、ベ

トナム・日本の予算年度は異なることもあり、現行プロジェクトの終了を 2008 年 8 月

から 2009 年 4 月まで延長してほしい。そうすれば、次期協力がシームレスに始められ

ると考える。 

８．以上に対し、東城次長より、JICA は今後の SME 分野への支援については考える用意

あるが、TAC プロジェクトについては、評価結果を踏まえて 8 月までよろしくお願い

するとしか現時点では申し上げられないと発言した。また、吉田団長より、仮に次期

協力が採択されたとしても、来年の 4 月からの実施は準備等のタイミングからも困難

と思われる、今後の協力について現地 ODA タスク・フォースともよく話し合ってほし

い旨発言した。 

 

3 月 14 日（金） 
大使館報告（13:30～14:15） 
（参加者）：藤井二等書記官、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、小林専門家（ASMED）、

岡村所員、調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 吉田団長より、配布資料を基に評価報告書及びミニッツ署名の報告を行った。 
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・ 藤井書記官からの主なコメントは以下のとおり。現在、日本・ベトナムの EPA 交渉が

大詰めに来ているが、ベトナム側の EPA 交渉相手である商工大臣は現在 SME 支援に強

い関心を抱いており、SME 育成のための計画を商工省で作成したとも聞いており、今

後 EPA 交渉でも日本からの協力が期待される可能性がある。他方で、MPI 下の TAC へ

の日本の協力についてはほとんど知らない様子であり、その点でもったいない印象をも

つ。逆に、MPI 大臣は、大規模投資案件に関心があり、SME 分野について関心が薄い。

また、現時点で SME 支援に最も熱心なのは科学技術省のようである。省庁間の力関係

は縦割りであり、MPI が上位機関として他省より協力相手として力をもっている訳では

必ずしもなく、また、SME 政策を MPI が担っていることもベトナム政府内で浸透して

ない印象をもつ。仮に TAC への支援を延長あるいは新規に行う場合、EPA 交渉との関

係でいかに相手側にインパクトを与えられるかという点に注目する。 

 

JICA 事務所報告（15:30～16:15） 
（参加者）：中川所長、東城次長、山田班長、岡村所員、井清専門家（TAC）、林田専門家（TAC）、

調査団（吉田団長、瀧内団員、岩瀬団員、久保） 

・ 吉田団長より、配布資料を基に評価報告書及びミニッツ署名の報告を行った。また、大

使館報告の結果も踏まえて、経済産業省とベトナム商工省の協力、JICA と MPI/TAC の

協力が併存する事態が生じてくるおそれがあり、大使館・事務所で情報交換を行いつつ、

今後の協力の検討・調整が必要である点を説明した。 

・ 中川所長、東城次長より、ASMED とは昨年より SME 支援全体の整理について協議し

ており、上記説明も踏まえて引き続き検討していきたい、ベトナム側の体制がどのよう

になるかを見極めたうえで重点をいずれに置くかを検討する必要がある旨発言があっ

た。 

・ 林田専門家より、ベトナム政府のなかで TAC が最適な協力先となるよう積極的に働き

かけるアプローチを取ることも一案であり、例えば官民連携のコンテクストで、現在の

キャノンと TAC の連携の努力をハノイの日本商工会で紹介する等により、TAC と日系

企業のリンケージを強めていく試みを計画している旨説明された。 

・ 井清専門家より、TAC 管轄の省庁の検討には時間を要する見込みであり、位置づけが宙

に浮いたままとなる点への懸念が示された。これに対し、その意味で ASMED の調整機

能の強化が必要ではないか、一方でベトナム政府内での省庁間調整を実際に機能させる

面は容易ではなく、ドナーとしてプレッシャーをかけるにも具体的な支援策も合わせて

示さなければ難しいのではないか、等の意見交換がなされた。 
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独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 第一グループ 

中小企業チーム 

 

平成 20 年 4 月 3 日 

 

ベトナム中小企業技術支援センタープロジェクト 終了時評価調査 帰国報告会 

 議事録  

 

開催年月日 平成 20 年 3 月 26 日(水) 16 時 00 分〜17 時 30 分 

場所 国際協力機構 10C 会議室 

出席者 

（敬称略） 

経済産業省 貿易経済協力局技術協力課 松島係長 

長崎県工業技術センター 瀧内専門研究員（団員）

有限会社 アイエムジー 岩瀬パートナー（団員）

JICA アジア第一部／経済開発部  桜庭調査役 

JICA アジア第一部第二グループ 東南アジア第三チーム 岡村（昭）チーム長 

 長縄職員 

JICA 社会開発部第一グループ 日本センターチーム 梅本チーム長 

 大橋職員 

JICA ベトナム事務所 井清専門家（TAC） 

 林田専門家（TAC） 

 東城次長 

 岡村（健）所員 

JICA 経済開発部 吉田審議役（団長） 

第一グループ中小企業チーム       阿倍チーム長 

 久保職員（団員） 

JICE プロジェクト支援部 窪田  
（以下、敬称略） 

1. 終了時評価調査結果報告 
（1） 配布資料に基づき、終了時評価調査結果報告を行った。（瀧内、久保） 
（2） 結果報告補足（岩瀬） 
 2 週間の滞在中、3 種類のステークホルダー〔①カウンターパート、②TAC のサービ

ス受益者である中小企業、③VJCC（ベトナム日本センター）〕を含む SME（中小企業）

技術支援機関を訪問し、TAC 差別化の要因は何かといった面からの議論をしてきた。

その中で、TAC は現場に軸足を置き、現場の情報に通じており、まだ歴史は浅いが、

これまで巡回指導調査、中小企業同士やベトナムの中小企業と日系企業とのビジネス連

携支援を積極的に行ってきたことがわかった。日系の FDI 企業や JETRO（独立行政法

人日本貿易振興機構）にとっては、TAC に行けば中小企業の情報が入り、ベトナムの

中小企業にとっては、TAC の職員に相談すれば日系企業の訪問ができたり、何らかの

ビジネスのつながりを持つことができたりする可能性があると思っている。TAC が 
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ASMED（中小企業庁）の下部組織であることが適当かは別の問題としても、このよう

に様々な方面から求められる機関は必要であり、ベトナムの裾野産業振興に対する日本

の支援としても適切であると考える。 
 

2. 団長所感 
 本件は、終了時評価前までは色々懸案事項があった。 

事前調査の際に建物の建設予定地を視察したにも関わらず、本件スタート後も建設準備

が進まないという状況が続いたほか、執務スペースや人員が不足する等に加え、2008 年 1
月に PDM の改定を行い、内容をスケールダウンした。 
しかし、終了時評価において以下のことがわかり、現地に行く前より本件に対する評価

は肯定的になった。 
・ TAC はスタートしたばかりの組織で方向性も定まっておらず、現在も建物は立派

ではなく、技術者が 6 名しかいない中でも、トータルで 268 件の巡回指導を行い、

3000 名の研修を行ったという数字に表れる実績がある。企業の現場に行ってみる

と、TAC の提供するものの質は他機関に比べて高いという声が聞こえた。 
・ TAC の活動はユニークであり、外資系企業とビジネスリンケージの促進は、その

一つである TAC の集める中小企業情報の中身はとても興味深い。通常であれば、

企業名・住所・電話番号・何を生産しているかという情報を集めるのみだが、TAC
は、各工場が持つ設備や機種をリストアップしている。まさに日系企業が求めてい

る情報であり、日本の専門家はどの機械を持っているか知るだけでその会社の能力

がわかる。現在は 60 社分だが、人員を増やせば 100～200 社分に増やすことがで

きるだろう。 
ベトナムに対する中小企業振興支援は本件で終わりではなく、今後とも JICA として中長

期的に何らかの支援が続いていくだろう。本件のような技術支援機関の育成というのは、

やればやっただけ価値はでる。日本には技術指導を行える人材はたくさんおり、SV（シニ

アボランティア）との連携でもっと効果がでるだろう。 
ただし、TAC の位置づけはベトナム内で揺れている。科学技術省や商工省等中小企業支

援を実施しているところがあるが、それらとの棲み分けも今のところはっきりしない。ま

た、技術支援機関といってもそのあり方は様々な形があり、どの形が一番効果的か早く決

定するようベトナム側に促してきた。 
ベトナム政府はすでに次の協力として「フェーズ 2」を考えており、ベトナム側の期待を

強く感じた。 
現在中小企業振興のカウンターパート研修で日本にきているハイ次長からは、ベトナム

として TAC を含めた技術支援センターに関して明確にコミットメントしていく、当初予定

した建物や人が未だ整っていないのは遺憾であるという話があった。 
 
3. 質疑応答 
（岡村（昭）・質問）①資料 P10 の他機関とのネットワークの活用による技術者の能力の自

立的な発展の仕組みについて具体的な説明をいただきたい。 
         ②資料 P11 の「結論」について、満たされなかった外部条件や前提条 
 



 

－119－

3

件とは、具体的には建物の建設とカウンターパートの配置のことか。 
（林田・回答）岡村チーム長のご質問①に関して、今進めている活動 2 点をご紹介したい。 

・キャノンと TAC の活動 
現地部品調達先を探すためにキャノンが地場中小企業を訪問中であり、

TAC スタッフが同行している。この結果、いくつかの企業は部品調達できる

かもしれないし、いくつかの企業は課題をだされるかもしれないが、キャノ

ンと TAC で協力して満足のいくレベルまで育てていくという話をしている。

TAC が教えることができることは少ないが、キャノンの技術指導の仕方を学

ぶことができるかと思う。 
・トヨタと TAC の活動 
トヨタはハノイ工科大学と「ものづくりコース」という地場の中小企業育

成プログラムを始めているが、TAC はオブザーバー参加させていただき、学

ばせていただいている。 
      2 社ともに CSR 活動や裾野産業発掘活動、地場企業育成活動は日本人主体で

はなく、ベトナム人スタッフが活動していくべきと考え、権限委譲・技術移転

している。TAC も同じ意識を持っており、将来的には全てベトナム人自身がコ

ネクションを活用し、共同作業していくという意識を持っている。 
（久保・回答）岡村チーム長のご質問②については、ご指摘の通り。また、プロジェクト

目標にも「建物竣工後の本格的稼動に備えて事業基盤を整備し」という文言が

入っていたが、準備が整わないためそれを削除した。 
 
（梅本・質問）VJCC の活動も 2010 年 8 月でフェーズ 2 を終了予定となっている。これま

で培ってきた日本センターのノウハウがフェーズ 2 終了後も承継されるように

するにはどうしたらいいか議論中であり、TAC の行く末も視野に入れながら検

討していきたいと思っている。そこで、基礎的なことではあるが質問したい。 
     ①「自立発展性」を目指すにあたり、ベトナム人自身の技術指導者の育成も図

られていたと思う。職員の人数が 3 ヵ所合計 20 名とあるが、職員の中には、実

際に何名技術指導できるスタッフが予定されているのだろうか。どのような人

員体制で臨もうとしているのか。 
     ②短期専門家による産業技術指導があったと思うが、職業訓練として教えたの

か、経営視点を含んだ形の投入だったのか。 
     ③「成果」について、研修を 3000 名、巡回指導を 268 回実施したということだ

が、研修後彼らはどうなったか具体的な効果発現の例を教えてほしい。 
（久保・回答）梅本チーム長のご質問①について、「3 ヵ所合計 20 名」というのは、要請時

の 3 支所合計の人数で、現在は TAC ハノイだけで 20 名職員がおり、うち 6 名

が技術者である。 
（井清・回答）今後の体制は、TAC の行く末に懸かっている。TAC の職員の資質を上げる

ことが現在の一つの目標だが、そのためのツールとして SME の現場を使って

5S・改善の指導をしたというのが大きな特徴である。当初は、外部講師（ベト

ナム人コンサルタントや SV）に指導をお願いしていたが、そこで指導の仕方を 
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学ばせていただき、現在は TAC で指導できるようになった。本邦研修など、研

修機会を多々いただいたことも資質向上に非常に役立った。しかし、現場との接

点にかかる指導力はいまだ足りないと感じている。 
（林田・回答）梅本チーム長のご質問②について、説明したい。 

・産業技術指導の短期専門家（福岡県の工業技術センター所長 OB）には、プ

ロジェクト当初に、技術移転していくうえでの人材育成やマネジメントと

いった全体的なアドバイスをしていただいた。 
・一般加工技術の短期専門家（コンサルタント 3 名）には、中小企業でのプ

レスなど要素技術の OJT や、TAC の技術者への技術的知識の講義をしてい

ただいた。 
しかし、ここで得た知識が現時点で全て活かされているとはいえない。なぜ

なら当時、カウンターパートは技術者 2 名＋見習い技術者 2 名しかおらず、受

け皿が全く整っていなかった。また、ベトナムの中小企業に対しては、技術的

指導よりもっと前段階の品質管理や 5S、生産管理といったソフト面の管理技術

を育成することが先決ではないかというコメントを短期専門家からいただき、

ソフト面にシフトしていった。 
こういう説明をするとこの投入が効果的であったかご質問もあるかと思うが、

TAC のあり方を第一に考えるということもあり、短期専門家からのご指摘も踏

まえてよりよい TAC のあるべき方向性が示されたという意味では効果的であっ

たと考えている。 
梅本チーム長のご質問③について、3000 名の受講生は追跡できていないが、

延べ 268 社の巡回指導している点では、TAC は継続的に何度も同じ企業を回り

進捗をフォローできており、着実に各企業は教えたことを実施してくれている

と感じている。 
（阿倍・ｺﾒﾝﾄ）TAC の進むべき方向性について、もともと産業技術能力の向上を目的とし

て設立された TAC が、現場の状況に従ってソフト面にシフトしていったという

ことであれば、今後 TAC の位置づけはそういうものだと現場と認識を共有する

必要があると思う。一方、品質管理に関しては別の組織でも実施しているので、

棲み分けをしっかりしておいたほうがいいだろう。 
（吉田・ｺﾒﾝﾄ）まさに TAC のあり方の問題であり、5S・改善が目的ではなかったはずであ

る。日本センターなどが 5S・改善を実施している。TAC は本件スタート時に設

備が整わなかったため、ソフト面の技術移転をやっていかざるを得なかったと

いう経緯がある。日本センターとの棲み分けが必要だが、日本センターは有料

で TAC は無料であることから TAC に流れがちだったのだろう。TAC の今後の

あり方は、ソフト面をやっていくのか、ハード面をやっていくのか、整理でき

ていない。 
（久保・ｺﾒﾝﾄ）本会議の前に小林専門家（ASMED に中小企業政策アドバイザーとして入

っている）のカウンターパート研修の評価会があった。本件のプロジェクト・

ディレクターであるハイ次長と、フン新所長が参加していたが、そこで、SMRJ
（中小基盤整備機構）を見に行き、感銘を受けたという話があり、今後 TAC で 
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も公設試的な機能に加えて SMRJ のような機能も持ちたいと考えており、政令

90 号の見直しの際にも右を反映したいという発言があった。 
（井清・ｺﾒﾝﾄ）「提言（３）TAC の中期計画（資料ｐ12）」について、ASMED のハイ次長

とその上司に当たるチュン局長の考え方に違いがあると感じており、その「違

い」を具体的に示しながら今後のあり方を整理するよう、早急に打合せたいと

考えている。 
その中でハード的な方向に進むとすると JICA としては機材の投入に数億円

程度といった限度があり、ベトナム側も投資する必要があるということを示し

たい。一方で、中長期的なベトナム側の考えを整理してもらうことも非常に大

事であり、今後ソフト面に進むとすると、抜本的に TAC にかかる支援のあり方

を設計しなおす必要があるだろう。 
 
（長縄・質問）今回の調査をふまえて、今後のスタンスをどう考えているのか。 
（東城・回答）事務所としては、カウンターパートを TAC に限定することなく、ベトナム

の政府部内や専門家をはじめとする関係者と話をし、JICA としてどこに投入す

るのが一番望ましいか冷静且つ公平に検討する必要があると考えている。 
（岡村（健）・回答）来年度、小林専門家のカウンターパート研修を早めに実施し、関係者

に日本に行っていただき、日本での中小企業支援のコーディネーションの状況

を見てもらいながら、うまく JICA として支援していければと考えている。また、

本プロジェクトが終わった段階で全体をみて検討したいと考えている。 
（久保・回答）JICA 本部としても、事務所と同じ考えを持っている。 
      まず、各役割が整理される必要があり、そのために ASMED の機能強化も必

要かと感じている。TAC の今の段階では、このまま次期協力はありえない。こ

ちらからの課題をきちんとみたうえで、TAC の位置づけや支援の必要性、支援

のあり方の設計の見極めが必要ではないか。 
（吉田・回答）次の協力は JICA として最も適切な時期・期間を考えて実施しなければなら

ないだろう。他の SME は、TAC に組織拡充してほしいと考えている。本当に

JICA の支援に一番適切なのはどこか検討し、仮に TAC が選ばれた場合は、課

題をクリアできていないと支援はできない。ただ、この 2 年支援してきた中で、

TAC は光る機関になる可能性はあると感じているので、JICA として何らかの関

係をつないでいたほうがいいと思う。 
 
（松島・ｺﾒﾝﾄ）今回の提言は現時点では妥当だと思う。ただ、本プロジェクト終了までに

ベトナム政府が TAC の位置づけを明確に出来れば、そのことを踏まえて追加提

言の検討をお願いしたい。EPA については、裾野産業支援が協力のタマになる

可能性も高いと思われるが、TAC でやってきたことが無駄にならないような中

身になれば良いと思っている。 
 
（岡村（健）・質問）SV や研修で TAC と何らかの関係をつないでおくべきとの話があった

が、具体的に想定される分野があれば教えていただきたい。 
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（久保・回答）特にまだ具体案はない。その時の状態に応じてと思っている。 
（吉田・回答）SV は本件プロジェクトとも連動して効果を発揮していた。 
（岡村（健）・ｺﾒﾝﾄ）他の中小企業支援機関に SV を派遣しているという観点では、横並び

という位置づけで SV を TAC に送るのも一案かと思う。ただ、今まで積み上げ

てきたものをどういう形で活かしていくかは検討が必要だと思う。 
（岩瀬・ｺﾒﾝﾄ）本来の役割である要素技術に重点をおいた支援の前段階として 5S・改善を

やっており、SV を派遣する分野を考えるとき、5S・改善についての指導を巡回

指導の中でできる SV を現場に軸足を置く TAC は今後も必要とするだろう。要

素技術支援の要請が出てくれば、その現場指導として SV を入れるのも一案かと

思う。 
 

以上 
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